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参議院決算委員会において、平成24年8月27日、国家財政の経理及び国有財産の管理に関

する調査のため、会計検査院に対し、東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況

等について会計検査を行い、その結果を報告するよう要請することが決定され、同日参議

院議長を経て、会計検査院長に対し会計検査及びその結果の報告を求める要請がなされた。

これに対して、会計検査院は、同月28日、検査官会議において本要請を受諾することを決

定した。

本報告書は、上記の要請により実施した会計検査の結果について、会計検査院長から参

議院議長に対して報告するものである。

なお、会計検査院としては、東日本大震災の被害が甚大で、大規模なものであるととも

に、地震、津波及び原子力発電所の事故による複合的なものであることなどに鑑み、要請

後、できる限り速やかに、まず、被害の状況について整理した後、各府省庁や地方公共団

体等が被災地を始め全国において、長期にわたり継続して実施する東日本大震災からの復

旧・復興事業の実施状況等について、特に、平成23年度予算を中心に、その経費項目別、

事業別等の執行状況や復興を担う市町村の復旧・復興事業の執行状況等を分析して報告す

ることとした。そして、今後、効率性、有効性等の観点から、各種事業が、円滑かつ迅速

に実施されているか、復興基本方針や復興計画に掲げられた施策に沿ったものとなってい

るか引き続き検査を実施するとともに、原子力災害からの復興再生についても着目して検

査を実施することとし、検査の結果については、取りまとめが出来次第報告することとす

る。

平 成 2 4 年 1 0 月

会 計 検 査 院
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第1 検査の背景及び実施状況

1 検査の要請の内容及び会計検査の実施状況

会計検査院は、平成24年8月27日、参議院から、国会法第105条の規定に基づき下記事

項について会計検査を行いその結果を報告することを求める要請（以下「本件要請」と

いう。）を受けた。これに対し同月28日検査官会議において、会計検査院法第30条の3の

規定により検査を実施してその結果を報告することを決定した。

一、会計検査及びその結果の報告を求める事項

(一)検査の対象

国会、裁判所、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、

防衛省

(二)検査の内容

東日本大震災からの復興等に対する事業に関する次の各事項

① 東日本大震災に伴う被災等の状況

② 復興等の各種施策及び支援事業の実施状況

2 平成22年度決算審査措置要求決議の内容

参議院決算委員会は、24年8月27日に検査を要請する旨の上記決議を行っているが、同

日に「平成22年度決算審査措置要求決議」を行っている。

このうち、上記検査の要請に関する項目の内容は、次のとおりである。

1 東日本大震災復旧・復興関係経費の迅速かつ円滑な執行の確保について

平成23年度の東日本大震災復旧・復興関係経費の執行状況については、全体予算

14兆9243億円のうち、翌年度繰越額が4兆7694億円、不用額が1兆1034億円と多額に

上っており、予算の執行率は約6割にとどまった。特に、復興庁所管の経費1兆3141

億円のうち1兆3101億円は執行されずに繰り越され、23年度における執行率は0.02

％となっており、また、国土交通省所管の経費では、災害公営住宅等整備事業費11

15億円のうち、執行額等はわずか3億円であり、残り1112億円が不用額として処理

されるなど、復旧・復興関係予算の執行が当初の予定どおり進んでいない事態が明
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らかとなっている。

政府は、これらの事態が被災地における早期の復旧・復興や住民の生活再建の支

障となることを認識し、事業の着手に必要な復興計画との調整等を速やかに実施し

た上で、迅速かつ円滑な予算執行に努めるべきである。また、予算の執行率が極端

に低かった事業については、事業費の見積りが適切であったか検証するなどして必

要な見直しを行い、多額の国民負担によって賄われている復旧・復興予算が適正、

有効かつ効率的に活用されるよう、最善を尽くすべきである。

3 検査の観点、着眼点、対象及び方法

(1) 検査の観点及び着眼点

会計検査院は、東日本大震災からの復興等に対する事業に関する各事項について、

効率性、有効性等の観点から、それぞれ次の着眼点により検査を実施した。

ア 東日本大震災に伴う被災等の状況

被災の状況はどのようなものとなっているか、また、被災に対して国はどのよう

な施策等の対応を執っているか。

イ 復興等の各種施策及び支援事業の実施状況

(ｱ) 復旧・復興に係る予算はどのような経費に配分されているか、また、「東日本

大震災からの復興の基本方針」における復興施策等はどのような事業により実施

されているか。

(ｲ) 復旧・復興予算に係る復旧・復興事業は、支出、繰越しなどの執行状況からみ

て、円滑かつ迅速に実施されているか。

(ｳ) 被災した地方公共団体において復興特別区域制度の復興推進計画、復興整備計

画及び復興交付金事業計画の作成等の状況はどのようになっているか、また、こ

れらの計画に基づく特例等はどのように適用されているか。

(ｴ) 被災した地方公共団体において復旧・復興事業の実施状況及び実施体制はどの

ようになっているか。

(2) 検査の対象及び方法

会計検査院は、23年度に東日本大震災復興関係経費の予算が措置されている国会等

16府省庁を対象として検査した。

検査に当たっては、上記の16府省庁から調書を徴するほか、公表されている資料等
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を基に在庁して調査分析を行うとともに、205人日を要して16府省庁の内部部局等に対

する会計実地検査を実施した。また、被災した地方公共団体のうち58市町村に対して

調査票を送付して、その回答を徴するなどして調査分析を行った。

なお、会計検査院は、東日本大震災に伴う被害の甚大さや復興等の各種施策の重要

性に鑑み、本件要請を受ける以前から東日本大震災からの復興等に対する事業に関し

て検査を行っており、上記の検査に要した人日数等は、本件要請を受ける以前に実施

した分を含んでいる。

また、会計検査院としては、東日本大震災関係経費の予算により実施される復旧・

復興事業が、各府省庁や地方公共団体等において、長期にわたり継続して実施されて

いること、復興事業の実施に係る諸制度の見直しなどが想定されることなどから、次

年度以降も検査を実施して、その結果を報告することを予定している。
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第2 検査の結果

1 東日本大震災に伴う被災等の状況

(1) 被害の概要

23年3月11日、三陸沖を震源とする国内観測史上最大のマグニチュード9.0の巨大地

震（以下「東北地方太平洋沖地震」という。）が発生した。この地震により、宮城県

北部で震度7を観測したほか、東日本を中心に北海道から九州地方にかけて広い範囲で

震度6強から1を観測した。また、福島県で9.3ｍ以上の津波を観測するなど、東北地方

から関東地方北部までを中心に、太平洋沿岸の広い範囲で津波を観測した。さらに、

同日、東京電力株式会社福島第一原子力発電所（以下「福島第一原発」という。）に

おいては、全ての交流電源が失われ、冷却機能を喪失したことにより、大量の放射性

物質が放出されるという重大な事故が発生した。政府は、東北地方太平洋沖地震によ

る災害及びこれに伴う原子力発電所事故による災害について、閣議において「東日本

大震災」と呼ぶことに決定した。

東北地方太平洋沖地震の発生以降も、岩手県沖から茨城県沖にかけての余震活動地

域（長さ約500km、幅約200km）において多数の余震が発生しており、余震活動地域で

これまでに発生した余震の回数は、最大震度6強が2回、最大震度6弱が2回、最大震度

5強が11回、最大震度5弱が37回、最大震度4が193回（24年6月4日現在）となっている。

また、地震活動は長野県北部（最大震度6強）や静岡県東部（最大震度6強）等余震活

動地域の外側でも発生している。

東日本大震災は、岩手県、宮城県及び福島県（以下「東北3県」という。）を中心に

広い範囲で甚大な被害をもたらした。東日本大震災による被害は、以下のとおりであ

る。

ア 人的被害

死者、行方不明者等の人的被害は、いまだ全容の把握に至っていないが、死者15,

868人、行方不明者2,848人（24年8月15日現在）等、7年の阪神・淡路大震災の死者

6,434人、行方不明者3人（消防庁による18年5月19日付けの確定報）を大きく上回る

被害となっている。都道県別の人的被害は、表1のとおりである。
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表1 人的被害
（単位：人）

都道県名 死者 行方不明者 負傷者

北海道 1 3

青森県 3 1 109

岩手県 4,671 1,207 201

宮城県 9,525 1,426 4,136

秋田県 12

山形県 2 29

福島県 1,606 211 182

茨城県 24 1 709

栃木県 4 134

群馬県 1 38

埼玉県 42

千葉県 20 2 252

東京都 7 117

神奈川県 4 134

新潟県 3

山梨県 2

長野県 1

静岡県 3

三重県 1

高知県 1

計 15,868 2,848 6,109

(注) 宮城県沖を震源とする地震（平成23年4月7日及び24年6月18日）、福島県浜

通りを震源とする地震（23年4月11日及び同月12日）、千葉県北東部を震源と

する地震（23年5月22日）、福島県沖を震源とする地震（23年7月25日、同月31

日、8月12日、同月19日及び10月10日）、茨城県北部を震源とする地震（23年9

月10日、11月20日及び24年2月19日）及び茨城県沖を震源とする地震（24年3月

1日）による被害を含む。表2において同じ。
出典：警察庁(24年8月15日公表)

イ 建物への被害

建物への被害については、津波により水没し壊滅した地域があり、全容の把握に

は至っていないが、全壊129,319戸、半壊263,925戸、一部破損725,935戸（24年8月

15日現在）等となっている。都道県別の建物への被害は、表2のとおりである。
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表2 建物への被害
(単位：戸)

都道県名 全壊 半壊 一部破損 非住家被害

北海道 4 7 469

青森県 306 701 835 1,362

岩手県 19,199 5,012 8,671 4,776

宮城県 85,211 151,015 223,961 34,531

秋田県 3 3

山形県 37 80

福島県 20,775 70,261 159,361 1,116

茨城県 2,694 24,296 185,958 18,662

栃木県 260 2,108 71,163 295

群馬県 7 17,246

埼玉県 24 194 1,800 33

千葉県 798 10,010 51,604 660

東京都 15 198 4,847 1,101

神奈川県 39 445 13

新潟県 17 9

山梨県 4

静岡県 13 9

三重県 9

計 129,319 263,925 725,935 63,048

(注) 非住家は、住家以外の建築物（官公署、学校、病院等）である。

出典：警察庁(平成24年8月15日公表)

ウ 海岸・河川の堤防等への被害

海岸や河川の堤防等への被害については、表3のとおり、東北3県の海岸堤防護岸

で全壊・半壊、国の直轄管理河川や県・市町村管理河川における堤防決壊や大規模

崩落等の被害が確認されている。

表3 海岸・河川の堤防等への被害

項目 主な被害

海岸 東北3県の海岸堤防護岸延長約300㎞のうち約190㎞が全壊・半壊

河川 堤防決壊や大規模崩落等により、北上川、利根川等の直轄管理河川で2,115か

所、県・市町村管理河川で1,360か所の被害

出典：国土交通省「国土交通白書2011」

エ 交通への被害

交通への被害については、表4のとおり、高速道路や国の直轄国道等が被災により

通行止めとなったのを始め、新幹線や在来線等の運転が休止となり、空港や港湾の

使用が不可能になるなどした。
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表4 交通への被害

項目 主な被害

道路 高速道路15路線、直轄国道69区間、都道府県等管理国道102区間、県道等540

区間で通行止め

鉄道 22事業者64路線で運転を休止（震災から48時間後の時点）

空港 仙台、花巻、福島及び茨城の4空港が被災

港湾 11の国際拠点港湾及び重要港湾を含む、青森県八戸市から茨城県までの太平

洋側の全ての港湾において防波堤等の港湾施設に被害

バス事業 東北3県の被災地の事業者において合計219車両の滅失、流出等

出典：国土交通省「国土交通白書2011」

オ 農林水産業への被害

農林水産業への被害については、表5及び表6のとおりである。このうち、農業に

ついては農地、農業用施設、農作物等の被害が、林野関係については山腹崩壊等の

林地荒廃の発生や木材加工・流通施設等の被害がそれぞれ確認されている。また、

水産関係については、全国の漁業・養殖業生産量の5割を占める三陸地域を中心に、

漁船2万8000隻以上、漁港施設319漁港等の被害があった。さらに、津波により流失、

冠水等した田畑の面積は、約2万3600haと推定されている。

表5 農林水産関係被害（平成24年3月5日現在）

区分 主な被害 被害数等

農地・農業用 農地の損壊 18,174か所

施設 農業用施設等の損壊 17,502か所

農作物等 農作物、家畜、農業・畜産関係施設 13県に主な被害

林野関係 山腹崩壊等の林地荒廃 458か所

海岸防災林等の治山施設 275か所

法面の崩壊等の林道施設等 2,632か所

林野火災等の森林被害 1,065ha

木材加工・流通施設 115か所

特用林産施設等 476か所

水産関係 漁船 28,612隻

漁港施設 319港

養殖施設・養殖物 17道県に被害

市場・加工施設等共同利用施設 1,725施設

出典：農林水産省「平成23年度食料・農業・農村の動向 平成24年度食料・農業・農村施
策」、「平成23年度森林及び林業の動向 平成24年度森林及び林業施策」、「平成

23年度水産の動向」
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表6 津波による田畑の流失・冠水被害(平成23年3月現在)

耕地面積（平成22年） 流失・冠水等被害推定面積
県名

（ha） （ha） 被害面積率（%）

青森県 156,800 79 0.1

岩手県 153,900 1,838 1.2

宮城県 136,300 15,002 11.0

福島県 149,900 5,923 4.0

茨城県 175,200 531 0.3

千葉県 128,800 227 0.2

計 900,900 23,600 2.6

出典：農林水産省「平成23年度食料・農業・農村の動向 平成24年度食料・農業・

農村施策」

カ ライフラインへの被害

ライフライン（電気、ガス、水道、通信等）への被害については、表7のとおりで

ある。地震発生直後より、東北電力株式会社管内や東京電力株式会社管内等広範囲

にわたって停電が発生し、都市ガスについても多くの地域において供給停止となる

などしたほか、水道施設の被災による断水や通信施設の被災による固定電話と携帯

電話の不通等の被害があった。

表7 ライフラインへの被害

項目 主な被害

電気 東北電力管内において約466万戸、東京電力管内において約405万戸の停電

（地震発生直後）

ガス、石油 8県16事業者で都市ガスが供給停止となり、復旧対象戸数は約40万戸

簡易ガス事業では7県にて供給停止となり、復旧対象戸数は約1万8000戸

東北・関東地方にある9製油所のうち東北地方で唯一の製油所を含め6製油所

で被災
東北各県及び茨城県のＬＰガス供給基地9基地のうち7基地で被災

水道 19都道府県の水道施設が被災し、少なくとも累計で230万戸が断水

通信 固定通信網（加入電話＋ISDN）は3社で最大約190万回線が被災

携帯電話及びPHS基地局についても5社で最大約2万9000局が停波

出典：厚生労働省「平成23年版厚生労働白書」、経済産業省「エネルギー白書2011」、総務省
「平成23年版情報通信白書」

キ 地盤の沈下

東北地方太平洋沖地震に伴い、東北地方の太平洋沿岸地域において顕著な地盤沈

下が確認されており、国土地理院が行った地盤沈下の調査によると、東北3県の太平

洋沿岸の観測点全てにおいて、最小20㎝、最大84㎝の沈降が確認されている。

また、国土交通省による地盤高の調査によると、表8及び表9のとおり、海抜0ｍ以

下の面積が大幅に増加し、特に宮城県では沿岸部を中心に地盤が沈下して、海抜0ｍ
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以下の面積が地震前の3.4倍の56㎞2に及ぶことが確認されており、沿岸部の漁港、農

地、市街地等に深刻な影響をもたらしている。

表8 岩手県沿岸部における地震に伴う地盤沈下

区分 地震後の面積 地震後増加した割

（㎞
2
） 合（推定値）

海抜0ｍ以下 0.6 1.8 倍

大潮の満潮位以下 3.5 3.2 倍

過去最高潮位以下 8.1 2.3 倍

出典：国土交通省河川局、国土地理院

表9 宮城県沿岸部における地震に伴う地盤沈下

区分 地震後の面積 地震後増加した割

（㎞
2
） 合（推定値）

海抜0ｍ以下 56 3.4 倍

大潮の満潮位以下 129 1.9 倍

過去最高潮位以下 216 1.4 倍

出典：国土交通省河川局、国土地理院

ク 被害額の推計

東日本大震災における建築物、ライフライン施設、社会基盤施設、農林水産関係

等への被害額は、内閣府によれば、表10のとおり、約16兆9000億円と推計されてい

る。

表10 東日本大震災における被害額の推計

項目 被害額

建築物等（住宅・宅地、店舗・事務所、工場、機械等） 約10兆4000億円

ライフライン施設（水道、ガス、電気、通信・放送施設） 約1兆3000億円

社会基盤施設（河川、道路、港湾、下水道、空港等） 約2兆2000億円

農林水産関係（農地・農業用施設、林野、水産関係施設等） 約1兆9000億円

その他（文教施設、保健医療・福祉関係施設、廃棄物処理施 約1兆1000億円

設、その他公共施設等）

計 約16兆9000億円

(注) 各県及び関係省庁からのストック（建築物、ライフライン施設、社会基盤施設等）の被害額に
関する情報に基づき、内閣府（防災担当）が取りまとめたものであり、今後、被害の詳細が判明

するに伴い変動することがある。なお、この推計には、福島第一原発の事故に伴う放射能汚染被

害は含まれていない。

出典：内閣府（防災担当）「東日本大震災における被害額の推計について」(平成23年6月24日公表)
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(2) 国の被害応急対応

ア 緊急災害対策本部の設置及び被災者の救援・救助

国は、東北地方太平洋沖地震が発生した23年3月11日に、災害対策基本法（昭和3

6年法律第223号）に基づく緊急災害対策本部と原子力災害対策特別措置法（平成11

年法律第156号）に基づく原子力災害対策本部をいずれも内閣総理大臣を本部長とし

て設置した。そして、翌12日には、激甚災害に対処するための特別の財政援助等に

関する法律（昭和37年法律第150号）に基づき、今回の震災について激甚災害の指定

を行う政令を閣議決定した。

国は、地方公共団体と緊密に連携して、被災者の救援・救助を始めとする災害応

急活動に取り組むとともに、国民生活及び経済活動が早期に回復するよう全力を尽

くすこととした。そして、被災者の救援・救助活動等のため、都道府県警察の広域

緊急援助隊等、消防本部の緊急消防援助隊、国土交通省の緊急災害対策派遣隊（Ｔ

ＥＣ－ＦＯＲＣＥ）、海上保安庁の特殊救難隊等、防衛省の自衛隊、厚生労働省の

派遣要請による災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等が、被災地に派遣された（表11

参照）。
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表11 主な部隊の省庁別派遣状況等

省庁 派遣状況

警察庁 広域緊急援助隊等 総数（累計）約99,700人

（平成24年6月25日現 ヘリ運用（延べ）566機

在）

消防庁 緊急消防援助隊
（24年3月13日現在） 派遣部隊・人員の総数 8,854隊 30,684人

延べ31,166隊、109,919人

(派遣期間 23年3月11日～6月6日（88日間））

国土交通省 緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 延べ18,115人派遣

（24年6月4日現在） 災害対策機材（照明車、排水ポンプ車、衛星通信車、対策本部車等）
延べ30,128台派遣

海上保安庁 艦艇23隻（巡視船9隻、巡視艇14隻）

（24年6月25日現在） 航空機8機（固定翼2機、回転翼6機）

延べ巡視船艇等15,934隻、航空機4,956機、特殊救難隊等2,492人

防衛省 自衛隊の大規模震災災害派遣
（23年12月26日現在) 派遣規模 延べ約10,580,000人（1日の最大派遣人員約107,000人）

派遣期間 23年3月11日～8月31日（174日間）

自衛隊の原子力災害派遣 延べ約80,000人

派遣期間 23年3月11日～12月26日（291日間）

厚生労働省の派遣要 災害派遣医療チーム（DMAT） 最大193チーム（23年3月11日～19日）
請による派遣 DMAT以外の医師等

医療チーム 累計12,385人（2,720チーム）（24年3月22日現在）

薬剤師 累計1,915人（23年8月5日現在）

看護師 累計1,394人（23年8月2日現在）

歯科医師等 累計307人（23年8月5日現在）

理学療法士等 累計223人（23年10月7日現在）

保健医療の有資格者等 累計11,267人（230チーム）（24年3月23日現在）
心のケアチーム 累計3,498人（57チーム）（24年3月23日現在）

介護職員等 2,573人（24年1月25日現在）

出典：内閣府 緊急災害対策本部「平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)について」

（24年6月26日公表）

イ 避難の状況

東日本大震災の発生により、多くの被災者は自宅等を離れ、公民館、学校等の公

共施設や、旅館・ホテル等に設置された避難所、親族・知人宅等へ避難することと

なった。復興庁等によれば、避難者数は震災発生直後のピーク時において約47万人

とされ、震災から1週間を経過した時点では、約38万人が避難所2,182か所に避難し

ていたとされている。その後、東北3県においては、避難所等から自宅へ帰宅したり、

仮設住宅へ移ったりなどして、学校等に設置された一次避難所は23年12月末までに

解消されているものの、依然として、24年7月末においても埼玉県の一次避難所で多

くの避難者が生活しているほか、親族・知人宅等や仮設住宅等に移って生活してい
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る避難者は、全国に約34万3000人いることが把握されている。このうち、原子力発

電所の事故等により、長期避難を余儀なくされた福島県から県外への避難者は、約

6万人と多数に上っている。

ウ 被災者への支援

東日本大震災により多数の人が生命又は身体に被害を受けたり、避難したりする

こととなったことから、関係する都県は、23年3月11日に、被災した地域に災害救助

法（昭和22年法律第118号）の適用を決定した。同法は、災害により市町村の人口に

応じた一定数以上の住家が滅失した場合等に適用されるもので、同法の規定に基づ

き、都道府県知事が救助を行い、市町村長が救助の補助を行うこととされている。

この救助には、避難所、応急仮設住宅の設置、食品等の給与、医療、助産、被災者

の救出等が含まれている。そして、都道府県が支弁する救助に要する費用に対し、

国は、都道府県の普通税収入見込額の割合に応じて、50％から90％までの負担を行

うこととされている。なお、東日本大震災への災害救助法の適用については、避難

所として民間の旅館等を借り上げる場合や応急仮設住宅として民間賃貸住宅を借り

上げる場合も国庫負担の対象となるなど災害救助法の弾力運用が措置されている。

また、国は、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対して、生

活の再建を支援して、住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資することを目

的とする被災者生活再建支援制度を適用することとした。同制度は、被災した世帯

主に対して、その居住する住宅の被害の程度と住宅の再建方法等に応じて、支援金

を支給するもので、国は、都道府県が拠出した基金が支給する支援金の2分の1に相

当する額を補助することとなっている。

エ 仮設住宅等の状況

東日本大震災により、多くの人が、住む場所を失い、避難生活を送ることとなっ

た。国は、被災者に対する当面の住宅を提供するため、表12のとおり、応急仮設住

宅の設置を推進した。応急仮設住宅は、東北3県において53,951戸、その他4県を含

めて計54,266戸の設置が必要とされ、24年8月1日時点で必要戸数の97.8％が完成し

ている。

また、応急仮設住宅は、設置によるもの以外にも、前記のとおり、民間賃貸住宅

の借上げによるものや、雇用促進住宅、公営住宅等が避難者に供与されている。
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表12 応急仮設住宅（設置によるもの）の戸数（平成24年8月1日現在）

(単位：戸)

県名 必要戸数 着工済戸数 完成戸数

岩手県 13,984 13,984 13,984

宮城県 22,095 22,095 22,095

福島県 17,872 16,775 16,695

茨城県 10 10 10

千葉県 230 230 230

栃木県 20 20 20

長野県 55 55 55

計 54,266 53,169 53,089

出典：国土交通省「応急仮設住宅着工・完成状況」

オ 災害廃棄物等の処理

大規模な地震及び津波により、東北3県の沿岸市町村を中心として大量の災害廃棄

物等（がれき）が発生した。その量は、表13のとおり、災害廃棄物として2162万ｔ、

津波堆積物として959万ｔ、計3121万ｔに上ると推計されている。

災害廃棄物等3121万ｔのうち、仮置場へ搬入されているものは、災害廃棄物に係

るもの1726万ｔ、津波堆積物に係るもの503万ｔ、計2229万ｔとなっており、また、

3121万ｔのうち処理・処分が行われたものは、災害廃棄物に係るもの598万ｔ、津波

堆積物に係るもの43万ｔ、計641万ｔとなっている。なお、災害廃棄物等の推計量に

ついては、処分が進むにつれて、より正確な数値へと見直しが行われている。

表13 災害廃棄物等処理の進捗状況（13道県）（平成24年7月31日現在）

災害廃棄物等 災害廃棄 仮置場搬入済み量 処理・処分量 津波堆積物 仮置場搬入済み量 処理・処分量

推計量 物推計量 推計量

(千ｔ) (千ｔ) 量 率 量 率 (千t) 量 率 量 率

(千ｔ) (％) (千ｔ) (％) (千ｔ) (％) (千ｔ) (％)

A B B/A C C/A D E E/D F F/D

31,210 21,620 17,262 79.8 5,984 27.6 9,591 5,032 52.4 434 4.5

出典：環境省「東日本大震災に係る災害廃棄物の処理工程表（参考資料）」（24年8月7日公表）

カ 雇用の継続・確保

東日本大震災により、沿岸部に所在する水産加工業等の事業所等や農業等の田畑

等が壊滅的な被害を受けるとともに、これらの産業の従事者自らも津波の被害に遭

遇するなどした。また、津波の直接の被害を免れた内陸部等においても、地震の影

響等により、多くの工場、事業所、店舗等において操業停止や事業の継続が困難な

状況となり、これらの事業所等に就労していた従業員等が、失業又は一時解雇とな
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るなど、就労の機会を奪われている。さらに、原子力発電所の事故が発生した福島

県の沿岸部では、長期間の避難が予想される中、地域の経済、産業が多大な影響を

受ける事態となっている。

東北地方における雇用情勢は、東日本大震災直後には被災した沿岸部を中心に離

職者及び求職者が急増した。その後、災害復旧工事等のための求人が増加しており

雇用情勢は持ち直した状況ではあるが、離職者の再就職が進んでいない状況もみら

れる。

国は、復旧・復興事業による確実な雇用創出のため、求職者と仕事とのマッチン

グ体制の構築や被災者の雇用の維持・確保に係る様々な施策を継続的に講ずるなど

している。

キ 原子力発電所の事故発生に伴う警戒区域等の設定

福島第一原発における事故により、大量の放射性物質が放出され拡散した。国は、

23年3月12日に、原子力災害対策特別措置法に基づき、福島第一原発から半径20㎞圏

内の住民等に対して避難するよう指示し、同月15日に、福島第一原発の半径20㎞か

ら30㎞圏内の住民に対して屋内に待機するよう指示した。

そして、同年4月21日に、国は、原子力災害対策特別措置法第28条第2項の規定に

おいて読み替えて適用される災害対策基本法に基づき、福島第一原発から半径20㎞

圏内を警戒区域（災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立入り

の制限・禁止を実施し、又は当該区域からの退去を命ずることができる区域）に設

定するとともに、同月22日に、福島第一原発から半径20㎞から30㎞圏内の住民に指

示していた屋内への退避の指示を解除する一方、計画的避難区域（1年間の積算線量

が20ミリシーベルトに達するおそれのある区域）及び緊急時避難準備区域（緊急時
（注1）

に退避のため立ち退き又は屋内への退避をする必要がある区域）を設定した。

また、国は、24年3月末までに上記の警戒区域等としていた地域について、2市1町

2村を避難指示解除準備区域（避難指示区域のうち、年間積算線量が20ミリシーベル

ト以下となることが確実であると確認された地域）に、1市2村を居住制限区域（避

難指示区域のうち、年間積算線量が20ミリシーベルトを超えるおそれがあり、住民

の被ばく線量を低減する観点から、引き続き避難の継続を求める地域）に、1市1村

を帰還困難区域（5年間を経過してもなお、年間積算線量が20ミリシーベルトを下回

らないおそれがある、現時点で年間積算線量が50ミリシーベルト超の地域）にそれ
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ぞれ見直し、4町1村を警戒区域として、2町1村を計画的避難区域として引き続き設

定している（24年8月10日現在。図1参照）。

（注1） シーベルト 生体の被ばくによる生物学的影響の大きさの単位のこと

図1 避難指示区域等の設定状況（概念図）

(3) 国の復旧・復興への取組

ア 東日本大震災復興構想会議

国は、前記のように、応急対応や仮設住宅の建設等を実施する一方、甚大な被害

を受けた被災地の復旧・復興のため、「東日本大震災復興構想会議の開催につい

て」（平成23年4月11日閣議決定）に基づき、有識者からなる東日本大震災復興構想

会議を開催し、復興に向けた指針策定のための復興構想について幅広く議論を行う

こととし、同会議の結果を復興に関する指針等に反映させることとした。

東日本大震災復興構想会議の下には、諸分野の専門家を擁する検討部会が設置さ

れ、23年6月25日に「復興への提言～悲惨のなかの希望～」が取りまとめられた。

この中で、市町村の能力を最大限引き出し、被災地経済を再生するため、特に復

興支援の手法として、①地方分権的な規制・権限の特例、手続の簡素化、経済的支

援等、必要な各種の支援措置を具体的に検討し、区域・期間を限定した上で、これ

らの措置を一元的（ワンストップ）かつ迅速に行える「特区」手法を活用すること
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が有効であること、②復興の主体である地方公共団体が、自ら策定する復興プラン

の下、効率性や透明性を確保しながら真に復興に役立つ事業を進めることが求めら

れることから、使い勝手のよい自由度の高い交付金の仕組みが必要であること、③

現行制度の隙間を埋めて必要な事業の柔軟な実施を可能とする基金の設立を検討す

べきことなどが提言された。

イ 東日本大震災復興基本法

東日本大震災復興基本法（平成23年法律第76号）（以下「復興基本法」とい

う。）は、23年6月24日に施行され、東日本大震災からの復興の基本理念、復興のた

めの資金の確保、復興特別区域制度の整備等に併せて、東日本大震災復興対策本部

の設置及びその機能を引き継ぐ復興庁の設置に関する基本方針が定められた。

ウ 東日本大震災からの復興の基本方針

東日本大震災復興対策本部は、復興基本法に基づく国による復興のための取組の

基本方針として、「東日本大震災からの復興の基本方針」（以下「復興基本方針」

という。）を23年7月29日に決定した。復興基本方針の主な内容は、次のとおりであ

る。

(ｱ) 基本的考え方

復興基本方針は、被災した地方公共団体による復興計画等の作成に資するため、

国による復興のための取組の全体像を明らかにするものであり、東日本大震災か

らの復興を担う行政主体は、住民に最も身近で、地域の特性を理解している市町

村が基本となることとされている。

そして、国は、復興基本方針を示しつつ、市町村が能力を最大限発揮できるよ

う、現場の意向を踏まえ、財政、人材、ノウハウ等の面から必要な制度設計や支

援を責任を持って実施するものとされている。また、県は、被災地域の復興に当

たって、広域的な施策を実施するとともに、市町村の実態を踏まえて、市町村に

関する連絡調整や市町村の行政機能の補完等の役割を担うものとされている。

(ｲ) 復興期間

復興期間は10年間とし、被災地の一刻も早い復旧・復興を目指す観点から、復

興需要が高まる当初の5年間を「集中復興期間」と位置付け、一定期間経過後に事

業の進捗等を踏まえて復旧・復興事業の規模の見込みと財源について見直しを行

い、集中復興期間後の施策の在り方も定めることとされている。なお、福島にお
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ける原発事故から深刻な影響を受けた地域への対応については、原子力損害の賠

償に関する法律（昭和36年法律第147号）及び原子力損害賠償支援機構法（平成2

3年法律第94号）の執行状況等を踏まえつつ、事故や復旧の状況に応じ、所要の見

直しを行うこととされている。

(ｳ) 実施する施策

国は、国家的な危機である東日本大震災を乗り越えて復興を実現し、現在及び

将来の国民が安心して豊かな生活を営むことができる経済社会を構築するため、

被災者及び被災した地方公共団体の意向等を踏まえつつ、各府省一体となって、

以下の施策を実施するとされている。

・被災地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの再生のための施策

・被災者の避難先となっている地域や震災による著しい悪影響が社会経済に及ん

でいる地域等、被災地域と密接に関連する地域において、被災地域の復旧・復

興のために一体不可分のものとして緊急に実施すべき施策

・上記と同様の施策のうち、東日本大震災を教訓として、全国的に緊急に実施す

る必要性が高く､即効性のある防災、減災等のための施策

(ｴ) あらゆる力を合わせた復興支援

ａ 国の総力を挙げた取組

国の取組としては、①地域が主体となった復興を強力に支援するため、オー

ダーメードで地域における創意工夫を活かし、旧来の発想にとらわれず、区域

限定で思い切った規制・制度の特例や経済的支援等の被災地からの提案を一元

的かつ迅速に実現する復興特区制度を創設すること、②(i)地方公共団体が、自

ら策定する復興プランの下、復興に必要な各種施策が展開できる、使い勝手の

よい自由度の高い交付金を創設すること、(ⅱ)地域において、基金設置等によ

り、制度の隙間を埋めて必要な事業の柔軟な実施が可能となる資金を確保でき

るよう、必要な支援を実施することとされている。

ｂ 事業規模と財源確保

(a) 事業規模

平成23年度第1次補正予算（以下「1次補正」という。）及び平成23年度第

2次補正予算（以下「2次補正」という。）を含む27年度末までの5年間の「集

中復興期間」に実施する施策・事業の事業規模について、国は、国と地方
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（公費分）とを合わせて、少なくとも19兆円程度と見込んでおり、10年間の

復旧・復興対策の規模（国と地方(公費分)とを合わせたもの）については、

少なくとも23兆円程度を見込んでいる。

なお、この規模の見込みには、原則として、原子力損害の賠償に関する法

律及び原子力損害賠償支援機構法に基づき事業者が負担すべき経費は含まれ

ていない。

(b) 「集中復興期間」中の復旧・復興事業に充てる財源確保の方法

5年間の「集中復興期間」中の復旧・復興事業に充てる財源は、1次補正等

及び2次補正における財源に加え、歳出の削減や国有財産売却のほか、特別会

計、公務員人件費等の見直しや更なる税外収入の確保及び時限的な税制措置

により13兆円程度を確保することとされている。

(c) 復旧・復興事業に充てる財源確保の道筋とその使途の明確化

先行する復旧・復興需要を賄う一時的なつなぎとして発行する復興債につ

いては、その発行の在り方について十分検討するとともに、従来の国債とは

区分して管理することとされている。

復興債の償還財源となる時限的な税制措置は、償還期間中に行い、その税

収は、全て復興債の償還を含む復旧・復興費用に充て、他の経費には充てな

いことを明確化するため、他の歳入とは区分して管理することとされている。

(d) 地方の復興財源の確保

今後の復旧・復興に当たっては、国費による措置を講じてもなお、地方負

担が地方債の償還や地域の実情に応じた事業を含めて生ずることを踏まえて、

前記のとおり、国と地方（公費分）とを合わせて少なくとも19兆円規模の施

策・事業に充てる財源を確保するとともに、地方負担分について地方交付税

の加算を行うことなどにより確実に地方の復興財源の手当を行うこととされ

ている。

(ｵ) 復興施策

国は、各府省一体となって、復興施策を総合的かつ計画的に実施することとさ

れていて、その際、各府省は、被災した地方公共団体の意向等を踏まえつつ、所

管する復興施策についての当面の事業計画や業務の工程表を可能な限り速やかに

策定し、公表することとされている。また、各府省は、事業の進度に合わせて、
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これらの改定を適時に行い、公表するとともに、被災した地方公共団体の求めに

応じて各府省担当者による横断的な支援を行うこととされている。復興庁は、各

府省が公表したものについて、被災者及び被災した地方公共団体が一覧すること

ができるよう、必要な調整及び取りまとめを行うこととされている。

復興施策の主な項目は、次の4項目となっている。

a 災害に強い地域づくり

①高齢化や人口減少に対応した新しい地域づくり、②「減災」の考え方に基づ

くソフト・ハードの施策の総動員、③土地利用の再編等を速やかに実現できる

仕組み等、④被災者の居住の安定確保、⑤市町村の計画策定に対する人的支援、

復興事業の担い手等

b 地域における暮らしの再生

①地域の支え合い、②雇用対策、③教育の振興、④復興を支える人材の育成、

⑤文化・スポーツの振興

c 地域経済活動の再生

①企業、産業・技術等、②中小企業、③農業、④林業、⑤水産業、⑥観光、⑦

コミュニティを支える生業支援、⑧二重債務問題等、⑨交通・物流、情報通信、

⑩再生可能エネルギーの利用促進とエネルギー効率の向上、⑪環境先進地域の

実現、⑫膨大な災害廃棄物の処理の促進

d 大震災の教訓を踏まえた国づくり

①電力安定供給の確保とエネルギー戦略の見直し、②再生可能エネルギーの導

入促進及び省エネルギー対策等の推進、③世界に開かれた復興、④社会的包摂

の実現と「新しい公共」の推進、⑤今後の災害への備え、⑥震災に関する学術

調査、災害の記録と伝承

(ｶ) 原子力災害からの復興

国は、地方公共団体と調整を行い、できるだけ速やかに、原子力災害からの復

興のための協議の場を立ち上げ、地域再生、損害賠償措置を始め復興に向けた十

分な対策を講ずるため、法的措置を含めた検討を行い、早急に結論を得るととも

に、応急対策、復旧対策、復興対策及び政府系研究機関の関連部門等の福島県へ

の設置等の促進の3項目について、その迅速な対応を図ることとしていて、各項目

は以下のとおりとなっている。
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a 応急対策、復旧対策

①応急対策、各種支援、情報提供等、②安全対策・健康管理対策等、③賠償・

行政サービスの維持等、④放射性物質の除去等

b 復興対策

①医療産業の拠点整備、②再生可能エネルギーの拠点整備

c 政府系研究機関の関連部門等の福島県への設置等の促進

エ 復興財源確保法

東日本大震災からの復興を図ることを目的として復興基本法に定める基本理念に

基づき、23年度から27年度までの間に実施する復興施策に必要な財源を確保するた

めの特別措置として、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法（平成23年法律第117号。以下「復興財源確保法」

という。）が23年12月2日に施行された。

復興財源確保法では、5年間の集中復興期間における19兆円程度の財源から1次補

正等見合いの歳出削減等6兆円程度を差し引いた残り13兆円程度の財源確保について

は、歳出削減及び税外収入による財源確保が5兆円程度であることを前提に、時限的

な増税措置を行う内容となっている。そして、先行する復旧・復興事業を賄う一時

的なつなぎとして発行する復興債についても定められていて、集中復興期間の復旧

・復興対策の財源内訳を示すと、図2のとおりである。

図2 集中復興期間（5年間）の復旧・復興対策の財源内訳

1次補正予算等見合いの歳出削減等 4兆円程度

集中復興期間 6兆円程度

(5年間)の財源 2次補正予算見合いの剰余金 1.9兆円程度

歳出削減 5兆円程度

19兆円程度 税外収入 復興債の 13兆円程度

臨時増税 償還財源

オ 復興特別区域制度

復興特別区域制度は、復興基本法等を受け、23年12月7日に制定された東日本大震

災復興特別区域法（平成23年法律第122号）に基づく制度である。同制度は、震災に

より一定の被害を生じた区域である227市町村の区域（以下「特定被災区域」という。
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巻末別図1、239ページ参照）において、その全部又は一部の区域が特定被災区域で

ある地方公共団体が特例、事業等を活用又は実施するなどのための復興推進計画、

復興整備計画又は復興交付金事業計画の作成を行うことができるものであり、各地

方公共団体が自らの被災状況や復興の方向性に合致し、活用等が可能な特例等を選

び取る仕組みとされている。

上記の復興推進計画、復興整備計画及び復興交付金事業計画の概要については、

以下のとおりである。

(ｱ) 復興推進計画の概要

復興推進計画は、個別の規制・手続の特例や税制上の特例等を受けるために、

道県、市町村が単独又は共同で作成する計画である。そして、当該計画について、

復興庁の長である内閣総理大臣の認定を受けることにより、①住宅、産業、まち

づくり、医療・福祉等の各分野にわたる規制・手続の特例、②雇用の創出等を支

援する税制上の特例、③利子補給金制度の適用を受けることができるものである。

復興推進計画の作成等について協議するため、特定被災区域の地方公共団体、

事業実施主体、地域の関係者等を構成員とする地域協議会を組織することができ

ることとなっており、地域協議会が組織されている場合は、復興推進計画の作成

等に当たり、地域協議会において協議をすることが必要となっている。

(ｲ) 復興整備計画の概要

復興整備計画は、土地利用の再編を図りながら復興に向けたまちづくり・地域

づくりを進めることが必要な地域等において、土地利用の再編に係る特例許可・

手続の特例等を受けるために、市町村が単独又は道県と共同して作成する計画で

ある。

そして、公聴会の開催や復興整備協議会での協議・同意を経るなどして、当該

計画を公表することにより、復興を図るための事業に必要な許可の特例が適用さ

れるとともに、手続の一括処理や、被災地域の実態に即した事業制度が適用され

る。また、上記の復興整備協議会は、被災関連市町村、道県、許認可権者等から

構成され、同協議会での協議・同意を経ることにより、事業の実施に必要となる

許認可や設定区域の変更等の手続を一括して処理することができることとされて

いる。

(ｳ) 復興交付金事業計画の概要
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復興交付金事業計画は、相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損壊

等の著しい被害を受けた地域の市町村が単独又は市町村と道県が共同で作成する

計画である。

そして、当該計画は、復興庁の長である内閣総理大臣に提出することができる

こととされており、その提出を受けた国は、復興交付金事業計画に基づく事業又

は事務（以下「復興交付金事業」という。）の実施に要する経費に充てるための

東日本大震災復興交付金（以下「復興交付金」という。）を予算の範囲内で、交

付することができることとされている。

復興交付金事業には、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省及び

環境省（以下「関係5省」という。）が所管する40事業（以下「基幹事業」という。

巻末別表1、137～140ページ参照）と、基幹事業と一体となってその効果を増大さ

せるために実施する事業又は事務（以下「効果促進事業」という。）とがあり、

復興交付金事業計画を作成する市町村等は、東日本大震災復興交付金制度要綱に

基づき、基幹事業及び効果促進事業のうち、復興交付金事業計画に定めた目標を

実現するために必要となる事業を復興交付金事業計画に記載することとされてい

る。

カ 復興庁の設置

(ｱ) 復興庁の概要

復興庁は、復興庁設置法（平成23年法律第125号）に基づき、内閣に設置され、

24年2月10日に開庁した。同庁は、復興基本法の基本理念にのっとり、復興に関す

る内閣の事務を内閣官房と共に助けること及び主体的かつ一体的に行うべき東日

本大震災からの復興に関する行政事務の円滑かつ迅速な遂行を図ることを任務と

している。

(ｲ) 復興庁の組織

復興庁には、図3のとおり、復興庁設置法に基づき、復興庁の長、復興大臣、副

大臣及び大臣政務官並びに復興推進会議、復興推進委員会及び復興局が設置され

ている。

このうち、復興庁の長は、内閣総理大臣とし、復興庁の事務を統括することと

されている。また、復興大臣は、内閣総理大臣を助け、復興庁の事務を統括する

こととされているほか、事務の遂行のため特に必要があると認めるときは、関係
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行政機関の長に対し、勧告することができるとされ、この場合、関係行政機関の

長は、当該勧告を十分に尊重しなければならないとされている。

復興推進会議は、復興のための施策の実施を推進すること及び復興のための施

策について必要な関係行政機関相互の調整をすることを目的に、内閣総理大臣、

復興大臣を含む全ての国務大臣等で組織されている。また、復興推進委員会は、

①復興のための施策の実施状況を調査審議し、必要があると認める場合に内閣総

理大臣に意見を述べること、②内閣総理大臣の諮問に応じて、復興に関する重要

事項を調査審議し、必要と認める事項を内閣総理大臣に建議することなどのため

に設置されており、その委員長及び委員は、関係地方公共団体の長及び優れた識

見を有する者が内閣総理大臣により任命されることとされている。さらに、地方

機関として、東北3県に当該県を管轄区域とする復興局をそれぞれ設置し、復興庁

の所掌事務のうち一部を分掌することとされている。

なお、同庁は、33年3月31日までに廃止することとされている。

図3 復興庁の組織図

出典：復興庁「復興庁の組織について」

(ｳ) 復興庁の所掌事務

復興庁は、その任務を達成するため、関係地方公共団体が行う復興事業への国

内閣総理大臣

復興大臣

副大臣

大臣政務官

復興庁

復興推進会議
（閣僚級会合）

復興推進委員会
（有識者会合）

青森事務所

茨城事務所

福島復興局
（福島市）

宮古支所

釜石支所

気仙沼支所

石巻支所

南相馬支所

岩手復興局
（盛岡市）

宮城復興局
（仙台市）

いわき支所
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の支援その他関係行政機関が講ずる復興のための施策の実施の推進及び総合調整

に係る事務を行うこととされている。また、図4のとおり、復興に関する行政各部

の事業を統括して監理することとし、関係地方公共団体の要望を一元的に受理す

るとともに、当該要望への対応に関する方針（以下「対応方針」という。）を定

め、これに基づき事業の改善又は推進等の措置を講ずることとされている。そし

て、事業実施に当たっては、復興に関する事業に必要な予算を一括して要求し確

保するとともに、事業実施に関する計画（以下「実施計画」という。）を定めた

上で、当該事業を自ら執行するか、又は関係行政機関に予算を配分して、対応方

針及び実施計画等を通知することにより、支出負担行為の実施計画に関する書類

の作製を含め、当該事業を執行させることとされている。さらに、関係地方公共

団体の求めに応じて、政府全体の見地から、情報提供、助言その他必要な協力を

行うこととされている。

図4 復興庁の執行体制

出典：東日本大震災復興対策本部事務局「復旧の現状と復興への取組」等を基に作成

(ｴ) フォローアップの体制

復興庁は、毎年度、復興基本方針の実施状況についてフォローアップを行い、

その結果を公表するとともに、その公表結果について被災者及び被災地方公共団

体の意見を聴取することとなっている。
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また、各府省の協力を得て、復興に関する国の予算を把握し、被災地方公共団

体等が一覧することができるよう公表することとなっている。

キ 福島復興再生特別措置法

原子力災害からの福島の復興及び再生の推進を図り、東日本大震災からの復興の

円滑かつ迅速な推進と活力ある日本の再生に資することを目的として、福島復興再

生特別措置法（平成24年法律第25号）が24年3月30日に成立した。この法律では、原

子力災害からの福島の復興及び再生の基本となる福島復興再生基本方針の策定、避

難解除等区域の復興及び再生のための特別の措置、原子力災害からの産業の復興及

び再生のための特別の措置、原子力災害からの福島復興再生協議会等について定め

ている。

国は、原子力災害からの福島復興再生協議会における協議等を経て、同年7月13日

に、福島復興再生基本方針を閣議決定した。今後、福島復興再生基本方針に即して、

避難解除等区域の復興及び再生を推進するための計画（避難解除等区域復興再生

計画）、原子力災害による被害を受けた産業の復興及び再生の推進を図るための

計画（産業復興再生計画）、再生可能エネルギー源の利用、医薬品及び医療機器

に関する研究開発を行う拠点の整備を通じた新たな産業の創出及び産業の国際競

争力の強化に寄与する取組その他先導的な施策への取組の重点的な推進に関する

計画（重点推進計画）の作成、認定等が実施され、復興再生のための措置が実行

されるとともに、放射線による健康上の不安の解消その他の安心して暮らすことの

できる生活環境の実現のための措置が実行されることとなっている。
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2 復興等の各種施策及び支援事業の実施状況

(1) 東日本大震災の復旧・復興に係る予算及びその財源の状況

国は、東日本大震災の発生直後の23年3月に、22年度の予備費を活用して、順次、被

災地の緊急支援（301億余円）、自衛隊の救援活動等（53億余円）、海上保安庁の海難

救助等（4億余円）、災害救助費等負担金（300億余円）及びエネルギーの供給の確保

（16億余円）のための経費に充てることとした。また、国は、23年4月に、23年度の予

備費を活用して、災害救助費等負担金（503億余円）のための経費に充当した。その後、

当面の復旧事業を中心に、がれき処理、仮設住宅の建設、道路・港湾の復旧等に係る

経費として財政措置された4兆0153億余円を計上した1次補正が同年5月2日に、原子力

損害賠償、被災者支援等に係る経費として財政措置された1兆9106億余円を計上した2

次補正が同年7月25日にそれぞれ成立した。

さらに、東日本大震災からの復旧・復興に係る経費9兆2438億余円（年金臨時財源の

補塡分2兆4896億余円を除く。）を計上した平成23年度第3次補正予算（以下「3次補

正」という。）が同年11月21日に成立した。

1次補正から3次補正までの当初の補正予算額に係る東日本大震災関係経費（以下、

この経費の内訳事項を「経費項目」という。）は、表14のとおりとなっており、各経

費項目の内容及び予算額についてみると、以下のとおりとなっている。
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表14 東日本大震災関係経費（平成23年度補正予算）

（単位：億円）

経費項目 1次 2次 3次 計

補正 補正 補正

災害救助等関係経費（1次補正、3次補正） 4,828 － 941 5,770

（応急仮設住宅建設、被災児童生徒就学支援等）

災害廃棄物処理事業費（がれき等処理） 3,519 － 3,859 7,378

災害対応公共事業関係費（1次補正） 12,019 － 30,914

施設費災害復旧費等（1次補正） 4,160

公共事業等の追加（3次補正） 14,734

災害関連融資関係経費 6,406 － 6,715 13,122

（中小企業、農林漁業者等への融資等）

地方交付税交付金（災害対応の特別交付税増額等） 1,200 4,573 16,635 22,408

東日本大震災復興交付金 － － 15,611 15,611

全国防災対策費 － － 5,751 5,751

その他の東日本大震災関係経費（1次補正、3次補 8,018 － 24,631 32,649

正）

（雇用対策費、住宅関係、節電エコ補助金等）

被災者支援関係経費（2次補正） － 3,773 － 3,773

東日本大震災復興対策本部運営経費 － 5 － 5

原子力損害賠償法等関係経費(2次補正)、原子力災 － 2,754 3,557 6,311

害復興関係経費(3次補正）

東日本大震災復旧・復興予備費 － 8,000 － 8,000

(△2,343)

5,656

計 40,153 19,106 92,438 149,354

注(1) 2次補正の地方交付税交付金は、5454億余円から普通交付税増額分881億余円を控除した額である。
注(2) 東日本大震災復旧・復興予備費において2343億余円は、3次補正で台風12号対策等の財源に充当さ

れているため、8000億円から控除している。

注(3) 3次補正で計上された年金臨時財源補塡分2兆4896億余円は、除外している。

① 「災害救助等関係経費」は、地方公共団体が行う災害救助等に必要な経費の追加

を行うもので、1次補正4828億余円、3次補正941億余円、計5770億余円が計上されて

いる。この経費のうち主なものは、災害応急住宅の建設（約7.2万戸）及び民間賃貸

住宅を活用した応急仮設住宅の設置（約1.4万戸）等3625億余円、遺族に対して支給

される災害弔慰金等485億余円、被災した世帯に対して貸し付けられる災害援護貸付

金等349億余円等となっている。

② 「災害廃棄物処理事業費」は、東日本大震災により被害を受けた地域の地方公共

団体が行う災害廃棄物等（がれき）の処理に要する費用の一部補助、国が代行して

行う災害廃棄物処理に要する費用等で、1次補正3519億余円、3次補正3859億余円、
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計7378億余円が計上されている。

③ 「災害対応公共事業関係費」は、公共土木施設の災害復旧等に必要な経費である

災害復旧等事業費1兆0438億余円、治水、治山、海岸、道路、港湾、農業、森林、水

産基盤等の諸施設について、早急に復旧するために必要な経費として一般公共事業

関係費1581億余円、計1兆2019億余円が計上されている。

「施設費災害復旧費等」には、公立学校施設、公立社会教育施設、私立学校施設

等に対して、地方公共団体等が行う復旧に要する費用の一部補助等に要する経費と

して、また、緊急に地方公共団体が行う公立学校施設の耐震改修事業に要する経費

に充てる交付金の追加交付及び社会福祉施設、農業・林業施設、消防施設等の災害

復旧に必要な経費として、計4160億余円が計上されている。

「公共事業等の追加」には、公共土木施設等の災害復旧事業費8705億余円、治水、

道路施設等の早急に復旧が必要な経費である一般公共事業費関係費1990億余円、公

立学校施設等の耐震改修に必要な経費である施設費等4038億余円、計1兆4734億余円

が計上されている。

④ 「災害関連融資関係経費」は、被災中小企業者等の事業再建及び経営安定のため

の融資の実施等に必要な経費である中小企業等関係費として1次補正5121億余円、3

次補正6530億余円、独立行政法人住宅金融支援機構が行う災害復興住宅融資等に必

要な経費である災害復興住宅融資等緊急対策費として1次補正560億円、被災農林漁

業者等の経営再建等のための融資の実施等に必要な経費である農林漁業者等関係費

として1次補正400億余円、3次補正185億余円等であり、1次補正計6406億余円、3次

補正計6715億余円、計1兆3122億余円が計上されている。

⑤ 「地方交付税交付金」は、補正予算に関連して多額の経費（地方負担額）が見込

まれるため、地方公共団体に対して地方交付税交付金のうち特別交付税の増額を図

るもので、1次補正1200億円、2次補正4573億余円を計上し、また、復旧・復興経費

に係る被災地方公共団体の財政負担を全額措置するため、3次補正において1兆6635

億余円の震災復興特別交付税を創設したもので、計2兆2408億余円が計上されている。

これにより、1次補正、2次補正、3次補正及び予備費による直轄及び補助事業に係る

地方負担額、公営企業への一般会計負担額等について手当され、これら地方負担額

等に係る被災地方公共団体の負担は実質的にゼロとなることとなった。

⑥ 「東日本大震災復興交付金」は、地方公共団体が自ら策定する復興プランの下、
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復興に必要な各種施策が展開できる、使い勝手のよい自由度の高い交付金として創

設されたものであり、交付を受けた地方公共団体は、復興交付金事業の実施に当た

り基金を造成し、復興交付金事業計画の計画期間内にこれを取り崩して事業を実施

することができることとなっており、3次補正で1兆5611億余円が計上されている。

⑦ 「全国防災対策費」は、東日本大震災を教訓として、全国的に緊急に実施する必

要性が高く、即効性のある防災、減災等の事業に必要な経費であって、3次補正で5

751億余円が計上されている。

⑧ 「その他の東日本大震災関係経費」は、1次補正8018億余円、3次補正2兆4631億余

円、計3兆2649億余円が計上されている。この経費のうち主なものは、1次補正では、

自衛隊、消防、警察、海上保安官等の活動経費等2592億余円等として計8018億余円、

3次補正では、産業の空洞化や雇用の喪失を防ぐため、サプライチェーンの中核とな

る部品・素材分野と高付加価値の成長分野における全国の生産、研究開発拠点に国

内立地補助金として5000億円、被災した失業者等の雇用機会の創出を促進するため

の重点分野雇用創造事業の実施のための経費である重点分野創造事業費として3510

億円、被害を受けた住宅等について再建等を図ろうとする被災者に対して、災害復

興住宅融資、住宅エコポイント等に係る事業費を追加するための経費として3112億

円、全国の一般家庭や中小企業等における省エネルギー・節電の支援等を行うため

に必要な経費として2324億余円等となっている。

⑨ 「被災者支援関係経費」は、東日本大震災により住宅が全壊した世帯等に対し支

給される被災者生活再建支援金に要する費用の一部補助を追加するのに必要な経費

であり、被災者生活再建支援金補助金3000億円等、2次補正で計3773億余円が計上さ

れている。

⑩ 「東日本大震災復興対策本部運営経費」は、東日本大震災からの復興の円滑かつ

迅速な推進と活力ある日本の再生を図るために設置された東日本大震災復興対策本

部の運営に必要な経費であり、2次補正で5億余円が計上されている。

⑪ 「原子力損害賠償法等関係経費」は、原子力事業者に対する補償金を支払うため

に必要な経費等で、2次補正で2754億余円が計上されている。また、「原子力災害復

興関係経費」は、事故による汚染を除去するために行う放射性物質により汚染され

た土壌等の除染の実施等に必要な経費であり、3次補正で3557億余円が計上されてい

る。
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⑫ 「東日本大震災復旧・復興予備費」は、東日本大震災に係る復旧及び復興に関連

する経費の予見し難い予算の不足に充てるための予備費で、2次補正で8000億円が計

上された。その後、3次補正で台風12号対策等の財源に充当されているため、8000億

円から2343億余円を控除した5656億余円が計上されている。

なお、平成23年度第4次補正予算が24年2月8日に成立し、株式会社東日本大震災事業

者再生支援機構の社債又は借入金に係る債務について、政府保証枠5000億円が設定さ

れている。

1次補正から3次補正までにより措置された上記予算の財源についてみると、表15の

とおり、1次補正は既定経費の減額等として4兆0153億余円、2次補正は前年度剰余金受

入として1兆9106億余円、3次補正は復興債、既定経費の減額等として9兆2438億余円が

充てられている。なお、3次補正の財源のうち、復興債は、復興財源確保法に基づき、

復興費用の財源として、予算をもって国会の議決を経た金額の範囲内で発行すること

ができることとなっていて、この償還財源として復興特別税の臨時増税が措置されて

いる。

表15 東日本大震災関係経費の財源（平成23年度補正予算）
(単位：億円)

財源項目 1次 2次 3次 計

補正 補正 補正

既定経費の減額 37,102 － 1,648 38,750

（基礎年金国庫負担の年金特別会計へ繰入れの減額

等、経済危機対応・地域活性化予備費の減額等）

税外収入 3,050 － 186 3,237

（(独)日本高速道路保有・債務返済機構納付金等）

平成22年度剰余金受入 － 19,106 － 19,106

復興債 － － 90,603 90,603

計 40,153 19,106 92,438 151,698

(2) 東日本大震災復旧・復興事業の実施状況

前記のとおり、東日本大震災は、被災地域が広範囲にわたる大規模なものであると

ともに、地震、津波及び原子力発電所の事故による複合的な災害であるため、未曽有

の被害をもたらしている。そして、このような状況の下で、国は、被災地の一刻も早

い復旧・復興を目指すことに総力を挙げて取り組むこととし、前記のとおり、復旧・

復興に係る予算を措置している。
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そこで、会計検査院は、復興庁を始めとした16府省庁に措置された23年度の東日本

大震災からの復旧・復興に係る予備費及び1次補正から3次補正までについて、どのよ

うな経費に配分されているか、また、復旧・復興事業は円滑かつ迅速に実施されてい

るかなどに着眼して分析を行うこととした。

なお、各府省庁において、復旧・復興事業の進捗状況を逐次全て把握できる体制と

なっていないことから、補助事業等の実施状況を正確に把握することについては、事

業主体に直接確認するなどしない限り極めて困難である。しかし、各事業の進捗状況

は、予算の執行状況に現れてくるものもあることから、各府省庁から特別調書を徴す

るなどして、東日本大震災復旧・復興関係経費に係る決算の数値を把握し、復旧・復

興予算の執行状況について分析を行うこととした。分析に用いた数値は、各府省庁に

おいて24年8月末時点で整理したものであり、この時点では、経費項目別等の分類が確

定していないことなどから、今回の分析により集計した決算数値は、例年11月に公表

される決算額と相違する場合がある。

ア 経費項目別の執行状況

各府省庁所管の復旧・復興事業の実施状況について、23年度の予備費及び1次補正

から3次補正までの経費項目別に、歳出予算現額（歳出予算額（当初予算額、補正予

算額及び予算移替額の合計）、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加

除したもの。以下「予算現額」という。）、支出済歳出額（以下「支出済額」とい

う。）、翌年度繰越額（以下「繰越額」という。）及び不用額を調査するとともに、

復旧・復興事業に係る支出済額の予算現額に対する割合（以下「執行率」とい

う。）、繰越額の予算現額に対する割合（以下「繰越率」という。）及び不用額の

予算現額に対する割合（以下「不用率」という。）を求め、各経費の執行状況につ

いて分析した。

（ｱ）一般会計における執行状況

一般会計における23年度の執行状況についてみると、表16-1のとおり、予算現

額14兆9243億余円、支出済額9兆0513億余円、繰越額4兆7694億余円、不用額1兆1

035億余円となっている。

そして、各補正予算の一般会計における執行率についてみると、表16-1から表

16-5までのとおり、予備費100％、1次補正61.8％、2次補正75.1％、3次補正57.3

％、計60.6％となっている。これらを経費項目別にみると、全て執行されている
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経費項目が多くある一方で、年度内に全く執行されないままその大半が翌年度に

繰り越されている経費や執行率が20％程度と低くなっている経費項目も見受けら

れ、経費項目別の執行率が区々となっている。

表16-1 予備費及び1次補正から3次補正までの平成23年度の執行状況（一般会計）

1次補正から3次補正までの支出済額、繰越額及び不用額

表16-2 予備費の平成23年度の執行状況（一般会計）

補正
予算

予備費 1次補正 2次補正 3次補正 計

予算現額　A 503 39,537 16,763 92,438 149,243
支出済額　B 503 24,436 12,595 52,978 90,513
繰越額　　C － 8,136 3,219 36,337 47,694
不用額 D=A-B-C － 6,965 948 3,122 11,035
執行率　B/A 100.0 61.8 75.1 57.3 60.6
繰越率　C/A － 20.5 19.2 39.3 31.9
不用率　D/A － 17.6 5.6 3.3 7.3

（単位：億円、％）
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予算現額 支出済額 繰越額 不用額 執行率 繰越率 不用率

A B C D=A-B-C B/A C/A D/A

厚生労働省 503 503 - - 100.0 - -災害救助費等負担金

（注）災害救助費等負担金は、応急仮設住宅の供与等に必要な経費の一部負担として地方公共団体
　　に補助しているものである。

経費項目 所管
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表16-3 1次補正における経費項目別の平成23年度の執行状況（一般会計）

（単位：億円、％）

予算現額 支出済額 繰越額 不用額 執行率 繰越率 不用率

A B C D=A-B-C B/A C/A D/A

(1)災害救助等関係経費 4,828 4,647 － 181 96.2 － 3.7

①災害救助費 厚生労働省 3,750 3,750 － － 100.0 － －

②災害援護貸付金 厚生労働省 224 195 － 29 87.0 － 12.9

③生活福祉資金貸付事業費 厚生労働省 256 203 － 53 79.1 － 20.8

④災害弔慰金等 厚生労働省 485 389 － 95 80.2 － 19.7

⑤被災者緊急支援経費 厚生労働省 111 109 － 2 97.7 － 2.2

(2)災害廃棄物処理事業費 環境省 3,519 2,530 739 249 71.9 21.0 7.0

(3)災害対応公共事業関係費 12,019 2,731 4,989 4,297 22.7 41.5 35.7

①災害復旧等事業費 国土交通省等5省 10,438 2,379 4,882 3,176 22.7 46.7 30.4

②一般公共事業関係費 国土交通省等2省 1,581 352 107 1,121 22.2 6.8 70.9

(4)施設費災害復旧費等 3,884 1,096 1,755 1,031 28.2 45.2 26.5

①文教施設災害復旧費 文部科学省 1,840 634 664 542 34.4 36.0 29.4

②社会福祉施設等災害復旧費等 厚生労働省 844 94 472 277 11.1 55.9 32.8

③農業・林業施設等災害復旧費等 農林水産省 358 79 124 154 22.2 34.6 43.1

④消防防災施設災害復旧費 総務省 207 21 184 1 10.1 88.9 0.8

⑤中小企業組合等共同施設等災害

復旧費
経済産業省 189 99 79 9 52.6 42.1 5.1

⑥港湾荷役機械等災害復旧費 国土交通省 97 19 69 7 20.4 71.4 8.1

⑦警察施設等災害復旧費 内閣府 55 30 12 13 53.8 21.5 24.5

⑧その他
国土交通省等7省
等

290 117 149 23 40.5 51.3 8.1

(5)災害関連融資関係経費 6,403 6,308 － 94 98.5 － 1.4

①中小企業等関係費 財務省等3省 5,121 5,121 － － 100.0 － －

②災害復興住宅融資等緊急対策費 国土交通省 560 560 － － 100.0 － －

③農林漁業者等関係費 農林水産省 396 301 － 94 76.0 － 23.9

④その他 文部科学省等2省 325 325 － － 100.0 － －

(6)地方交付税交付金 総務省 1,200 1,200 － － 100.0 － －

(7)その他の東日本大震災関係経費 7,682 5,920 651 1,110 77.0 8.4 14.4

①被災者生活再建支援金補助金 内閣府 520 520 － － 100.0 － －

②市町村行政機能応急復旧補助金 総務省 37 25 11 0 69.3 30.5 0.0

③教育研究設備等災害復旧費 文部科学省 393 383 － 9 97.5 － 2.4

④被災児童生徒等支援関係経費 文部科学省 219 204 － 14 93.1 － 6.8

⑤医療保険制度等の保険料減免等

に対する特別措置
厚生労働省 1,142 1,085 － 57 95.0 － 4.9

⑥雇用対策費 厚生労働省 513 503 － 10 97.9 － 2.0

⑦漁船保険・漁業共済の支払支援

経費
農林水産省 939 827 － 112 88.0 － 11.9

⑧漁場・養殖施設等復旧対策費 農林水産省 681 188 400 92 27.6 58.7 13.5

⑨農林水産業共同利用施設災害復
旧事業費等

農林水産省 185 88 25 71 47.8 13.6 38.5

⑩中小企業対策費 経済産業省 23 21 － 2 91.5 － 8.4

⑪燃料安定供給対策費 経済産業省 136 136 － － 100.0 － －

⑫企業等の電力需給対策費 経済産業省 178 178 － － 100.0 － －

⑬原子力災害対策費 文部科学省等3省 49 39 － 9 79.8 － 20.1

⑭自衛隊活動経費等 防衛省等4府省 2,297 1,519 160 617 66.1 6.9 26.8

⑮その他
厚生労働省等9府

省
365 198 53 113 54.2 14.7 30.9

39,537 24,436 8,136 6,965 61.8 20.5 17.6

経費項目 所管

計
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表16-4 2次補正における経費項目別の平成23年度の執行状況（一般会計）

（単位：億円、％）

予算現額 支出済額 繰越額 不用額 執行率 繰越率 不用率

A B C D=A-B-C B/A C/A D/A

2,754 2,566 55 131 93.1 2.0 4.7

(1)原子力損害賠償法関係経費 2,473 2,380 55 37 96.2 2.2 1.5

①原子力損害賠償補償金 文部科学省 1,200 1,200 － － 100.0 － －

②健康管理・調査事業費 経済産業省 781 781 － － 100.0 － －

③特別緊急除染事業費 内閣府 179 179 － － 100.0 － －

④環境放射線モニタリング強化事

業費
文部科学省等5省 192 153 13 25 79.8 7.0 13.1

⑤対外発信強化事業費
経済産業省等4省

等
52 30 19 2 57.0 37.4 5.5

⑥校庭等の放射線低減事業費 文部科学省等2省 49 27 22 0 54.6 45.1 0.1

⑦原子力損害賠償和解仲介業務経

費
文部科学省 10 3 － 6 37.8 － 62.1

⑧その他
文部科学省等3府

省等
7 4 － 3 55.9 － 44.0

280 186 － 93 66.4 － 33.5

①交付国債の償還財源に係る利子

負担
経済産業省 200 110 － 89 55.2 － 44.7

②原子力損害賠償支援機構に対す

る出資
経済産業省 70 70 － － 100.0 － －

③東京電力に関する経営・財務調

査委員会経費
内閣 10 5 － 4 57.0 － 42.9

3,773 1,770 1,970 33 46.9 52.2 0.8

(1)二重債務問題対策関係経費 773 607 132 33 78.5 17.1 4.2

①旧債務 経済産業省等2省 255 229 25 0 89.8 10.0 0.0

②新債務 経済産業省等3省 518 378 107 32 73.0 20.6 6.3

内閣府 3,000 1,162 1,837 － 38.7 61.2 －

復興庁及び内閣 5 3 － 1 67.7 － 32.2

内閣府等7府省庁

等
5,656 3,681 1,193 781 65.0 21.1 13.8

総務省 4,573 4,573 － － 100.0 － －

16,763 12,595 3,219 948 75.1 19.2 5.6

所管

1原子力損害賠償法等関係経費

経費項目

2被災者支援関係経費

3東日本大震災復興対策本部運営経費

4東日本大震災復旧・復興予備費

計

(2)原子力損害賠償支援機構法関係

経費

(2)被災者生活再建支援金補助金

5地方交付税交付金
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表16-5 3次補正における経費項目別の平成23年度の執行状況（一般会計）

（単位：億円、％）

予算現額 支出済額 繰越額 不用額 執行率 繰越率 不用率
A B C D=A-B-C B/A C/A D/A

(1)災害救助等関係経費 941 794 101 45 84.4 10.7 4.7

①災害救助費 厚生労働省 300 300 － － 100.0 － －
②生活福祉資金貸付事業費 厚生労働省 165 82 82 － 49.7 50.2 －

③被災者緊急支援経費
文部科学省等10

府省庁等
475 412 18 45 86.6 3.8 9.4

(2)災害廃棄物処理事業費 環境省 3,859 656 3,202 1 17.0 82.9 0.0

(3)公共事業等の追加 14,734 1,611 11,338 1,784 10.9 76.9 12.1
①災害復旧等事業費 農林水産省等4省 8,705 514 6,975 1,215 5.9 80.1 13.9

②一般公共事業関係費 国土交通省等4省 1,990 429 1,541 19 21.5 77.4 0.9

③施設費等
文部科学省等11
府省等

4,038 666 2,822 549 16.5 69.8 13.6

(4)災害関連融資関係経費 6,711 6,684 － 27 99.5 － 0.4
①中小企業等関係費 財務省等3省 6,530 6,530 － － 100.0 － －

②農林漁業者等関係費 農林水産省 181 154 － 27 84.8 － 15.1

(5)地方交付税交付金 総務省 16,635 16,635 － － 100.0 － －
復興庁等6省庁 15,611 2,506 13,105 0 16.0 83.9 0.0

環境省等11省等 3,557 1,474 1,791 291 41.4 50.3 8.1

(8)全国防災対策費 5,751 1,107 4,453 190 19.2 77.4 3.3

①学校施設耐震化・防災機能強化 文部科学省 2,050 71 1,989 △ 10 3.5 96.9 △ 0.5

②一般公共事業関係費
国土交通省等3府
省

2,492 624 1,810 57 25.0 72.6 2.3

③海上保安庁船舶建造費等 国土交通省 338 82 234 21 24.4 69.2 6.3

④警察・消防関係費 総務省等2府省 301 2 266 32 0.7 88.4 10.8
⑤医療施設等防災対策費等 厚生労働省 245 192 12 39 78.6 5.1 16.1

⑥自衛隊の災害対処能力の向上 防衛省 145 42 68 34 29.0 47.0 23.9

⑦地下タンク環境保全対策促進事
業費

経済産業省 69 69 － － 100.0 － －

⑧その他 法務省等9府省等 107 20 71 14 19.4 66.6 13.9

(9)その他の東日本大震災関係経費 24,635 21,508 2,345 781 87.3 9.5 3.1
①震災関係資料収集、デジタル化

促進、被災実態調査等
総務省等4府省等 27 4 12 9 17.9 46.9 35.1

②警察・消防関係 内閣府等3府省 229 96 77 56 41.8 33.6 24.5
③情報通信関係 総務省 168 5 160 3 3.3 94.8 1.7

④国際協力等を通じた復興 外務省 176 175 － 1 99.3 － 0.6

⑤復旧・復興に向けた教育支援等 文部科学省 411 298 100 11 72.6 24.5 2.8

⑥医療、介護、福祉等 厚生労働省 1,230 1,145 76 8 93.0 6.2 0.6
⑦雇用対策費 厚生労働省 3,779 3,766 － 13 99.6 － 0.3

⑧農業関係 農林水産省 197 130 28 37 66.1 14.6 19.2

⑨森林・林業の復興 農林水産省 1,399 1,399 － － 100.0 － －
⑩水産業の復旧・復興 農林水産省 1,579 937 382 259 59.3 24.1 16.4

⑪中小企業対策 経済産業省 455 270 181 4 59.3 39.7 0.8

⑫立地補助金 経済産業省 5,000 5,000 － － 100.0 － －
⑬資源権益確保関連経費 経済産業省 282 282 － － 100.0 － －

⑭節電エコ補助金等 経済産業省 2,324 1,956 355 11 84.1 15.3 0.5

⑮住宅関係 国土交通省等2省 3,112 3,112 － － 100.0 － －
⑯自立・分散型エネルギー供給等

によるエコタウン化事業
環境省 840 839 － 0 99.9 － 0.0

⑰自衛隊施設及び装備品等の復旧
等

防衛省 1,469 892 272 304 60.7 18.5 20.7

⑱その他 経済産業省等6省 1,949 1,193 696 59 61.2 35.7 3.0

92,438 52,978 36,337 3,122 57.3 39.3 3.3

(6)東日本大震災復興交付金

(7)原子力災害復興関係経費

計

経費項目 所管
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（ｲ）一般会計及び特別会計における執行状況

一般会計における執行状況は、上記のとおりであるが、この中には、一般会計か

ら特別会計に繰り入れて、復旧・復興事業を行っているものが含まれている。

そして、一般会計から特別会計に全額繰り入れて実施している事業の中には、一

般会計では、執行率が100％となっている一方で、特別会計では、必ずしも全ての

事業費が執行されているわけではない。

そこで、特別会計において実施されている復旧・復興事業の執行状況を、前記一

般会計における執行状況に反映してみると、表17のとおりとなる。ただし、特別会

計における支出見込額に応じて一般会計から特別会計に繰り入れている場合等は、

その額を用いて算出している（以下、一般会計における執行率と区分するため、一

般会計における執行状況だけでなく、特別会計における執行状況を反映した支出済

額の予算現額に対する割合を「支出率」という。）。

支出率についてみると、予備費100％、1次補正61.6％、2次補正69.0％、3次補正

48.1％、計54.2％と、一般会計における執行率の計60.6％と比較して低くなってい

る（一般会計から特別会計に繰入れを行っていない予備費を除く1次補正から3次補

正までの経費項目別の状況は巻末別表2、141～143ページ参照）。

これは、一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れられた地方交

付税交付金のように、一般会計では執行率100％として整理しているが、特別会計

では、各市町村等における復旧・復興に係る補助事業等の実施状況等に応じて交付

額を決定して交付し、残額については繰越額として整理（支出率2次補正78.1％、

3次補正48.8％）していることなどによるためである。

表17 予備費及び1次補正から3次補正までの平成23年度の執行状況（一般会計及び特別会

計）

（注）復旧・復興事業が実施されている特別会計のうち、支出見込額に応じて一般会計から特別会計に繰り

入れている場合等については、一般会計における支出済額を用いているため、支出済額8兆0906億余円を

下回ることが想定される。

補正
予算

予備費 1次補正 2次補正 3次補正 計

予算現額　A 503 39,537 16,763 92,438 149,243
支出済額　B 503 24,356 11,568 44,477 80,906
繰越額　　C － 8,142 4,222 44,838 57,203
不用額 D=A-B-C － 7,038 972 3,122 11,132
支出率　B/A 100.0 61.6 69.0 48.1 54.2
繰越率　C/A － 20.5 25.1 48.5 38.3
不用率　D/A － 17.8 5.7 3.3 7.4

（単位：億円、％）
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イ 事業別の執行状況（1次補正から3次補正まで）

経費項目別の支出率は、各経費項目における支出済額の予算現額に対する割合を

算定したものであるが、各経費項目に係る事業についてみると、事業数は、表18の

とおり、1次補正237件、2次補正56件、3次補正628件、計921件となっており、その

支出率は区々となっている（巻末別表3、144～207ページ参照）。

事業数については、同一事業が複数の府省庁で実施されている場合は、府省庁別

に事業を整理して各府省庁に計上して集計している。また、同一事業が複数の事業

で実施されていても、事業の実施方法等の相違するものが含まれる場合は、事業を

分割して集計しているものもある。

（ｱ）支出率の状況

各府省庁において実施されている921件の復旧・復興事業の執行状況についてみ

ると、予算現額の全額を執行している経費がある一方で、予算現額の全額が、年

度内に全く執行されずに翌年度に繰り越されたり、不用とされたりしているもの

が見受けられるなど態様が区々となっている。

そこで、支出率別、補正予算別の事業数についてみると、表18のとおり、支出

率が80％以上となっている事業は、1次補正108件（45.5％）、2次補正30件（53.

5％）、3次補正209件（33.2％）、計347件（37.6％）となっており、いずれも高

い割合となっている。また、支出率が20％未満となっている事業は、1次補正33件

（13.9％）、2次補正7件（12.5％）、3次補正297件（47.2％）、計337件（36.5

％）となっており、3次補正が1次補正及び2次補正に比べて高い割合となっている。

これは、3次補正が23年11月に成立したことから、事業執行期間が約5か月となっ

ていることなどによる。さらに、1次補正の事業であるにもかかわらず支出率が0

％となっている事業がある一方で、3次補正の事業でも支出率が100％となってい

る事業も見受けられる。

そして、1次補正から3次補正までの計をみると、921件の事業のうち、支出率が

80％以上及び20％未満となっている事業の合計は684件(74.2％)と、その大半を占

めている。
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表18 支出率別・補正予算別の事業数（平成23年度）

各事業の予算現額の規模別の事業数についてみると、表19のとおり、921件の事

業のうち、10億円未満は481件（52.2％）、10億円未満を含めた100億円未満は76

2件（82.7％）となっている。そして、各事業の予算現額別の支出率には特段の傾

向は見受けられないものの、1000億円以上の事業全30件についてみると、支出率

が100％の事業が13件、支出率が10％未満の事業が7件となっている。

表19 予算現額の規模別の支出率の状況（平成23年度）

復旧・復興事業は、多数多岐にわたり、前記のとおり、各補正予算ごとの支出

率や経費項目別の支出率も区々となっていることから、経費項目別の執行状況だ

けでなく、各府省庁別に復旧・復興事業の執行状況を調査した。そして、各事業

の目的、内容、予算現額の多寡等も踏まえつつ、繰越額及び不用額が発生してい

る事業については、各府省庁から主な事由等を徴するなどして整理した。

（単位：件、％）

補正予算

支出率 事業数 割合 事業数 割合 事業数 割合 事業数 割合

80％以上100％以下 108 45.5 30 53.5 209 33.2 347 37.6

100％ 51 21.5 18 32.1 126 20.0 195 21.1

90％以上100％未満 33 13.9 10 17.8 64 10.1 107 11.6

80％以上90％未満 24 10.1 2 3.5 19 3.0 45 4.8

42 17.7 5 8.9 38 6.0 85 9.2

26 10.9 6 10.7 38 6.0 70 7.6

28 11.8 8 14.2 46 7.3 82 8.9

0％以上20％未満 33 13.9 7 12.5 297 47.2 337 36.5

10％以上20％未満 14 5.9 3 5.3 43 6.8 60 6.5

0％超10％未満 17 7.1 2 3.5 129 20.5 148 16.0

0％ 2 0.8 2 3.5 125 19.9 129 14.0

237 100.0 56 100.0 628 100.0 921 100.0

1次補正 2次補正 3次補正 計

60％以上80％未満

40％以上60％未満

20％以上40％未満

計

（単位：件、％）

10億円以上 100億円以上 500億円以上 1000億円以上

100億円未満 500億円未満 1000億円未満 2000億円未満

80％以上100％以下 181 94 41 18 7 6 347

100％ 69 66 33 14 7 6 195

90％以上100％未満 79 21 3 4 0 0 107

80％以上90％未満 33 7 5 0 0 0 45

39 33 7 4 0 2 85

42 18 9 0 0 1 70

44 21 8 4 3 2 82

0％以上20％未満 175 115 34 4 4 5 337

10％以上20％未満 24 24 9 1 2 0 60

0％超10％未満 54 64 23 2 2 3 148

0％ 97 27 2 1 0 2 129

481 281 99 30 14 16 921

(52.2) (30.5) (10.7) (3.2) (1.5) (1.7) (100.0)

2000億円以上 計
予算現額

支出率

計

（割合）

60％以上80％未満

40％以上60％未満

20％以上40％未満

10億円未満
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上記のうち、予算現額が1000億円以上で支出率が10％未満となっている事業全

7件のうち6件（予算現額が2000億円以上かつ支出率が0％の1件は復興交付金1兆3

101億余円であり、復興庁から関係行政機関への配分予算1兆5611億余円の残額で

復興庁において未配分額と整理していることから除外している。）について示す

と、以下のとおりである。

＜事例1＞

予算現額が1000億円以上かつ支出率が10％未満となっている事業 6件

① 災害対応公共事業関係費（一般公共事業関係費）（1次補正）

災害公営住宅整備事業等（補助）（国土交通省）

予算現額1115億余円、支出済額1億余円、繰越額2億余円、不用額1112億余円

東日本大震災による被災者向けの公営住宅の供給を強力に促進するため、災害公営住宅の

整備や用地の取得・造成等に係る地方公共団体の負担を軽減するための支援策の充実を図る

ものである。

しかし、交付決定件数は5件、交付決定額3億余円のうち支出済額は1億余円となっており、

支出率0.1％、繰越率0.1％、不用率99.6％となっている。

このように支出済額が予算現額を大幅に下回っているのは、国土交通省は、1次補正が成立

した震災直後は応急仮設住宅の建設に重点を置かざるを得なかったこと、災害公営住宅の供

給計画の検討に時間を要したことなどによるとしている。

また、3次補正において東日本大震災復興交付金が創設され、災害公営住宅の整備に当たっ

ては、補助率がより高い同交付金の活用により実施することとなったことも、不用額が多額

に上る一因となっている。

なお、平成23年度に国土交通省が交付決定した復興交付金事業60件のうち、31件に災害公

営住宅整備事業が含まれており、同事業に係る交付金額は1186億余円（効果促進事業を除

く。）となっている。 （巻末別表3、145ページ参照）

② 災害廃棄物処理事業費（3次補正）

災害等廃棄物処理事業費補助金（環境省）

予算現額3129億余円、支出済額146億余円、繰越額2983億余円、不用額843万余円

東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理するため、市町村が実施する災害廃棄物の

収集、運搬及び処分に係る事業等に対し財政的支援を行うものであり、支出率4.6％、繰越率

95.3％、不用率0.0％となっている。
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このように支出済額が予算現額を大幅に下回っているのは、環境省は、住民の理解が得ら

れないことなどにより、関係自治体等が災害廃棄物の仮置場及び仮設焼却施設を設置するに

当たり、調整に不測の日数を要するなどしたためであるとしている。

（巻末別表3、172ページ参照）

③ 公共事業等の追加（災害復旧等事業費）（3次補正）

災害復旧等事業費（補助）（国土交通省）

予算現額2143億余円、支出済額0円、繰越額1381億余円、不用額761億余円

東日本大震災により被災した河川、海岸、道路、港湾等の公共土木施設等を原形復旧する

などの経費の一部を国が負担し、被災した施設の速やかな復旧を図ることを目的とするもの

であり、支出率0％、繰越率64.4％、不用率35.5％となっている。

このように全額が繰越額又は不用額となっているのは、国土交通省は、工事着工箇所の決

定に不測の日数を要したため、地方公共団体からの交付申請がなかったことなどによるとし

ている。 （巻末別表3、172ページ参照）

④ 公共事業等の追加（災害復旧等事業費）（3次補正）

災害復旧等事業費（農地・農業用施設）（農林水産省）

予算現額2061億余円、支出済額53億余円、繰越額1909億余円、不用額98億余円

地震、津波により被災した農地・農業用施設及び海岸保全施設等の災害復旧事業や、再度

の災害防止のために災害復旧事業に併せて行う施設の改築又は補強及び農地の区画整理等を

行うものであり、支出率2.6％、繰越率92.6％、不用率4.7％となっている。

このように支出済額が予算現額を大幅に下回っているのは、農林水産省は、復興計画との

調整や復旧する農地所有者との調整に不測の日数を要したことなどによるとしている。

（巻末別表3、172ページ参照）

⑤ 公共事業等の追加(災害復旧等事業費)（3次補正）

災害復旧等事業費（水産）（農林水産省）

予算現額2346億余円、支出済額162億余円、繰越額2144億余円、不用額39億余円

地震、津波により被災した漁港、海岸等の災害復旧の実施や、漁港や海岸等の災害復旧事

業の実施のみでは、再度災害の防止に十分な効果が期待できないと認められる場合に、当該

被災箇所又はこれを含めた一連の施設について、構造物の強化等を行う災害関連事業を実施

するものであり、支出率6.9％、繰越率91.4％、不用率1.6％となっている。

このように支出済額が予算現額を大幅に下回っているのは、農林水産省は、背後集落の復
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興計画との調整や漁業者、住民等との合意形成に時間を要したことなどによるとしている。

（巻末別表3、172ページ参照）

⑥ 全国防災対策費（3次補正）

公立学校施設耐震化等（文部科学省）

予算現額1626億余円、支出済額4億余円、繰越額1621億余円、不用額6623万余円

東日本大震災を受け全国の公立学校施設の補強や改築等の施設整備事業を実施するもの

で、支出率0.2％、繰越率99.6％、不用率0.0％となっている。

このように予算現額の大部分を翌年度に繰り越して執行しているのは、文部科学省は、事

業主体である地方公共団体において、地域住民との協議や調整等に不測の日数を要し、事業

計画の見直しが生ずるなどしたためとしている。

なお、文部科学省では、24年度も引き続き同事業を実施し、23年度の当初予算及び1次補正

の執行後に約86％であった公立小中学校の耐震化率は、24年度の予算執行後には約90％とな

る見込みであるとしている。 （巻末別表3、184ページ参照）

また、予算現額が2000億円以上で支出率が100％となっている事業全6件のうち

5件（国土交通省に移替えされた復興交付金1件は、基金を造成し、これを取り崩

して復興交付金事業等を実施している分で支出率を100％としているが、単年度で

事業を実施している分を合わせると支出率が99.8％となることから除外してい

る。）についてみると、以下のとおりである。

＜事例2＞

予算現額が2000億円以上かつ支出率が100％となっている事業 5件

① 災害救助等関係経費（災害救助費）(1次補正)

災害救助費等負担金（厚生労働省）

予算現額3750億余円、支出済額3750億余円、繰越額0円、不用額0円

（歳出予算額は3625億余円であるが目間流用を行い、上記予算現額となっている。）

災害救助法では、災害時における避難所や仮設住宅の設置、食品、飲料水の給与等の費用

については、都道府県及び国で負担することとなっており、東日本大震災についてはその救

助費用の全額を国が負担することとしている。

東日本大震災の被害が甚大であった10都県（青森、岩手、宮城、福島、茨城、長野、新

潟、栃木、千葉各県及び東京都。以下「被災都県」という。）の救助費用及び9県（上記10都



- 42 -

県から東京都を除く。以下「被災県」という。）からの避難者を受け入れた被災県以外の都

道府県に対して被災県が負担した救助費用については、国が当該被災都県に対し、後日負担

金として交付することになっている。

平成22、23両年度における上記負担金についてみると、被災都県の資金需要に万全を期

し、被災県以外の都道府県における被災者の積極的な受け入れを促進するため22年度予備費

で300億余円、23年度予備費で503億余円、23年度1次補正で3750億余円を計上したものであ

り、支出率は100％である。 （巻末別表3、144ページ参照）

② 災害関連融資関係経費（中小企業等関係費）（1次補正）

③ 災害関連融資関係経費（中小企業等関係費）（3次補正）

株式会社日本政策金融公庫出資金（保険）（財務省）

②予算現額2813億円、支出済額2813億円、繰越額0円、不用額0円 （1次補正）

③予算現額3402億円、支出済額3402億円、繰越額0円、不用額0円 （3次補正）

東日本大震災復興緊急保証を実施するため、日本政策金融公庫（信用保険等業務）に対す

る必要な出資を行い、同公庫の財政基盤を強化するものである。

国から公庫へは、1次補正に係る予算現額2813億円及び3次補正に係る予算現額3402億円の

全額がそれぞれ出資金として支払われたため、支出率が100％となっている。

（巻末別表3、150、179ページ参照）

④ その他の東日本大震災関係経費（雇用対策費）(3次補正)

重点分野雇用創造事業の拡充（震災対応事業の延長）（厚生労働省）

予算現額2000億円、支出済額2000億円、繰越額0円、不用額0円

同事業は、重点分野雇用創造事業により実施する震災対応事業について、都道府県に交付

金を交付し、各都道府県は基金を積み増すとともに事業実施期間を延長して震災等緊急雇用

対応事業として実施し、被災者を含め、震災等の影響による失業者について、雇用の場を確

保し、生活の安定を図るものである。

1次補正では被災地を中心に一部の都道県を交付先として同事業を行っていたが、3次補正

においては被災求職者（被災県の災害救助法適用地域に所在する事業所に雇用されていた者

及び当該地域に居住していた求職者）が全国各地に避難をしたことなどから、全都道府県を

交付先としており、支出率は100％となっている。

（巻末別表3、194ページ参照）

⑤ その他東日本大震災関係経費（立地補助金）（3次補正）
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国内立地推進事業費補助金（経済産業省）

予算現額2950億円、支出済額2950億円、繰越額0円、不用額0円

東日本大震災からの復興を図ることを目的として復興基本方針及び復興基本法第2条の規定

に定める基本理念に基づき実施する施策であり、供給網（サプライチェーン）の中核分野と

なる代替が効かない部品・素材分野と我が国の将来の雇用を支える高付加価値の成長分野に

おける生産拠点に対し、国内立地補助を措置することにより、企業の我が国における立地環

境の改善を図りつつ、国内への新たな投資を促進して、雇用を維持し創出することを目的と

するものである。

経済産業省は、民間委託した基金管理団体に全額、補助金を交付し、交付を受けた基金管

理団体は当該補助金で基金の造成を行っている。そのため、支出率は100％となっている。な

お、経済産業省は、補助事業の執行業務を実施するための事務局を別団体に業務委託してお

り、事業採択案件の選定に際しては、当該事務局に第三者からなる審査委員会を設置し、当

該審査委員会が採択案件を選定している。 （巻末別表3、198ページ参照）

上記事例のとおり、支出率が低くなっている事業は、計画の検討、関係自治体

等との協議、復興計画との調整、住民等との合意形成等に時間を要したことなど

の理由から、翌年度に繰り越すなどしている。

一方、支出率が100％となっている事業には、2(2)エ（50ページ）に後述すると

おり、負担金や出資金、基金の造成のための補助金等が多く含まれている。

(ｲ) 繰越しの状況

繰越額についてみると、表17のとおり、1次補正8142億余円、2次補正4222億余

円、3次補正4兆4838億余円、計5兆7203億余円となっていて、全体の38.3％が翌年

度に繰り越されている。

最も繰越額が多い事業についてみると、1次補正では、国土交通省等5省所管の

「(3)災害対応公共事業関係費①災害復旧等事業費」4882億余円、2次補正では、

内閣府所管の「2被災者支援関係経費(2)被災者生活再建支援金補助金」1837億余

円、3次補正では、復興庁等6省庁所管の「(6)東日本大震災復興交付金」1兆3105

億余円となっている（巻末別表2、141～143ページ参照）。

そして、921件の事業の繰越率別の事業数と全事業に占める割合についてみると、

表20のとおり、繰越率が100％となっている事業は、1次補正2件（0.8％）、2次補
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正1件（1.7％）、3次補正83件（13.2％）となっていて、3次補正が件数、割合と

もに高く、628件の事業のうち240件（38.2％）が予算現額の80％以上を翌年度に

繰り越している。一方、繰越率が0％となっている事業についてみると、1次補正

145件（61.1％）、2次補正43件（76.7％）、3次補正279件（44.4％）となってい

て、1次補正、2次補正ともに割合が高くなっているが、3次補正は他の補正予算と

比べて低い割合となっている。

表20 繰越率別・補正予算別の事業数（平成23年度）

（注）3次補正のうち、繰越率100％の83件は、繰越率が100％超となっている5件を含んだ件数である。

921事業のうち、繰越率が0％となっている467件を除いた454件について、各府

省庁から主な繰越事由を徴するなどして調査したところ、その大半が明許繰越

（財政法（昭和22年法律第34号）第14条の3の規定に基づき、あらかじめ繰越明許

費として国会の議決を経て翌年度に繰り越すもの）となっていた。そこで各府省

庁が財務省が定めた「箇所別調書及び理由書の繰越事由欄の記載方法」の区分

（巻末別表4、208ページ参照）に基づき区分した繰越事由ごとに、事業数及び繰

越額についてみると、表21のとおりである（事業別の繰越事由は巻末別表3、144

～207ページ参照）。

繰越事由のうち、最も多くなっているのは、1次補正、2次補正、3次補正ともに

「計画に関する諸条件」で全体で350件（繰越しがある事業計454件の77.0％）と

なっている。

そして、「計画に関する諸条件」のうち、1次補正、2次補正及び3次補正の合計

で、最も事業数が多い繰越事由は「基本計画の策定・変更」の127件（27.9％）で

（単位：件、％）

補正予算

繰越率 事業数 割合 事業数 割合 事業数 割合 事業数 割合

80％以上100％以下 11 4.6 4 7.1 240 38.2 255 27.6

100％ 2 0.8 1 1.7 83 13.2 86 9.3

90％以上100％未満 2 0.8 0 0.0 116 18.4 118 12.8

80％以上90％未満 7 2.9 3 5.3 41 6.5 51 5.5

16 6.7 4 7.1 43 6.8 63 6.8

20 8.4 0 0.0 25 3.9 45 4.8

23 9.7 4 7.1 24 3.8 51 5.5

0％以上20％未満 167 70.4 44 78.5 296 47.1 507 55.0

10％以上20％未満 11 4.6 0 0.0 8 1.2 19 2.0

0％超10％未満 11 4.6 1 1.7 9 1.4 21 2.2

0％ 145 61.1 43 76.7 279 44.4 467 50.7

237 100.0 56 100.0 628 100.0 921 100.0

1次補正 2次補正 3次補正 計

60％以上80％未満

40％以上60％未満

20％以上40％未満

計
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あり、その具体的な内容は、実施事業を精査したところ、事業実施期間を十分に

確保する必要があったこと、基本計画の策定に当たり、所有者同士の合意形成に

時間を要したことなどのためであるとしている。また、繰越事由の「その他」の

具体的な内容は、復興計画等との調整を要したこと、外部有識者からの指摘に基

づき事業期間を見直したことなどのためであるとしている。

なお、3次補正の成立は23年11月であり、事業の着手が24年1月以降となった事

業もあり、このため、1次補正及び2次補正と比べて事業実施期間が短期間となっ

たことが、繰越しが多くなった一因となっていると認められる。

表21 繰越事由別・補正予算別の事業数及び繰越額（平成23年度）

(ｳ) 不用の状況

不用額についてみると、表17のとおり、1次補正7038億余円、2次補正972億余円、

3次補正3122億余円、計1兆1132億余円となっていて、全体の7.4％が不用となって

いる。最も不用額が多い事業についてみると、1次補正では国土交通省等5省所管

の「(3)災害対応公共事業関係費①災害復旧等事業費」3176億余円、2次補正では

（単位：件、百万円、％）

事業数 繰越額 事業数 繰越額 事業数 繰越額 事業数 繰越額

割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合 割合

計画に関する諸条件 73 79.3 766,376 94.1 8 61.5 302,614 71.6 269 77.0 3,355,972 74.8 350 77.0 4,424,963 77.3

公害等に係る地元との調整 11 11.9 151,674 18.6 1 7.6 1,629 0.3 43 12.3 828,708 18.4 55 12.1 982,012 17.1

状況変化による施行能率の低下 5 5.4 40,289 4.9 - - - - 2 0.5 230 0.0 7 1.5 40,519 0.7

運搬路に係る地元との調整 1 1.0 9,394 1.1 - - - - 1 0.2 756 0.0 2 0.4 10,150 0.1

基本計画の策定・変更 26 28.2 416,627 51.1 5 38.4 114,697 27.1 96 27.5 477,780 10.6 127 27.9 1,009,105 17.6

他事業との調整 1 1.0 5,456 0.6 - - - - 8 2.2 6,500 0.1 9 1.9 11,957 0.2

関係機関との協議・許認可等 1 1.0 234 0.0 - - - - 25 7.1 1,529,396 34.1 26 5.7 1,529,631 26.7

その他 28 30.4 142,699 17.5 2 15.3 186,287 44.1 94 26.9 512,599 11.4 124 27.3 841,586 14.7

設計に関する諸条件 3 3.2 10,423 1.2 - - - - 18 5.1 49,440 1.1 21 4.6 59,863 1.0

工法選択 2 2.1 10,224 1.2 - - - - 9 2.5 16,679 0.3 11 2.4 26,903 0.4

設計変更等 1 1.0 198 0.0 - - - - 7 2.0 26,799 0.5 8 1.7 26,997 0.4

その他 - - - - - - - - 2 0.5 5,961 0.1 2 0.4 5,961 0.1

気象の関係 - - - - 1 7.6 1,672 0.3 6 1.7 4,631 0.1 7 1.5 6,304 0.1

豪雨 - - - - - - - - - - - - - - - -

豪雪 - - - - 1 7.6 1,672 0.3 6 1.7 4,631 0.1 7 1.5 6,304 0.1

風浪 - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -

用地の関係 1 1.0 43 0.0 - - - - 5 1.4 7,622 0.1 6 1.3 7,665 0.1

用地買収交渉 - - - - - - - - - - - - - - - -

工事用用地の借上げ - - - - - - - - 5 1.4 7,622 0.1 5 1.1 7,622 0.1

その他 1 1.0 43 0.0 - - - - - - - - 1 0.2 43 0.0

補償処理の困難 - - - - - - - - 1 0.2 97 0.0 1 0.2 97 0.0

補償交渉 - - - - - - - - 1 0.2 97 0.0 1 0.2 97 0.0

地元との調整 - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -

資材の入手難 9 9.7 36,760 4.5 1 7.6 4,588 1.0 37 10.6 196,086 4.3 47 10.3 237,435 4.1

資材不足 4 4.3 33,391 4.1 1 7.6 4,588 1.0 9 2.5 138,970 3.0 14 3.0 176,950 3.0

労務者手配調整 2 2.1 911 0.1 - - - - 3 0.8 7,579 0.1 5 1.1 8,491 0.1

資材運搬不能 1 1.0 988 0.1 - - - - - - - - 1 0.2 988 0.0

特注品納期遅延 2 2.1 1,468 0.1 - - - - 17 4.8 30,193 0.6 19 4.1 31,661 0.5

その他 - - - - - - - - 8 2.2 19,343 0.4 8 1.7 19,343 0.3

- - - - - - - - 8 2.2 19,332 0.4 8 1.7 19,332 0.3

事前調査 - - - - - - - - - - - - - - - -

研究方式 - - - - - - - - 8 2.2 19,332 0.4 8 1.7 19,332 0.3

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -

上記以外のもの 2 2.1 79 0.0 3 23.0 113,388 26.8 3 0.8 850,087 18.9 8 1.7 963,556 16.8

4 4.3 558 0.0 - - - - 2 0.5 604 0.0 6 1.3 1,162 0.0

92 100.0 814,241 100.0 13 100.0 422,264 100.0 349 100.0 4,483,875 100.0 454 100.0 5,720,381 100.0

3次補正 計

試験研究に際しての事前の調査
又は研究方式の決定困難

その他のやむを得ない事由
(事故繰越を含む。)

計

1次補正 2次補正　　　　　　　　　　　補正予算

繰越事由
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「4 東日本大震災復旧・復興予備費」を除くと、経済産業省所管の「(2)原子力損

害賠償支援機構法関係経費①交付国債の償還財源に係る利子負担」97億余円、3次

補正では農林水産省等4省所管の「(3)公共事業等の追加①災害復旧等事業費」12

15億余円となっている（巻末別表2、141～143ページ参照）。

そして、921件の事業の不用率別の事業数と全事業に占める割合についてみると、

表22のとおり、不用率が100％となっている事業は、1次補正0件（0％）、2次補正

1件（1.7％）、3次補正4件（0.6％）となっている。一方、不用率が0％となって

いる事業についてみると、1次補正57件（24.0％）、2次補正22件（39.2％）、3次

補正261件（41.5％）となっていて、補正予算別の顕著な差異は見受けられない。

表22 不用率別・補正予算別の事業数（平成23年度）

（注）3次補正のうち、不用率0％の261件は、不用率がマイナスとなっている6件を含んだ件数である。

また、全体の不用率の分布状況をみると、不用率が20％未満の事業が大半を占

めているが、不用率が100％となっている事業全5件のうちの3件（東日本大震災復

旧・復興予備費5657億余円のうち使用した4909億余円を除いた残額747億余円であ

る2次補正の東日本大震災復旧・復興予備費1件、東日本大震災復興調整費49億余

円のうち関係行政機関への配分予算を除いた33億余円の残額で復興庁において未

配分額として整理されている3次補正の東日本大震災復興調整費1件、計2件を除

く。）についてみると、以下のとおりである。

（単位：件、％）

補正予算

不用率 事業数 割合 事業数 割合 事業数 割合 事業数 割合

80％以上100％以下 8 3.3 3 5.3 22 3.5 33 3.5

100％ 0 0.0 1 1.7 4 0.6 5 0.5

90％以上100％未満 4 1.6 1 1.7 12 1.9 17 1.8

80％以上90％未満 4 1.6 1 1.7 6 0.9 11 1.1

11 4.6 4 7.1 21 3.3 36 3.9

19 8.0 4 7.1 29 4.6 52 5.6

35 14.7 4 7.1 40 6.3 79 8.5

0％以上20％未満 164 69.1 41 73.2 516 82.1 721 78.2

10％以上20％未満 25 10.5 3 5.3 42 6.6 70 7.6

0％超10％未満 82 34.5 16 28.5 213 33.9 311 33.7

0％ 57 24.0 22 39.2 261 41.5 340 36.9

237 100.0 56 100.0 628 100.0 921 100.0

1次補正 2次補正 3次補正 計

計

60％以上80％未満

40％以上60％未満

20％以上40％未満
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＜事例3＞

不用率が100％となっている事業 3件

① 災害救助等関係経費（被災者緊急支援経費）（3次補正）

復興特区支援利子補給金（復興庁）

予算現額2億余円、支出済額0円、繰越額0円、不用額2億余円

被災地の復興に向け、復興推進計画を実施する上で中核となる事業に必要な資金の融資に

対して利子補給金を支給することにより事業の円滑な実施を支援するものである。

不用率が100％となっているのは、復興庁は、特定地方公共団体からの復興推進計画に係る

認定申請の遅れにより、融資時期が予定より遅くなり、平成23年度に復興特区支援利子補給

金を要することがなかったためとしている。 （巻末別表3、168ページ参照）

② その他の東日本大震災関係経費（雇用対策費）(3次補正)

被災地の新卒者等に対する面接会の実施（厚生労働省）

予算現額972万余円、支出済額0円、繰越額0円、不用額972万余円

新規学校卒業者の就職環境は非常に厳しい状況にあり、被災地の新規学校卒業者が一人で

も多く卒業までに就職できるよう一層の支援の強化を図るため、被災地に常設面接会場を借

り上げ、就職面接機会を継続的に提供することを目的とした各都道府県労働局が行う直轄事

業である。

不用率が100％となっているのは、厚生労働省は、震災後の厳しい物件事情により長期にわ

たり利用できる施設を早期に借り上げることが困難であったこと、また、新規学校卒業者に

対する一日も早い面接機会を提供するため、ハローワーク等の既存の会議室等を利活用した

ことなどから、本件会場借上費が不要となったためとしている。

（巻末別表3、195ページ参照）

③ その他の東日本大震災関係経費（農業関係）（3次補正）

農林水産業共同利用施設災害復旧事業（農林水産省）

予算現額14億余円、支出済額0円、繰越額0円、不用額14億余円

東日本大震災により被災した、農林水産業共同利用施設（農協等が所有する農林水産物倉

庫、処理加工施設、共同作業場、市場施設、種苗生産施設、養殖施設、家畜繁殖施設、共同

放牧施設、公害防止施設等）の復旧に要する経費の一部を国が負担するものである。

本事業に係る必要額は、各県からの被害報告額等から需要額を89億余円と見込み、1次補正

において75億余円を計上し、3次補正において残額の14億余円を計上し、災害復旧事業費とし
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て不足額が生じないようにした。

しかし、農林漁業者の事業再開の遅れに加え、本事業が被災前の状態へ復旧を図るもので

あり、単なる復旧を超えて新たに整備を行う場合は対象外となるため、当初想定していた需

要が見込めなかったことなどにより、3次補正で計上した14億余円は全額不用となり、不用率

が100％となった。

なお、1次補正の支出済額は13億余円、繰越額は25億余円、不用額は37億余円となってお

り、3次補正を合計した事業全体でみると、予算現額は89億余円、不用額は51億余円となり、

不用率は57.1％となっている。 （巻末別表3、195ページ参照）

上記事例のとおり、不用額が生じている事由は、震災後の被災地の事情により

事業の実施が困難であったり、当初想定していた需要が見込めなかったりしてい

たことなどであるとしている。

そこで、不用が生じている事業581件について、不用額が生じた事由を、各府省

庁から主な不用事由を徴するなどして調査したところ、①予定より実績が下回っ

たもの、②事業計画の変更により減額したもの、③事業執行に伴い節減したもの、

④契約価格が予定を下回ったもの、⑤その他等となっていた。

そして、不用額及び不用が生じた事業数を上記の①から⑤に分類した不用事由

別及び補正予算別に区分してみると、表23のとおり、不用額は、①予定より実績

が下回ったものが最も多くなっていて、1次補正4099億余円、2次補正154億余円、

3次補正1841億余円、計6095億余円となっている。また、事業数は、④契約価格が

予定を下回ったものが最も多くなっていて、1次補正67件、2次補正11件、3次補正

200件、計278件となっている。

表23 不用事由別・補正予算別の事業数及び不用額（平成23年度）

補正予算

不用事由 事業数 不用額 事業数 不用額 事業数 不用額 事業数 不用額

①予定より実績が下回ったもの 74 409,918 15 15,443 94 184,192 183 609,553

②事業計画により減額したもの 19 73,413 2 55 31 47,634 52 121,103

③事業執行に伴い節減したもの 5 5,328 2 166 17 1,470 24 6,966

④契約価格が予定を下回ったもの 67 27,534 11 4,612 200 26,980 278 59,127

⑤その他 15 187,661 4 76,933 25 55,374 44 319,969

計 180 703,856 34 97,211 367 315,652 581 1,116,720

1次補正 2次補正 3次補正 計

(単位:件、百万円）
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不用額が最も多かった、①予定より実績が下回ったものの具体的な内容は、補

正予算編成時に、過去の災害における復旧費を参考に算出した単価を採用して東

日本大震災に係る復旧費を計上したのに対して、実際には、地域によって被害の

状況が異なり、想定していたよりも少なかったり、被災者からの仮払いの請求が

見込みを下回ったりしたことなどとなっていた。

このように、復旧・復興事業に係る予算に不用額が生じていたのは、東日本大

震災は過去の災害等と比べて、規模、範囲ともに被害が甚大で、被害状況等の現

況把握や復旧対象工事の数量や単価の算出が困難であったこと、早期の復旧や被

災者支援の観点から、予算が不足することがないよう積算していたことなどによ

ると認められる。

ウ 所管別の執行状況（1次補正から3次補正まで）

所管別の予算現額、支出済額及び支出率についてみると、表24のとおり、1次補正

から3次補正までの計で予算現額が1兆円以上となっている府省庁は、国土交通省2兆

4186億余円、総務省2兆3747億余円、経済産業省1兆7352億余円、農林水産省1兆521

7億余円、厚生労働省1兆4211億余円、復興庁1兆3141億余円及び環境省1兆1766億余

円となっている。

そして、支出率が90％以上となっている府省庁が見受けられる一方、10％以下と

著しく低くなっている府省庁も見受けられた。このうち、復興庁の支出率が0.1％に

満たないのは、復興庁の23年度末の予算現額1兆3141億余円には、主に復興庁から関

係行政機関へ復興交付金2510億余円を配分した残額1兆3101億余円が含まれているた

めである。なお、上記1兆3101億余円は、全額が翌年度に繰り越されているが、復興

庁は、当初予定した計画で市町村への配分等を行うための手続を進めていたところ、

関係行政機関との協議に不測の日数を要したためであるとしている。また、裁判所

の3次補正の支出率が0.2％となっているのは、裁判所庁舎耐震化事業の予算現額59

億余円の大半が繰り越されたためであり、裁判所は、保存樹木に関する地元自治体

との協議や耐震に関するデータの見直しによる基本計画の変更等に不測の日数を要

したことなどによるものであるとしている。
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表24 所管別・補正予算別の予算現額、支出済額及び支出率（平成23年度）

また、所管別の事業数についてみると、表25のとおり、農林水産省177件、国土交

通省169件、経済産業省147件、文部科学省125件等となっている。

表25 所管別・補正予算別の事業数（平成23年度）

エ 実施方法別の執行状況（1次補正から3次補正まで）

東日本大震災からの復旧・復興事業は、国自らが直轄事業として実施する道路、

河川、港湾等の公共事業、各種の防災強化事業、雇用対策事業及び原子力災害対策

復興関係経費と地方自治体等の補助事業や各種交付金等による事業等がある。上記

（単位：億円、％）

予算
現額
A

支出済
額
B

支出率
C＝B/A

予算
現額
D

支出済
額
E

支出率
F＝E/D

予算
現額
G

支出済
額
H

支出率
I＝H/G

予算
現額
J

支出済
額
K

支出率
L＝K/J

国会 - - - - - - 23 1 7.6 23 1 7.6

裁判所 5 5 99.8 - - - 59 0 0.2 65 5 8.2

内閣 0 0 99.3 29 22 75.8 8 3 40.3 38 26 68.0

内閣府 745 685 91.9 5,962 3,958 66.3 582 176 30.3 7,290 4,820 66.1

復興庁 - - - 3 1 48.4 13,138 0 0.0 13,141 2 0.0

総務省 1,881 1,328 70.6 4,573 3,573 78.1 17,293 8,195 47.3 23,747 13,097 55.1

法務省 24 18 77.4 - - - 72 31 42.9 97 50 51.6

外務省 - - - 15 13 89.2 186 185 99.3 201 198 98.6

財務省 3,624 3,619 99.8 753 6 0.7 4,266 4,239 99.3 8,644 7,865 90.9

文部科学省 2,758 1,507 54.6 1,434 1,349 94.0 5,352 1,440 26.9 9,546 4,297 45.0

厚生労働省 7,790 6,573 84.3 45 42 93.1 6,375 5,568 87.3 14,211 12,184 85.7

農林水産省 3,802 1,792 47.1 1,083 1,003 92.5 10,331 3,259 31.5 15,217 6,056 39.7

経済産業省 2,135 1,888 88.4 2,854 1,589 55.7 12,362 11,112 89.8 17,352 14,591 84.0

国土交通省 11,489 3,166 27.5 1 1 99.9 12,695 6,284 49.5 24,186 9,452 39.0

環境省 3,687 2,574 69.8 5 5 97.3 8,074 3,042 37.6 11,766 5,623 47.7

防衛省 1,592 1,194 75.0 - - - 1,615 935 57.8 3,207 2,129 66.4

計 39,537 24,356 61.6 16,763 11,568 69.0 92,438 44,477 48.1 148,740 80,403 54.0

　　補正予算

所管

1次補正 2次補正 3次補正 計 

（単位:件）

国会 － － 6 6
裁判所 1 － 2 3
内閣 1 6 5 12
内閣府 6 10 34 50
復興庁 － 2 6 8
総務省 13 1 28 42
法務省 3 － 12 15
外務省 － 1 10 11
財務省 7 2 11 20
文部科学省 33 7 85 125
厚生労働省 38 5 53 96
農林水産省 53 9 115 177
経済産業省 31 11 105 147
国土交通省 44 1 124 169
環境省 3 1 28 32
防衛省 4 － 4 8

計 237 56 628 921

1次補正 2次補正 3次補正 計
　　　　補正予算

所管
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事業のうち、原則として、契約の履行が確認され契約の相手等から支払請求等があ

った後に支出を行う直轄事業及び補助事業の一部と、国が事業主体等に対して事業

完了前に交付等を行う基金造成、運営費交付金、拠出金等とに区分して整理するこ

ととした。

上記各事業の実施方法を、①各府省庁が、委託契約を締結する場合も含めて、直

接事業を実施する方法を「直轄（委託等を含む。）」、②国以外の者が行う事業等

に助成等を行う補助事業の実施方法のうち、基金造成（以下「補助（基金）」とい

う。）、運営費交付金（以下「補助（運営費交付金）」という。）及び拠出金（以

下「補助（拠出金）」という。）による方法を除いたものを「補助（基金造成等を

除く。）」、③事業の実施に当たり①、②等を合わせた複数の方法で行うものを

「直轄、補助等」、④それ以外の実施方法（補助（基金）、補助（運営費交付金）、

補助（拠出金）、出資、地方交付税交付金等による方法）を「基金等」、と4区分す

ることにより整理した。これらの実施方法別に各経費項目の予算現額、支出済額及

び支出率をみると、表26-1から表26-4までのとおりとなっている。

実施方法別の支出率についてみると、直轄は、1次補正62.0％、2次補正81.2％、

3次補正33.5％、計50.5％、補助は、1次補正49.9％、2次補正45.4％、3次補正8.4％、

計29.2％となっていて、3次補正に比べ1次補正の支出率が高くなっている。また、

補助に比べて直轄の支出率が高い傾向が見受けられた。これは、補助が直轄に比べ

て、復旧・復興事業の実施に当たり、関係機関等との調整や地域住民との協議や調

整等に日数を要した事業が多かったことなどが一因と認められた。

1次補正から3次補正までの計の支出済額及び支出率についてみると、直轄が7178

億余円、50.5％、補助が1兆7488億余円、29.2％、直轄、補助等が2126億余円、20.

0％、基金等が5兆3610億余円、83.6％となっていて、基金等が支出済額及び支出率

ともに突出している。これは、国から都道府県や株式会社日本政策金融公庫等に対

して資金が全額支出されたことによるものである（前記＜事例2＞、41～43ページ参

照）。
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表26-1 1次補正から3次補正までの実施方法別の執行状況（平成23年度）

表26-2 1次補正に計上された経費項目の実施方法別の執行状況（平成23年度）

事業数 予算現額 支出済額 支出率 事業数 予算現額 支出済額 支出率 事業数 予算現額 支出済額 支出率 事業数 予算現額 支出済額 支出率

実施方法 A B C=B/A D E F=E/D G H I=H/G J K L=K/J

①直轄（委託等を含む。） 82 5,366 3,327 62.0 29 1,845 1,499 81.2 226 6,998 2,350 33.5 337 14,209 7,178 50.5

②補助（基金等を除く。） 107 24,936 12,447 49.9 12 5,690 2,589 45.4 257 29,184 2,451 8.4 376 59,811 17,488 29.2

③直轄、補助等 10 983 360 36.6 1 5 4 91.7 40 9,637 1,760 18.2 51 10,626 2,126 20.0

④基金等 38 8,251 8,221 99.6 14 9,221 7,474 81.0 105 46,618 37,914 81.3 157 64,092 53,610 83.6

計 237 39,537 24,356 61.6 56 16,763 11,568 69.0 628 92,438 44,477 48.1 921 148,740 80,403 54.0

補正予算 3次補正2次補正

（単位：件、億円、％）

1次補正 計

（単位：件、億円、％）
　

事業

数
予算現額 支出済額 支出率

事業

数
予算現額 支出済額 支出率

事業

数
予算現額 支出済額 支出率

事業

数
予算現額 支出済額 支出率

経費項目 A B C=B/A D E F=E/D G H I=H/G J K L=K/J

(1)災害救助等関係経費 1 0 0 60.0 5 4,730 4,550 96.1 － － － － 2 97 97 100.0

①災害救助費 － － － － 1 3,750 3,750 100.0 － － － － － － － －

②災害援護貸付金 － － － － 1 224 195 87.0 － － － － － － － －

③生活福祉資金貸付事業費 － － － － 1 256 203 79.1 － － － － － － － －

④災害弔慰金等 － － － － 1 485 389 80.2 － － － － － － － －

⑤被災者緊急支援経費 1 0 0 60.0 1 13 11 83.1 － － － － 2 97 97 100.0

(2)災害廃棄物処理事業費 － － － － 1 3,519 2,530 71.9 － － － － － － － －

(3)災害対応公共事業関係費 21 2,176 927 42.6 14 9,029 1,571 17.4 4 761 199 26.2 2 52 32 62.0

①災害復旧等事業費 5 1,819 608 33.4 8 7,833 1,555 19.8 2 733 182 24.9 2 52 32 62.0

②一般公共事業関係費 16 357 319 89.5 6 1,195 15 1.2 2 28 16 59.3 － － － －

(4)施設費災害復旧費等 11 177 54 30.7 42 3,651 1,012 27.7 1 55 30 53.8 － － － －

①文教施設災害復旧費 － － － － 9 1,840 634 34.4 － － － － － － － －

②社会福祉施設等災害復旧費等 － － － － 9 844 94 11.1 － － － － － － － －

③農業・林業施設等災害復旧費等 3 1 0 73.0 4 357 78 22.0 － － － － － － － －

④消防防災施設災害復旧費 － － － － 1 207 21 10.1 － － － － － － － －

⑤中小企業組合等共同施設等災害復

旧費
－ － － － 1 189 99 52.6 － － － － － － － －

⑥港湾荷役機械等災害復旧費 － － － － 1 97 19 20.4 － － － － － － － －

⑦警察施設等災害復旧費 － － － － － － － － 1 55 30 53.8 － － － －

⑧その他 8 176 53 30.4 17 114 64 56.1 － － － － － － － －

(5)災害関連融資関係経費 － － － － 3 426 341 80.1 － － － － 16 5,977 5,966 99.8

①中小企業等関係費 － － － － － － － － － － － － 9 5,121 5,121 100.0

②災害復興住宅融資等緊急対策費 － － － － － － － － － － － － 2 560 560 100.0

③農林漁業者等関係費 － － － － 2 200 116 57.8 － － － － 4 196 185 94.7

④その他 － － － － 1 225 225 100.0 － － － － 1 100 100 100.0

(6)地方交付税交付金 － － － － － － － － － － － － 1 1,200 1,200 100.0

49 3,011 2,344 77.8 42 3,580 2,441 68.1 5 166 130 78.8 17 924 924 100.0

①被災者生活再建支援金補助金 － － － － 1 520 520 100.0 － － － － － － － －

②市町村行政機能応急復旧補助金 － － － － 1 37 25 69.3 － － － － － － － －

③教育研究設備等災害復旧費 － － － － 2 212 202 95.4 － － － － 2 181 181 100.0

④被災児童生徒等支援関係経費 1 30 15 50.3 1 33 33 100.0 － － － － 4 155 155 100.0

⑤医療保険制度等の保険料減免等に

対する特別措置
－ － － － 3 1,142 1,085 95.0 － － － － － － － －

⑥雇用対策費 3 12 2 23.6 2 1 0 36.0 － － － － 1 500 500 100.0

⑦漁船保険・漁業共済の支払支援経
費

1 859 777 90.4 1 79 49 62.2 － － － － － － － －

⑧漁場・養殖施設等復旧対策費 － － － － 4 681 188 27.6 － － － － － － － －

⑨農林水産業共同利用施設災害復旧

事業費等
－ － － － 3 185 88 47.8 － － － － － － － －

⑩中小企業対策費 1 2 2 83.3 1 3 2 61.8 － － － － 2 16 16 100.0

⑪燃料安定供給対策費 1 5 0 8.1 4 80 65 81.9 － － － － 1 50 50 100.0

⑫企業等の電力需給対策費 2 78 48 61.5 1 99 73 73.5 － － － － － － － －

⑬原子力災害対策費 10 23 14 61.6 3 17 14 79.2 2 4 3 87.6 3 3 3 100.0

⑭自衛隊活動経費等 9 1,839 1,358 73.8 4 296 33 11.2 3 162 127 78.6 － － － －

⑮その他 21 159 124 77.7 11 188 57 30.3 － － － － 4 16 16 100.0

82 5,366 3,327 62.0 107 24,936 12,447 49.9 10 983 360 36.6 38 8,251 8,221 99.6計

①直轄

（委託等を含む。）

②補助

（基金造成等を除く。）
③直轄、補助等 ④基金等

(7)その他の東日本大震災関係経費

実施方法
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表26-3 2次補正に計上された経費項目の実施方法別の執行状況（平成23年度）

（単位：件、億円、％）

　

事業

数

予算現

額

支出済

額
支出率

事業

数

予算現

額

支出済

額
支出率

事業

数

予算現

額

支出済

額
支出率

事業

数

予算現

額

支出済

額
支出率

経費項目 A B C=B/A D E F=E/D G H I=H/G J K L=K/J

20 1,647 1,475 89.5 4 69 27 39.0 1 5 4 91.7 3 1,031 1,031 100.0

18 1,437 1,367 95.1 4 69 27 39.0 1 5 4 91.7 2 961 961 100.0

①原子力損害賠償補償

金
1 1,200 1,200 100.0 － － － － － － － － － － － －

②健康管理・調査事業

費
－ － － － － － － － － － － － 1 781 781 100.0

③特別緊急除染事業費 － － － － － － － － － － － － 1 179 179 100.0

④環境放射線モニタリ

ング強化事業費
10 192 134 69.8 － － － － － － － － － － － －

⑤対外発信強化事業費 3 28 25 91.0 1 19 － － 1 5 4 91.7 － － － －

⑥校庭等の放射線低減

事業費
－ － － － 3 49 27 54.6 － － － － － － － －

⑦原子力損害賠償和解

仲介業務経費
1 10 3 37.8 － － － － － － － － － － － －

⑧その他 3 7 4 55.9 － － － － － － － － － － － －

2 210 108 51.4 － － － － － － － － 1 70 70 100.0

①交付国債の償還財源

に係る利子負担
1 200 102 51.2 － － － － － － － － － － － －

②原子力損害賠償支援

機構に対する出資
－ － － － － － － － － － － － 1 70 70 100.0

③東京電力に関する経

営・財務調査委員会経

費

1 10 5 57.0 － － － － － － － － － － － －

2 31 5 16.7 4 3,476 1,499 43.1 － － － － 5 265 265 100.0

2 31 5 16.7 3 476 336 70.6 － － － － 5 265 265 100.0

①旧債務 1 30 4 14.1 1 184 184 100.0 － － － － 2 40 40 100.0

②新債務 1 1 0 94.8 2 292 152 52.1 － － － － 3 224 224 100.0

－ － － － 1 3,000 1,162 38.7 － － － － － － － －

2 5 3 67.7 － － － － － － － － － － － －

5 161 15 9.4 4 2,144 1,062 49.5 － － － － 5 3,350 2,603 77.7

－ － － － － － － － － － － － 1 4,573 3,573 78.1

29 1,845 1,499 81.2 12 5,690 2,589 45.4 1 5 4 91.7 14 9,221 7,474 81.0

(1)原子力損害賠償法関係

経費

(2)原子力損害賠償支援機

構法関係経費

(1)二重債務問題対策関係

経費

(2)被災者生活再建支援金

補助金

2被災者支援関係経費

3東日本大震災復興対策本部

運営経費

4東日本大震災復旧・復興予

備費

5地方交付税交付金

計

④基金等
①直轄

（委託等を含む。）

②補助

（基金造成等を除く。）
③直轄、補助等

1原子力損害賠償法等関係経

費

実施方法
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表26-4 3次補正に計上された経費項目の実施方法別の執行状況（平成23年度）

上記のとおり、直轄や補助に比べて、基金等による実施方法の支出率が高くなっ

ているのは、基金等以外の事業は原則として事業が完了するまでは全額が執行され

ないのに対して、基金等は国から事業主体等に資金が支出された時点で全額が執行

されることとなるためである。そこで、基金等による実施方法を内容別に区分して、

（単位：件、億円、％）
　

事業
数

予算現
額

支出済
額

支出率
事業
数

予算現
額

支出済
額

支出率
事業
数

予算現
額

支出済
額

支出率
事業
数

予算現
額

支出済
額

支出率

経費項目 A B C=B/A D E F=E/D G H I=H/G J K L=K/J

9 16 3 22.9 53 505 405 80.1 1 33 － － 6 385 385 100.0

①災害救助費 － － － － 1 300 300 100.0 － － － － － － － －

②生活福祉資金貸付事業費 － － － － 1 165 82 49.7 － － － － － － － －

③被災者緊急支援経費 9 16 3 22.9 51 39 22 56.3 1 33 － － 6 385 385 100.0

2 50 1 2.7 1 3,129 146 4.6 － － － － 1 679 508 74.8

38 2,229 468 21.0 72 6,298 253 4.0 14 5,817 499 8.5 5 389 389 100.0

①災害復旧等事業費 4 1,453 277 19.1 4 2,452 18 0.7 3 4,800 218 4.5 － － － －

②一般公共事業関係費 18 455 107 23.6 17 672 68 10.2 2 862 253 29.3 － － － －

③施設費等 16 320 82 25.8 51 3,173 166 5.2 9 155 28 18.3 5 389 389 100.0

－ － － － 4 75 71 94.0 － － － － 17 6,635 6,612 99.6

①中小企業等関係費 － － － － － － － － － － － － 14 6,530 6,530 100.0

②農林漁業者等関係費 － － － － 4 75 71 94.0 － － － － 3 105 82 78.3

－ － － － － － － － － － － － 1 16,635 8,134 48.8

－ － － － 3 13,105 － － － － － － 4 2,506 2,506 100.0

25 825 78 9.5 15 82 8 9.9 5 2,007 746 37.1 9 641 641 100.0

(8)全国防災対策費 59 1,274 250 19.6 35 3,053 386 12.6 4 1,339 385 28.7 3 84 84 100.0

①学校施設耐震化・防災機能強化 － － － － 7 1,994 15 0.7 － － － － 1 56 56 100.0

②一般公共事業関係費 15 660 107 16.2 14 691 131 19.0 2 1,140 385 33.7 － － － －

③海上保安庁船舶建造費等 23 303 82 27.1 6 34 0 0.9 － － － － － － － －

④警察・消防関係費 4 83 0 1.1 1 18 0 4.5 2 198 0 0.1 － － － －

⑤医療施設等防災対策費等 1 0 － － 1 215 164 76.0 － － － － 2 28 28 100.0

⑥自衛隊の災害対処能力の向上 1 145 42 29.0 － － － － － － － － － － － －

⑦地下タンク環境保全対策促進事業
費

－ － － － 1 69 69 100.0 － － － － － － － －

⑧その他 15 79 17 22.4 5 28 3 11.0 － － － － － － － －

93 2,602 1,546 59.4 74 2,933 1,181 40.2 16 439 129 29.3 59 18,659 18,650 99.9

①震災関係資料収集、デジタル化促
進、被災実態調査等

13 27 4 17.9 － － － － － － － － － － － －

②警察・消防関係 3 51 34 66.3 3 50 2 4.7 3 127 59 46.5 － － － －

③情報通信関係 1 74 0 0.0 2 20 5 28.2 1 73 0 0.0 － － － －

④国際協力等を通じた復興 2 6 6 96.4 1 1 0 51.2 1 3 3 100.0 4 165 165 99.9

⑤復旧・復興に向けた教育支援等 6 21 9 45.6 4 160 73 45.8 3 39 25 64.7 1 189 189 100.0

⑥医療、介護、福祉等 3 4 0 7.8 9 959 882 92.0 － － － － 8 266 262 98.3

⑦雇用対策費 6 269 256 95.0 － － － － － － － － 2 3,510 3,510 100.0

⑧農業関係 6 13 7 56.8 9 73 13 18.4 1 5 4 86.3 3 104 104 100.0

⑨森林・林業の復興 － － － － 1 0 0 100.0 － － － － 1 1,399 1,399 100.0

⑩水産業の復旧・復興 2 1 1 85.3 9 720 78 10.9 － － － － 2 857 857 99.9

⑪中小企業対策 5 103 1 1.3 8 95 19 20.5 4 9 2 28.1 7 246 246 100.0

⑫立地補助金 － － － － － － － － － － － － 3 5,000 5,000 100.0

⑬資源権益確保関連経費 － － － － － － － － － － － － 2 282 282 100.0

⑭節電エコ補助金等 － － － － 3 399 32 8.1 － － － － 6 1,924 1,923 99.9

⑮住宅関係 － － － － － － － － － － － － 5 3,112 3,112 100.0

⑯自立・分散型エネルギー供給等に
よるエコタウン化事業

－ － － － － － － － － － － － 1 840 839 99.9

⑰自衛隊施設及び装備品等の復旧等 3 1,469 892 60.7 － － － － － － － － － － － －

⑱その他 43 557 331 59.5 25 452 71 15.8 3 179 33 18.3 14 760 756 99.4

226 6,998 2,350 33.5 257 29,184 2,451 8.4 40 9,637 1,760 18.2 105 46,618 37,914 81.3

実施方法 ④基金等
①直轄

（委託等を含む。）
②補助

（基金造成等を除く。）
③直轄、補助等

(7)原子力災害復興関係経費

(9)その他の東日本大震災関係経費

計

(1)災害救助等関係経費

(2)災害廃棄物処理事業費

(3)公共事業等の追加

(4)災害関連融資関係経費

(5)地方交付税交付金

(6)東日本大震災復興交付金
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実施方法の内訳別、補正予算別の執行状況についてみると、表27のとおりとなって

いる。

基金等は、1次補正38件、2次補正14件、3次補正105件、計157件となっていて、全

事業数に占める割合は、1次補正16.0％、2次補正25.0％、3次補正16.7％、計17.0％

となっている。また、全予算現額に占める割合は、1次補正20.8％、2次補正55.0％、

3次補正50.4％、計43.0％となっている。なお、基金等の事業数157件のうち140件

（89.1％）が支出率100％となっている。

そして、基金等の実施方法のうち件数、予算現額ともに最も多くなっているのは、

補助（基金）によるものが67件、2兆7482億余円となっている。

表27 実施方法の内訳別・補正予算別の執行状況（平成23年度）

オ 復興施策等別の執行状況（3次補正）

国は、前記の復興基本方針に基づき、各府省一体となって、「災害に強い地域づ

くり」、「地域における暮らしの再生」、「地域経済活動の再生」及び「大震災の

教訓を踏まえた国づくり」の4項目の復興施策を総合的かつ計画的に実施するとし、

その際、各府省は、被災した地方公共団体の意向等を踏まえつつ、所管する復興施

策についての事業計画や工程表を可能な限り速やかに策定し、その事業目的や実施

方法等を公表することとされている。

また、復興基本方針では、原子力災害からの地域再生及び復興に向けた十分な対

策を講ずるため、法的措置を含めた検討を行うとともに、原子力災害からの復興と

して、「応急対策、復旧対策」、「復興対策」及び「政府系研究機関の関連部門等

（単位：件、億円、％）

予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率 予算現額 支出済額 支出率

実施方法 A B C=B/A D E F=E/D G H I=H/G J K L=K/J

直轄等 a 199 31,286 16,135 51.5 42 7,541 4,093 54.2 523 45,820 6,563 14.3 764 84,647 26,792 31.6

直轄 82 5,366 3,327 62.0 29 1,845 1,499 81.2 226 6,998 2,350 33.5 337 14,209 7,178 50.5

補助 107 24,936 12,447 49.9 12 5,690 2,589 45.4 257 29,184 2,451 8.4 376 59,811 17,488 29.2

直轄、補助等 10 983 360 36.6 1 5 4 91.7 40 9,637 1,760 18.2 51 10,626 2,126 20.0

38 8,251 8,221 99.6 14 9,221 7,474 81.0 105 46,618 37,914 81.3 157 64,092 53,610 83.6

補助（基金） 10 1,819 1,819 100.0 4 3,365 3,365 100.0 53 22,297 22,126 99.2 67 27,482 27,311 99.3

補助（運営費交付金） 12 223 223 100.0 2 215 215 100.0 19 628 628 100.0 33 1,068 1,068 100.0

補助（拠出金） － － － － － － － － 4 83 83 99.9 4 83 83 99.9

出資 8 4,725 4,725 100.0 6 320 320 100.0 21 6,677 6,677 100.0 35 11,722 11,722 100.0

地方交付税交付金 1 1,200 1,200 100.0 1 4,573 3,573 78.1 1 16,635 8,134 48.8 3 22,408 12,907 57.6

上記以外のもの 7 283 252 89.3 1 747 － － 7 296 264 89.1 15 1,326 517 38.9

237 39,537 24,356 61.6 56 16,763 11,568 69.0 628 92,438 44,477 48.1 921 148,740 80,403 54.0

83.9 79.1 66.2 75.0 44.9 35.3 83.2 49.5 14.7 82.9 56.9 33.3

16.0 20.8 33.7 25.0 55.0 64.6 16.7 50.4 85.2 17.0 43.0 66.6

基金等 b

各補正予算の計 c=a+b

各補正予算に占める直轄等の
割合 d=a/c

各補正予算に占める基金等の
割合 e=b/c

補正予算 1次補正 2次補正 3次補正 計

事業
数

事業
数

事業
数

事業
数
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の福島県への設置等の促進」の3項目について迅速な対応を図るとされ、府省庁では、

2(5)ウ（120ページ）で後述するように、原子力災害からの復興に関連した各種事業

を実施している。

そこで、復興基本方針が策定された23年7月29日以降に成立した3次補正（予算現

額9兆2438億余円）で実施している628事業のうち、復興基本方針における復興施策

等との関連が明確にある562事業に着目して、上記7項目の復興施策等がどのように

実施されているか、特に、復興施策等の項目別の事業件数、予算現額、支出済額及

び支出率はどのようになっているか、さらに、2(3)ア（61ページ）で後述するよう

に、特定被災地域の地方公共団体が作成している復興計画に掲げられた施策にも着

目し、市町村が取り組もうとしている復興施策等と各府省庁が実施している復興事

業との関連についても検査した。

上記の562事業を復興施策等の項目別に分類すると、表28のとおりである。これら

の事業には基金等99事業（予算現額2兆7418億余円）が含まれていることから、基金

等を除いた463事業（予算現額2兆7289億余円）についても分類している。分類に当

たっては、被災した港湾施設を復旧する港湾整備事業のように、「災害に強い地域

づくり」、「地域経済活動の再生」及び「大震災の教訓を踏まえた国づくり」にも

寄与するなどとして複数の復興施策等項目にまたがっている事業が多数含まれてい

ることから、これらについては、各復興施策等項目にそれぞれ該当するとして、重

複して計上している。このため、総事業数は693件、うち基金等を除いた事業数は5

79件、基金等は114件となる。また、予算現額や支出済額についても、複数の復興施

策等項目にまたがっている事業については、各復興施策等の項目別に事業費を算出

することは困難であることから、該当する全ての復興施策等項目にその予算現額及

び支出済額を全額計上することとした。
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表28 復興施策等別の執行状況（平成23年度）

表28のとおり、復興基本方針の「5 復興施策」に掲げられた4項目に関連する事業

は延べ633件、「6 原子力災害からの復興」に掲げられた3項目に関連する事業は延

べ60件、合計693件であった。

各府省庁が復興事業を実施する際に掲げた復興施策についてみると、表28のとお

り、「5 復興施策」633件のうち、「大震災の教訓を踏まえた国づくり」の252件と

「地域経済活動の再生」の217件が多く、次いで「地域における暮らしの再生」の1

01件などとなっている。また、「6 原子力災害からの復興」の60件のうち、「応急

（単位：件、億円、％）

A D B E C=B/A F=E/D

５　復興施策 633 529 62,672 32,547 37,045 7,142 59.1 21.9
(1)災害に強い地域づくり 63 58 9,211 7,382 3,112 1,282 33.7 17.3

①高齢化や人口減少等に対応した新しい地域づくり 8 7 289 130 161 2 55.8 1.8
②「減災」の考え方に基づくソフト・ハードの施策の総動員 32 32 6,206 6,206 831 831 13.4 13.4
③土地利用の再編等を速やかに実現できる仕組み等 4 4 21 21 3 3 14.5 14.5
④被災者の居住の安定確保 8 6 2,478 971 1,929 422 77.8 43.4
⑤市町村の計画策定に対する人的支援、復興事業の担い手等 11 9 216 52 186 22 86.0 42.6

(2)地域における暮らしの再生 101 80 8,330 3,582 6,256 1,512 75.0 42.2
①地域の支え合い 39 31 2,096 1,835 1,340 1,084 63.9 59.0
②雇用対策 11 8 3,771 254 3,756 239 99.6 94.3
③教育の振興 38 30 2,339 1,407 1,093 161 46.7 11.5
④復興を支える人材の育成 6 4 77 38 62 23 80.7 61.5
⑤文化・スポーツの振興 7 7 46 46 2 2 5.8 5.8

(3)地域経済活動の再生 217 164 28,773 9,366 20,271 1,081 70.4 11.5
①企業、産業・技術等 67 52 6,739 1,118 5,725 104 84.9 9.3
②中小企業 26 9 6,648 136 6,522 10 98.1 7.8
③農業 29 27 407 341 179 113 44.0 33.1
④林業 10 9 1,777 378 1,425 25 80.1 6.8
⑤水産業 25 22 2,611 1,711 989 112 37.8 6.5
⑥観光 8 8 43 43 36 36 84.3 84.3
⑦コミュニティを支える生業支援 2 2 16 16 12 12 74.6 74.6
⑧二重債務問題等 11 2 2,425 51 2,351 0 96.9 0.4
⑨交通・物流、情報通信 24 24 2,168 2,168 507 507 23.3 23.3
⑩再生可能エネルギーの利用促進とエネルギー効率の向上 6 2 1,190 175 1,014 - 85.2 -
⑪環境先進地域の実現 3 2 843 3 840 0 99.6 21.4
⑫膨大な災害廃棄物の処理の促進 6 5 3,902 3,222 666 157 17.0 4.8

252 227 16,355 12,215 7,406 3,267 45.2 26.7
①電力安定供給の確保とエネルギー戦略の見直し 9 4 263 137 183 58 69.6 42.5
②再生可能エネルギーの導入促進及び省エネルギー対策等の推進 23 17 4,548 2,368 2,823 644 62.0 27.1
③世界に開かれた復興 27 23 306 141 207 42 67.7 30.1
④社会的包摂の実現と「新しい公共」の推進 6 5 18 9 16 7 87.7 76.8
⑤今後の災害への備え 169 160 11,044 9,384 4,159 2,499 37.6 26.6
⑥震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 18 18 173 173 15 15 8.6 8.6

６　原子力災害からの復興 60 50 3,994 2,957 1,881 844 47.0 28.5
(1)応急対策、復旧対策 58 49 3,599 2,957 1,486 844 41.2 28.5

①応急対策、各種支援、情報提供等 23 19 145 100 82 37 56.9 37.4
②安全対策・健康管理対策等 8 5 523 8 519 5 99.3 58.7
③賠償・行政サービスの維持等 8 8 313 313 21 21 6.7 6.7
④放射性物質の除去等 19 17 2,617 2,535 862 780 32.9 30.7

(2)復興対策 2 1 394 0 394 0 99.9 71.6
①医療産業の拠点整備 1 - 394 - 394 - 100.0 -
②再生可能エネルギーの拠点整備 1 1 0 0 0 0 71.6 71.6

- - - - - - - -

693 579 66,666 35,504 38,926 7,987 58.3 22.4計

(3)政府系研究機関の関連部門等の福島県への設置等の促進

(4)大震災の教訓を踏まえた国づくり

復興基本方針における

復興施策等

うち

基金

等を

除い

た件

数

うち基金

等を除い

た額

うち基金

等を除い

た額

うち基金

等を除い

た率

事業数 予算現額 支出済額 支出率



- 58 -

対策、復旧対策」の58件が大半を占めている。

復興基本方針には、復興施策等の項目別の内訳項目が掲げられていることから、

これら内訳項目についてみると、表28のとおり、「大震災の教訓を踏まえた国づく

り」の内訳項目である「今後の災害への備え」の169件、次いで「地域経済活動の再

生」の「企業、産業・技術等」の67件が多くなっている。

一方、特定被災区域の市町村においても、復興基本方針を受け、復興後の地域の

在り方を踏まえた復興施策を復興計画として、いち早く具体化して復興に取り組む

こととしている。そこで、24年7月末現在で、復興計画が策定されている84市町村が

取り組もうとしている復興施策についてみると、「5 復興施策」の「災害に強い地

域づくり」の項目では、「「減災」の考え方に基づくソフト・ハードの施策の総動

員」及び「被災者の居住の安定確保」の割合が高く、「地域における暮らしの再

生」の項目では、「地域の支え合い」及び「教育の振興」の割合が高く、「地域経

済活動の再生」の項目では、「交通・物流、情報通信」、「農業」及び「企業、産

業・技術等」の割合が高くなっている。また、「6 原子力災害からの復興」につい

ては、「応急対策、復旧対策」の項目の「応急対策、各種支援、情報提供等」の割

合が高くなっている。

国及び市町村が掲げる復興施策についてみると、各府省庁が最も多く掲げていた

「今後の災害の備え」は、防災基本計画の見直しや、津波災害に強い地域づくりを

推進するに当たっての全国で活用可能な一般的な制度の創設、東海・東南海・南海

地震による被害軽減のための対策の検討等であり、「大震災の教訓を踏まえた国づ

くり」や「地域経済活動の再生」など、国自らが実施する施策等が多く掲げられて

いた。また、市町村では、「地域における暮らしの再生」などのインフラの整備や

住民の安心・安全、コミュニティーに関する施策が多く掲げられているなどの特徴

が見受けられた。

復興施策等の項目別の予算現額及び支出済額についてみると、前記のとおり、複

数の復興施策等項目にまたがっている事業については、該当する全ての復興施策等

項目にその予算現額及び支出済額をそれぞれ計上していることから、前記562事業の

予算現額等の合計額とは一致しない。しかし、復興施策等の項目別の支出率につい

ては、該当する事業ごとの予算現額と支出済額の合計額を基に比率を算出している

ことから、その執行状況の一定の傾向を推し量ることが可能となる。
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そこで、復興施策等の執行状況についてみると、表28のとおり、「5 復興施策」

は、予算現額6兆2672億余円、支出済額3兆7045億余円、支出率59.1％となっている。

また、「6 原子力災害からの復興」は、予算現額3994億余円、支出済額1881億余円、

支出率47.0％となっている。

次に、復興施策等項目の内訳別の支出率についてみると、「5 復興施策」は、

「地域における暮らしの再生」の75.0％、「地域経済活動の再生」の70.4％の順と

なっている。また、「6 原子力災害からの復興」は、「復興対策」の99.9％、「応

急対策、復旧対策」の41.2％の順となっている。

基金等を除いた復興施策等の執行状況についてみると、事業数は、表28のとおり、

「5 復興施策」に関する事業延べ529件、「6 原子力災害からの復興」に関する事業

延べ50件、合計579件となっていた。また、「5 復興施策」は、予算現額3兆2547億

余円、支出済額7142億余円、支出率21.9％となっている。「6 原子力災害からの復

興」では、予算現額2957億余円、支出済額844億余円、支出率28.5％となっていて、

基金を含めた場合と比べて大きな差異が見受けられた。

基金等を除いた支出率の高い項目についてみると、「5 復興施策」は、「地域に

おける暮らしの再生」の42.2％、「大震災の教訓を踏まえた国づくり」の26.7％、

また、「6 原子力災害からの復興」では、「復興対策」の71.6％、「応急対策、復

旧対策」の28.5％の順となっている。

これらのことから、東日本大震災復旧・復興関係経費の執行に当たっては、計画に

基づき円滑かつ迅速に事業が実施されるよう、関係行政機関等が実施する事業の進捗

状況を的確に把握するとともに、施策の実施の推進及び総合調整を行いつつ、関係行

政機関等との連絡調整を速やかに行い、被災した地方公共団体の意向や要望、取り組

んでいる復興施策等を踏まえた経費の配分や事業費の積算を行うなどして、適切、有

効かつ効率的な執行に努める必要がある。また、東日本大震災からの復旧・復興事業

の執行に当たっては、多額の資金を交付するなどして新たに設置造成された基金によ

り事業を実施しているものが多数見受けられることから、これら基金についても適切

な管理等に努める必要がある。
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(3) 復興特別区域制度における各種計画の実施状況等

復興特別区域制度は、復興基本方針に基づき新たに創設された制度であり、地域が

主体となった復興を強力に支援するため、オーダーメードで地域における創意工夫を

活かして、旧来の発想にとらわれず、区域限定で思い切った規制・制度の特例や経済

的支援等の被災地からの提案を一元的かつ迅速に実現することを目的として、前述の

とおり、東日本大震災復興特別区域法により制度化された。同制度は、復興を担う地

方公共団体が、自らの被災状況や復興の方向性に合致し、活用等が可能な特例等を選

び取る仕組みとなっていて、地方公共団体は、個別の規制・手続の特例や税制上の特

例等を受けるために復興推進計画を、土地利用の再編を図りながら復興に向けたまち

づくり・地域づくりを進めることが必要な地域等において、土地利用の再編に係る特

例許可・手続の特例等を受けるために復興整備計画を、相当数の住宅、公共施設その

他の施設の滅失又は損壊等の著しい被害を受けた地域において復興交付金事業を実施

するために復興交付金事業計画をそれぞれ作成することとなっている。

また、復興基本方針は、復興特別区域制度を創設するに当たり、被災地域の要望を

踏まえ、土地利用再編手続の一元化、迅速化等の規制、手続等の特例措置を講ずると

ともに、必要となる税・財政・金融上の支援、地域の復興計画作りの進捗等に応じて、

国と被災した地方公共団体が協議し、必要となる特例等を迅速に措置していく仕組み

を導入することとしていて、被災した地方公共団体が、被災の状況を踏まえて復興に

関する基本的な考え方や施策の方向性をまとめる復興計画を独自に策定し、これを基

に復興に必要な施策を実行することを想定している。

そこで、まず、特定被災区域の227市町村の復興計画の策定状況及び復興計画におい

て掲げられている施策を検査するとともに、復興特別区域制度の復興推進計画、復興

整備計画及び復興交付金事業計画がどのように地方公共団体の復興に活用されている

かに着眼して、これらの計画の作成状況について検査した。

その結果、24年7月末現在で、84市町村において復興計画が作成されていた。また、

24年8月10日現在で、復興推進計画については144市町村、復興整備計画については21

市町村、復興交付金事業計画については82市町村、合計154市町村においていずれかの

計画が作成され活用されていた（巻末別表5、209～229ページ参照）。各市町村におけ

る復興計画の策定状況等並びに復興特別区域制度における復興推進計画、復興整備計

画及び復興交付金事業計画それぞれについて各市町村の活用状況をみると以下のとお
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りとなっていた。

ア 特定被災区域の市町村における復興計画の策定状況等

(ｱ) 特定被災区域の市町村における復興計画の策定状況

復興基本方針は、復興を担う行政主体について、住民に最も身近で地域の特性

を理解している市町村が基本となるものとし、国は、復興基本方針を示しつつ、

市町村が能力を発揮できるよう、現場の意向を踏まえ、各種の支援を実施するも

のとしている。

甚大な被害を受けた多くの市町村では、上記の復興基本方針を受け、専門家や

住民の意見を取り入れながら、復興後の地域の在り方を踏まえた復興施策を復興

計画として、いち早く具体化し、これを基にして、円滑かつ迅速にまちづくり、

地域づくりなどの復興に取り組むこととしている。

そこで、特定被災区域に指定されている227市町村の復興計画の策定状況を調べ

たところ、表29及び図5のとおり、24年7月末現在で37.0％に当たる84市町村にお

いて策定されていた。

これを、図6のとおり、津波による被害を受けた沿岸部の59市町村（以下「沿
(注2)

岸部の市町村」という。）とそれ以外の168市町村（以下「内陸部等の市町村」と

いう。）とに分けてみると、沿岸部の市町村では、23年12月末時点で35市町村

（59.3％）、24年7月末時点では46市町村（77.9％）の市町村が復興計画を策定し

ていた。沿岸部の市町村のうち、青森県、岩手県及び宮城県内の全ての市町村が

復興計画を策定していた一方で、福島第一原発の警戒区域に所在し長期避難を余

儀なくされた福島県内の4町並びに茨城県及び千葉県内の9市町村は復興計画を策

定していなかった。また、内陸部等の市町村では、復興計画を策定した市町村は、

23年12月末時点で12市町村（7.1％）にとどまっていたが、24年に入ってから徐々

に増加し、24年7月末時点では38市町村（22.6％）となっている。

このように、沿岸部の市町村の多くで復興計画が策定されているのは、沿岸部

の市町村では津波等による被害がより甚大であったことなどから、復興に向けて

の計画をいち早く具体化する必要性があったことがうかがわれる。

（注2） 59市町村 東日本大震災復興特別区域法の対象区域のうち、国土地理
院が公表（平成23年4月18日）した津波浸水地域のある市町村



- 62 -

表29 特定被災区域の227市町村における復興計画の策定状況

策定状況の 市町村数
うち沿岸部の市町村数 うち内陸部等の市町村

集計時点 （割合） （割合） 数（割合）

平成23年9月末 15( 6.6％) 12(20.3％) 3( 1.7％)

23年12月末 47(20.7％) 35(59.3％) 12( 7.1％)

24年3月末 79(34.8％) 43(72.8％) 36(21.4％)

24年7月末 84(37.0％) 46(77.9％) 38(22.6％)

24年7月末現在 143(62.9％) 13(22.0％) 130(77.3％)
未策定

計 227( 100％) 59( 100％) 168( 100％)

図5 特定被災区域の227市町村における復興計画の策定状況
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図6 沿岸部の市町村及び内陸部等の市町村

(注) 網掛けしてある市町村は、東日本大震災復興特別区域法の対象区域のうち、国土地理院が公表（平成2

3年4月18日）した津波浸水地域のある市町村
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(ｲ) 復興計画における施策

前記のように、多くの地方公共団体は、国が示した復興基本方針を踏まえるな

どして、復興に向けた施策を復興計画としてまとめている。そこで、復興計画を

策定している前記の84市町村が復興計画において掲げている施策を復興基本方針

が示した施策の項目別に分類することにより、各市町村が取り組むこととしてい

る復興施策についてみることとした。

その結果、表30のとおり、多くの市町村が取り組むこととしている復興施策は、

「5（1）災害に強い地域づくり」については、今後の災害に対する備え、防災に

資する対策、集団移転促進事業等に係る「②「減災」の考えに基づくソフト・ハ

ードの施策の総動員」（83市町村）、被災者の住居に関する施策に係る「④被災

者の居住の安定確保」（75市町村）となっていて、被害を受けた施設等の復旧に

とどまらず、今後の震災に備えた防災拠点施設の整備や公共施設の耐震化等「減

災」の考えに基づく事業や、仮の住まいでの生活を余儀なくされている住民の生

活の安定のための災害公営住宅の建設を計画している市町村が多く見受けられる。

そして、24年7月末現在、前記84市町村のうち、2(3)エ(ｳ)ｂ（81ページ）におい

て後述するように、47の市町村が復興交付金を活用して、防災集団移転促進事業、

災害公営住宅整備事業等の市街地や住居の再建に関連する事業を行うこととして

いて、その多くの市町村が、復興計画に「5（1）災害に強い地域づくり」に取り

組むとしている。

「5（2）地域における暮らしの再生」については、保健、医療、介護、福祉、

住まい等の住民の暮らしに関する多様な支援に係る「①地域の支え合い」（83市

町村）、被災した教育施設の防災機能の強化、被災児童等の支援等に係る「③教

育の振興」（79市町村）、文化及びスポーツの振興に関する施策等に係る「⑤文

化・スポーツの振興」（69市町村）を記述する市町村が多く見受けられ、このほ

かにも、医療、介護サービスの充実や、心のケア、地域住民同士のつながりの強

化等、住民の暮らしに関する多様な支援や、学校の耐震化等の防災機能の強化、

被災した生徒・児童等に対する授業料の免除や、健康相談等、被災地の未来を担

う子どもたちに対する支援を多くの市町村が記述している。

「5（3）地域経済活動の再生」については、産業の振興、企業の支援等に係る

「①企業、産業・技術等」（71市町村）、農林水産業の支援に係る「③農業」
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（74市町村）、観光の振興に係る「⑥観光」（70市町村）、災害に強い交通・物

流網の構築、情報通信技術の利活用促進等に係る「⑨交通・物流、情報通信」

（76市町村）を記述する市町村が多く見受けられ、このほかにも、既存の産業の

継続支援、新規産業の誘致、農地のがれき除去・除塩、観光資源を活用した観光

スタイルの構築、道路、港湾、臨海鉄道等の物流インフラの早期復興等を多くの

市町村が記述している。そして、24年8月3日現在、2(3)イ（67ページ）において

後述するように、これまでに半数超の市町村が復興推進計画を作成し、復興産業

集積関係の課税の特例等及び医療機器製造販売業等の許可基準の緩和の認定を受

けることとしていて、その多くの市町村が、復興計画に「5（3）地域経済活動の

再生」に取り組むとしている。
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表30 市町村の復興計画に掲げられている施策の復興課題別分類

(注) 割合は、80％以上を太字、20％未満を斜体で記載した。

①高齢化や人口減少に対応した新しい地域づくり 32 (38.0%) 22 (47.8%) 10 (26.3%)

②「減災」の考え方に基づくソフト・ハードの施策の総動員 83 (98.8%) 46 (100.0%) 37 (97.3%)

③土地利用の再編等を速やかに実現できる仕組み等 32 (38.0%) 29 (63.0%) 3 (7.8%)

④被災者の居住の安定確保 75 (89.2%) 44 (95.6%) 31 (81.5%)

⑤市町村の計画策定に対する人的支援、復興事業の担い手等 35 (41.6%) 24 (52.1%) 11 (28.9%)

①地域の支え合い 83 (98.8%) 46 (100.0%) 37 (97.3%)

②雇用対策 66 (78.5%) 39 (84.7%) 27 (71.0%)

③教育の振興 79 (94.0%) 46 (100.0%) 33 (86.8%)

④復興を支える人材の育成 20 (23.8%) 16 (34.7%) 4 (10.5%)

⑤文化・スポーツの振興 69 (82.1%) 39 (84.7%) 30 (78.9%)

①企業、産業・技術等 71 (84.5%) 41 (89.1%) 30 (78.9%)

②中小企業 55 (65.4%) 34 (73.9%) 21 (55.2%)

③農業 74 (88.0%) 42 (91.3%) 32 (84.2%)

④林業 34 (40.4%) 17 (36.9%) 17 (44.7%)

⑤水産業 41 (48.8%) 40 (86.9%) 1 (2.6%)

⑥観光 70 (83.3%) 39 (84.7%) 31 (81.5%)

⑦コミュニティを支える生業支援 48 (57.1%) 27 (58.6%) 21 (55.2%)

⑧二重債務問題等 16 (19.0%) 14 (30.4%) 2 (5.2%)

⑨交通・物流、情報通信 76 (90.4%) 45 (97.8%) 31 (81.5%)

⑩再生可能エネルギーの利用促進とエネルギー効率の向上 67 (79.7%) 36 (78.2%) 31 (81.5%)

⑪環境先進地域の実現 26 (30.9%) 16 (34.7%) 10 (26.3%)

⑫膨大な災害廃棄物の処理の促進 52 (61.9%) 34 (73.9%) 18 (47.3%)

①震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 52 (61.9%) 39 (84.7%) 13 (34.2%)

①応急対策、各種支援、情報提供等 63 (75.0%) 28 (60.8%) 35 (92.1%)

②安全対策・健康管理対策等 45 (53.5%) 13 (28.2%) 32 (84.2%)

③賠償・行政サービスの維持等 32 (38.0%) 7 (15.2%) 25 (65.7%)

④放射性物質の除去等 34 (40.4%) 8 (17.3%) 26 (68.4%)

⑤医療産業の拠点整備 4 (4.7%) 2 (4.3%) 2 (5.2%)

⑥再生可能エネルギーの拠点整備 12 (14.2%) 8 (17.3%) 4 (10.5%)

⑦政府系研究機関の関連部門等の福島県への設置等の促進 5 (5.9%) 3 (6.5%) 2 (5.2%)

5. 復興施策

　(1)災害に強い地域づくり

　（4）大震災の教訓を踏まえた国づくり

　(3)地域経済活動の再生

　(2)地域における暮らしの再生

6.原子力災害からの復興

市町村が策定した復興計画

左の分類に相当する内容を復興計画に掲げた市町村数（割合）

津波による浸水被
害のあった市町村

数（割合）

内陸部等の市町村

数（割合）

「東日本大震災からの復興の基本方針」の分類

国が決定した基本方針
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そして、これを沿岸部の市町村、内陸部等の市町村の別でみると、沿岸部の市

町村では「5（1）③土地利用の再編等を速やかに実現できる仕組み等」、「5

（3）⑤水産業」、「5（4）①震災に関する学術調査、災害の記録と伝承」の割合

が相対的に高くなっている。土地利用の再編については、土地利用方針の策定に

当たり、住民の意向を踏まえた住宅の高台移転や避難場所等の整備、安全性及び

利便性に配慮したインフラの整備等の一体的な推進等について記述している市町

村が多く見受けられ、2(3)ウ（69ページ）において後述するように、これまでに、

沿岸部の28市町村において復興整備協議会が組織され、復興整備計画の作成が行

われている。また、震災に関する記録の収集及び伝承、鎮魂及び復興の象徴とな

る施設の整備、水産業の復興に向けた海底のがれき除去や卸売市場等の施設の復

旧、堤防の耐震化等の促進、漁船の安全確保や漁業再開の支援を通じた産業の立

て直しなどに関する事業を検討する市町村が多く見受けられた。

イ 復興推進計画の認定状況

復興推進計画は、1(3)オ(ｱ)（21ページ）のとおり、地方公共団体が単独又は共同

して作成し、復興庁の長である内閣総理大臣の認定を受けることにより、住宅、産

業、まちづくり、医療・福祉等の各分野にわたる規制・手続に関する特例や雇用の

創出等を支援する税・金融上の特例の適用を受けることができることとされている。

これまでに、青森、岩手、宮城、福島、茨城各県の地方公共団体から申請された20

の復興推進計画における28分類の特例が認定されている（24年8月3日現在。巻末別

表6、230～234ページ参照）。

上記の特例のうち、多くの地方公共団体の区域で認定されている特例は、図7のと

おり、復興産業集積関係の課税の特例等（143市町村）、医療機器製造販売業等の許

可基準の緩和（127市町村）及び医療機関・介護施設等に係る基準等の特例（127市

町村）である。
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図7 特例の認定状況（平成24年8月3日現在）

復興産業集積関係の課税の特例等には、企業等の新規立地促進税制(新設企業を5

年間無税とする措置)、事業用設備等の特別償却、被災者雇用に係る法人税等の特別

控除、研究開発税制の特例等のほか、地方公共団体の地方税の課税免除又は不均一

課税に伴う減収に対する補塡措置がある。東日本大震災により多数の被災者が離職

を余儀なくされ、又は生産活動の基盤に著しい被害を受けた地域を有する地方公共

団体は、単独で、又は同地域と一定の関係を有する地域がある地方公共団体と共同

で、これらの地域に課税の特例を適用する復興産業集積区域を設定した復興推進計

画を作成し、同計画の認定により、産業の形成及び活性化を通じて雇用機会の確保

に寄与する事業の促進を図ることができる。24年8月3日現在の認定状況についてみ

ると、青森、岩手、宮城、福島、茨城各県の区域において、各県及び県内市町村が

作成主体となり共同申請した復興推進計画において認定されているほか、宮城県の

仙台、塩竈、石巻各市では、これに加えて、共同申請した復興推進計画とは異なる

産業分野の産業集積区域に係る市単独の復興推進計画において認定されている。

医療機器製造販売業等の許可基準の緩和は、道県が医療機器製造販売業等促進事

業を復興推進計画で定めることにより、医療機器の製造販売業者の総括製造販売責

任者及び製造業の責任技術者の資格要件の一つである実務経験の要件に関する基準

について、品質管理及び製造販売後安全管理上並びに保健衛生上の観点から薬事法
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施行規則（昭和36年厚生省令第1号）に定める許可基準に相当する基準を定めること

で許可基準の緩和を認めるものであり、同日現在、東北3県の復興推進計画において

認定されている。

医療機関・介護施設等に係る基準等の特例は、道県が地域医療確保事業を復興推

進計画で定めることにより、復興推進計画の区域内の病院又は介護施設等に対して、

他の病院又は診療所との密接な連携を確保するなど適切な医療等を提供するため

の取組を行うと認められる病院等であることなどの一定の条件の下で、その置く

べき医師数等の標準や介護施設の開設の条件について緩和を認めるものであり、同

日現在、東北3県の復興推進計画において認定されている。

一方、これまでに認定の実績がない特例もあるが、復興庁は、これらについても

地方公共団体の関心は高く、地方公共団体から相談を受けているものもあり、復興

の進捗に応じて活用が進むものもあるとしている。

このような状況の中、地域の実情や産業に応じて、それまで他の地方公共団体に

おいて活用の実績がなかった特例に係る復興推進計画を申請したり、県との共同申

請の復興推進計画に含まれない産業分野の集積に係る復興推進計画を申請したりし

て、復興の促進・加速に役立てようとしている地方公共団体も見受けられる。これ

らの市町村の取組は、他の地方公共団体の参考になるものもあると考えられること

から、復興庁において、特例の活用事例等について周知するなどして、他の特例の

活用を促したり、助言を行ったりして、地方公共団体に対する迅速かつ着実な支援

に寄与することが期待される。

ウ 復興整備計画の作成状況

復興整備計画は、1(3)オ(ｲ)（21ページ）のとおり、土地利用の再編に係る特例許

可・手続の特例等を受けるために市町村が単独又は道県と共同して作成する計画で

あり、復興整備協議会での協議を経るなどして、事業に必要な許可の特例が適用さ

れるものである。復興整備計画及び復興整備協議会の状況（24年8月10日現在）を示

すと、表31のとおりであり、28市町村が復興整備協議会を組織して復興整備計画を

作成済み又は作成中としており、そのうち21市町村が公表している。復興整備計画

を作成できる市町村は津波浸水地域を含む市町村のほか、原子力発電所の事故の影

響により土地利用を見直す必要が生じ得る地域を含む市町村や地盤の液状化や崩落

を始めとする各種被害からの市街地の円滑かつ迅速な復興を図る必要がある地域を
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含む市町村等であるが、上記の28市町村は全て沿岸部の市町村であり、内陸部等の

市町村で復興整備協議会を組織して復興整備計画を作成済み又は作成中としている

市町村はない。

表31 復興整備計画及び復興整備協議会の状況（平成24年8月10日現在）

(注) 市町村名の左に｢*｣がある市町村は、津波による被害を受けた沿岸部の市町村である。

また、各市町村が作成する復興整備計画には、復興整備計画の区域及び目標や土

地利用方針のほか、復興整備計画の目標を達成するために必要な事業（以下「復興

整備事業」という。）を記載することとなっている。復興整備事業については、実

県名
復 興整備協
議 会の有無

復興整備 計
画の有 無

復興整備 計画の公表日

* 宮古市 ○ - -

* 大船渡 市 ○ ○ 24年 3月 30日

* 久慈市 ○ ○ 24年 8月 1日

24年 3月 30日

24年 8月 1日（第 1回変 更）

* 釜石市 ○ ○ 24年 8月 2日

* 大槌町 ○ - -

* 山田町 ○ ○ 24年 3月 30日

* 岩泉町 ○ - -

* 田野畑 村 ○ ○ 24年 8月 1日

* 野田村 ○ ○ 24年 3月 30日

* 仙台市 ○ ○ 24年 7月 9日

24年 3月 30日

24年 4月 27日（第 1回 変更）

24年 7月 9日（第 2回変 更）

24年 8月 7日（第 3回変 更）

* 塩竈市 ○ - -

24年 5月 25日

24年 7月 9日（第 1回変 更）

* 名取市 ○ ○ 24年 3月 30日

24年 3月 30日

24年 5月 30日（第 1回 変更）

24年 5月 30日

24年 8月 7日（第 1回変 更）

* 亘理町 ○ ○ 24年 7月 9日

* 山元町 ○ ○ 24年 3月 30日

* 松島町 ○ - -

* 七ヶ浜 町 ○ - -

* 利府町 ○ - -

24年 3月 30日

24年 7月 9日（第 1回変 更）

24年 7月 9日

24年 8月 3日（第 1回変 更）

24年 6月 12日

24年 8月 3日（第 1回変 更）

24年 6月 12日

24年 8月 3日（第 1回変 更）

* 南相馬 市 ○ ○ 24年 8月 6日

* 新地町 ○ ○ 24年 8月 3日

市町村名

*

*

*

*

岩手県

*

*

*

*

*

○

○

石巻市 ○ ○

気仙沼 市 ○ ○

○

岩沼市

女川町 ○

陸前高 田市

○

宮城県

南三陸 町 ○ ○

福島県

いわき 市 ○ ○

相馬市 ○

○ ○

東松島 市 ○ ○
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施主体、実施区域、実施予定期間等について、公聴会を開催するなど住民の意向を

反映したものとして構想が固まっていれば、事業計画や設計といった詳細が固まっ

ていない段階でも、復興整備計画に記載することができることとされており、これ

を記載することにより、各種の特例措置を適用することが可能となる。そして、各

種の特例措置には、土地利用基本計画の変更等の設定区域の変更等や農地転用の許

可等許認可に関するもの、それらの手続に関するものなど復興整備事業に共通して

適用できるもののほか、各々の復興整備事業に関する特例もある。

復興整備事業には、東日本大震災復興特別区域法に基づき、市街地開発事業等計

13の事業が掲げられており、前記の21市町村が公表した復興整備計画に記載した復

興整備事業について、事業別に市町村数等を示すと表32のとおりとなる。事業別の

市町村数の多い事業は、集団移転促進事業、市街地開発事業及び都市施設の整備に

関する事業である。
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表32 復興整備事業別の市町村数等（平成24年8月10日現在）

(ｱ) 集団移転促進事業（17市町村）

集団移転促進事業は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第1項又は第

2項の規定に基づく都市計画区域における開発行為の許可や農地法（昭和27年法律

第229号）第4条第1項又は第5条第1項の規定に基づく農地転用の許可等事業実施の

ために必要な許認可が緩和されるなどとともに、個別法において必要となる許認

可は復興整備協議会において一括して処理される。また、集団移転促進事業に関

する特例として、現行制度上、市町村が作成することとされていた集団移転促進

事業計画は、県が作成できることとされるとともに、公益的施設の用地の造成等

に要する経費の一部を国が補助することとし、かつ、住宅団地の用地を造成等し

た後に譲渡する場合であっても、当該用地の造成等に要する経費が譲渡の対価を

復興整備事業 市町村数 市町村名

市街地開発事業 8市町村
陸前高田市、釜石市、野田村、石巻市、名
取市、東松島市、女川町、いわき市

土地改良事業 1市 釜石市

復興一体事業 ― ―

集団移転促進事業 17市町村

大船渡市、陸前高田市、釜石市、山田町、
野田村、仙台市、石巻市、気仙沼市、岩沼
市、東松島市、亘理町、女川町、南三陸
町、いわき市、相馬市、南相馬市、新地町

住宅地区改良事業 ― ―

都市施設の整備に関する事業 6市町村
久慈市、陸前高田市、釜石市、野田村、名
取市、南三陸町

津波防護施設の整備に関する事業 ― ―

漁港漁場整備事業 ― ―

保安施設事業 ― ―

液状化対策事業 ― ―

造成宅地滑動崩落対策事業 ― ―

地籍調査事業 ― ―

その他施設の整備に関する事業 13市町村
久慈市、釜石市、田野畑村、石巻市、岩沼
市、東松島市、亘理町、山元町、南三陸
町、いわき市、相馬市、南相馬市、新地町

計 21市町村
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上回る場合には、当該経費の一部を国が補助することとされている。

(ｲ) 市街地開発事業（8市町村）

市街地開発事業は、都市計画法第4条第2項等の規定に基づく都市計画区域の指

定、変更又は廃止等設定区域の変更等や農地法第4条第1項又は第5条第1項の規定

に基づく農地転用の許可等、事業実施のために必要な許認可が緩和されるなどと

ともに、個別法において必要となる許認可は復興整備協議会において一括して処

理される。また、土地区画整理事業の特例として、現行制度上、地方公共団体は、

市街化調整区域において土地区画整理事業を施行することができないが、被災地

域の円滑かつ迅速な復興のため、市街化調整区域において、土地区画整理事業を

施行できることとされている。

(ｳ) 都市施設の整備に関する事業（6市町村）

都市施設の整備に関する事業は、都市計画法第11条第1項各号に掲げる道路、公

園等の整備に関する事業について、国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第9条

第1項に規定する土地利用基本計画の変更等設定区域の変更等や農地法第4条第1項

又は第5条第1項の規定に基づく農地転用の許可等、事業実施のために必要な許認

可が緩和されるなどとともに、個別法において必要となる許認可は復興整備協議

会において一括して処理される。

一方、13復興整備事業のうち、復興整備計画に全く記載されていない復興整備事

業は、24年8月10日現在で、復興一体事業、住宅地区改良事業、津波防護施設の整備

に関する事業、漁港漁場整備事業、保安施設事業、液状化対策事業、造成宅地滑動

崩落対策事業及び地籍調査事業の8事業である。

エ 復興交付金事業計画の申請、交付状況等

(ｱ) 復興交付金事業計画の提出から復興交付金の交付決定までの手続

復興交付金事業計画は、1(3)オ(ｳ)（21ページ）のとおり、東日本大震災による

相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損壊等の著しい被害を受けた地

域の市町村又は各市町村と道県が共同して円滑かつ迅速な復興のために実施する

必要がある事業に関して作成するものであり、基幹事業及び効果促進事業のうち

復興交付金事業計画に定めた目標を実現するために必要な事業を復興交付金事業

計画に記載し、復興庁に提出することとされている。復興交付金事業計画の提出

を受けた復興庁は、復興交付金事業計画に係る事業に要する経費について、事業
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を所管する関係5省と協議し、関係5省が交付の事務を行うこととなる事業ごとの

交付額を明らかにして、予算の範囲内で配分計画を作成し、これに基づき関係5省

へ予算の移替えを行うこととなっている。これとともに、復興庁は、復興交付金

事業計画を提出した市町村又は県に対して、配分計画に基づく交付可能額を通知

することとされている。

この配分計画の作成に当たって、復興庁は、東日本大震災復興特別区域法、東

日本大震災復興交付金制度要綱等に基づき、市町村又は各道県から提出された交

付金事業計画の事業が、相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損壊等

の著しい被害を受けた地域の円滑かつ迅速な復興のための事業に該当するかどう

かなどを判断した上で、復興交付金事業等の必要性、効率性、事業実施の確実性

及び進捗状況等を勘案し、復興交付金の交付可能額を決定することとしている。

そして、交付可能額の通知に基づき、市町村又は道県は、復興庁を経由して、

関係5省に対し、関係5省がそれぞれ定める交付要綱等に基づき、交付の申請を行

うこととなっている。交付申請を受けた関係5省は、これについて審査して、交付

決定を行い、復興交付金を交付することとしている（図8参照）。また、市町村又

は道県は、事業の実施に当たり基金を造成して、復興交付金事業計画の計画期間

内にこれを取り崩して事業を実施することができることとなっている。なお、復

興交付金事業計画に係る事業を全て終了したときは、基金の残余額を国庫に返納

しなければならないこととされている。

図8 復興交付金事業計画の提出から復興交付金の交付決定までの流れ
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(ｲ) 復興交付金の交付状況

復興庁は、24年7月までに計3回の復興交付金事業計画を各市町村から受け付

けており、第1回復興交付金事業計画は同年1月31日、第2回復興交付金事業計画

は4月4日、第3回復興交付金事業計画は6月26日をそれぞれ提出期限としていた。

そして、復興庁は、第1回復興交付金事業計画については同年3月2日に、第2回

復興交付金事業計画については5月25日に、第3回復興交付金事業計画について

は8月24日に、それぞれ各市町村に対して交付可能額を通知している。

会計検査院は、会計実地検査において復興庁から第1回復興交付金及び第2回

復興交付金の復興交付金事業計画（上記提出期限時点のもの）及び交付可能額

通知の提出を受けるなどして、復興交付金の交付状況について検査した。その

結果、各市町村が復興庁に提出した復興交付金事業計画、復興庁が各市町村に

通知した交付可能額及び交付可能額に基づく復興交付金の交付済額は、表33の

とおりである。なお、復興交付金事業計画には23年度から27年度までの要望に

係る年度ごとの事業費を記載することになっていて、復興庁は、直近の年度の

要望事業費を当面の要望事業費としてとりまとめて、公表している。

復興庁は、表33及び図9のとおり、市町村から計3回の復興交付金事業計画の

提出を受け、第1回復興交付金については市町村からの当面の要望事業費計493

9億余円に対して3054億余円を対象事業費として計2510億余円、第2回復興交付

金については同2139億余円に対してこれを上回る3165億余円を対象事業費とし

て計2611億余円、それぞれ交付可能額として通知している。また、第1回復興交

付金及び第2回復興交付金の交付対象事業費計6220億余円（復興交付金交付可能

額計5122億余円）のうち、効果促進事業の交付対象事業費は、第1回交付可能額

で60億余円、第2回交付可能額で521億余円、計581億余円となっている。
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表33 復興交付金交付回数別当面の要望事業費、交付可能額及び交付済額
（単位：百万円）

注(1）復興交付金事業計画（提出期限時点のもの）及び交付可能額通知の計数は、会計実地検査において

復興庁から提出された復興交付金事業計画を基に会計検査院が集計したものである。このうち復興

交付金事業計画は修正されることがあるため、当面の要望事業費は集計時点により変動する。

注(2) 交付済額の計数は、会計実地検査において関係5省から提出された復興交付金に係る調書を基に会

計検査院が集計したものである。

注(3) 当面の要望事業費は、第1回復興交付金については平成23、24両年度の事業費であり、第2回復興交

付金及び第3回復興交付金については24年度の事業費である。

図9 復興交付金交付回数別当面の要望事業費及び交付可能額

当面の要望事業費 493,943 213,957 143,148
交付対象事業費 305,488 316,538 －
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(ｳ) 復興交付金の市町村別及び事業別の交付可能額

復興交付金が配分されている市町村の傾向や、これにより市町村が実施する事

業の傾向を把握するため、第1回交付可能額及び第2回交付可能額について市町村

別及び事業別でみると次のとおりとなる。

ａ 復興交付金の市町村別の交付可能額

前記の第1回交付可能額及び第2回交付可能額は、82市町村（交付対象事業費

6220億余円）に対して通知されたものである。

そこで、県別の交付対象事業費をみると、表34及び図10のとおり、第1回は、

岩手県内の13市町村に対する957億余円（交付対象事業費全体の31.3％）、宮城

県内の19市町に対する1437億余円（同47.0％）、福島県内の11市町村に対する

603億余円（同19.7％）、その他4県内の16市町村に対する56億余円（同1.8％）

となっており、第1回交付可能額は、東北3県の交付対象事業費2998億余円（同

98.1％）に対するものがほとんどとなっていた。

第2回は、岩手県内の12市町村に対する980億余円（交付対象事業費全体の30.

9％）、宮城県内の20市町に対する1703億余円（同53.8％）、福島県内の20市町

村に対する370億余円（同11.7％）、その他5県内の19市町村に対する110億余円

（同3.4％）となっており、第2回交付可能額も、東北3県の交付対象事業費305

5億余円（同96.5％）に対するものがほとんどとなっていた。

一方、第1回交付可能額と第2回交付可能額を比較すると、東北3県以外の県の

市町村への交付可能額の交付対象事業費は56億余円から110億余円へ、交付対象

事業費全体に占める割合は1.8％から3.4％に上昇している。

表34 復興交付金の交付可能額に係る交付対象事業費の県別内訳

岩手県 宮城県 福島県 その他 全体

市町村数 13市町村 19市町 11市町村 16市町村 59市町村

交付対象事業費（百万円） 95,720 143,780 60,343 5,645 305,488

全体に占める割合（％） 31.3 47.0 19.7 1.8 100.0

市町村数 12市町村 20市町 20市町村 19市町村 71市町村

交付対象事業費（百万円） 98,060 170,363 37,092 11,021 316,538

全体に占める割合（％） 30.9 53.8 11.7 3.4 100.0

市町村数 14市町村 22市町 22市町村 24市町村 82市町村

交付対象事業費（百万円） 193,781 314,143 97,435 16,666 622,027

全体に占める割合（％） 31.1 50.5 15.6 2.6 100.0

第1回交
付可能額

第2回交
付可能額

計

区分
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図10 復興交付金の交付可能額に係る交付対象事業費の県別内訳

また、前記の交付対象事業費6220億余円について、第1回交付可能額、第2回

交付可能額別、沿岸部の市町村、内陸部等の市町村別に分けると、表35及び図

11のとおり、第1回交付可能額の交付対象事業費については、沿岸部の45市町村

に対する3017億余円（交付対象事業費全体の98.7％）、内陸部等の14市町村に

対する37億余円（同1.2％）となっており、第1回交付可能額はそのほとんどが

沿岸部の市町村に対するものとなっている。

第2回交付可能額の交付対象事業費については、沿岸部の43市町村に対する3

035億余円（交付対象事業費全体の95.8％）、内陸部等の28市町村に対する129

億余円（同4.1％）となっており、第2回交付可能額についてもそのほとんどが

沿岸部の市町村に対するものとなっている。

一方、第1回交付可能額と第2回交付可能額とを比較すると、内陸部等の市町

村への交付可能額の交付対象事業費も37億余円から129億余円へ増額されており、

交付対象事業費全体に占める割合も1.2％から4.1％に上昇している。

岩手県

98,060

岩手県

95,720

宮城県

170,363

宮城県

143,780

福島県

37,092

福島県

60,343

その他

11,021

その他

5,645

0 100,000 200,000 300,000 400,000

第 2回交付可能額

第1回交付可能額

交付対象事業費 (百万円）



- 79 -

表35 復興交付金の交付可能額の沿岸部の市町村、内陸部等の市町村別内訳

図11 復興交付金の交付可能額の沿岸部の市町村、内陸部等の市町村別内訳

以上のように、第1回交付可能額及び第2回交付可能額の配分は、ほとんどが

東北3県の市町村や沿岸部の市町村に配分されているが、表34及び表35のとおり、

第2回交付可能額では第1回交付可能額より、東北3県以外の市町村や内陸部等へ

の市町村への交付可能額が上昇している。これらについて、復興交付金の市町

村別の交付可能額を示すと表36のとおりである。

沿岸部の市町村 内陸部等の市町村 全体

市町村数 45市町村 14市町村 59市町村

交付対象事業費（百万円） 301,757 3,731 305,488

全体に占める割合（％） 98.7 1.2 100.0

市町村数 43市町村 28市町村 71市町村

交付対象事業費（百万円） 303,555 12,982 316,538

全体に占める割合（％） 95.8 4.1 100.0

市町村数 49市町村 33市町村 82市町村

交付対象事業費（百万円） 605,312 16,714 622,027

全体に占める割合（％） 97.3 2.6 100.0

第1回交付
可能額
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表36 復興交付金の市町村別の交付可能額 （単位：百万円）

交付対象

事業費

復興交付金

〔国費〕

交付対象

事業費

復興交付金

〔国費〕

交付対象

事業費

復興交付金

〔国費〕

青森県

* 八戸市 1,624 1,411 79 63 1,704 1,474

* 三沢市 30 22 - - 30 22

* おいらせ町 30 22 - - 30 22

* 階上町 146 109 15 11 161 121

岩手県

* 宮古市 13,488 11,013 2,767 2,243 16,255 13,256

* 大船渡市 9,867 8,485 8,395 5,903 18,263 14,388

北上市 - - 12 8 12 8

* 久慈市 1,423 995 2,080 1,555 3,503 2,550

一関市 242 182 - - 242 182

* 陸前高田市 13,797 11,520 28,170 22,467 41,968 33,988

* 釜石市 17,572 14,853 16,493 13,738 34,065 28,592

* 大槌町 12,619 10,800 4,690 4,038 17,309 14,839

* 山田町 7,926 6,816 31,790 27,007 39,716 33,823

* 岩泉町 2,963 2,342 596 481 3,559 2,823

* 田野畑村 9,238 7,539 2,085 1,633 11,324 9,172

* 普代村 1,306 924 263 210 1,569 1,134

* 野田村 4,017 3,340 716 568 4,734 3,909

* 洋野町 1,256 948 - - 1,256 948

宮城県

* 仙台市 50,982 40,753 43,687 37,364 94,670 78,117

* 石巻市 15,145 12,329 30,882 25,405 46,027 37,735

* 塩竈市 7,190 5,543 2,058 1,762 9,248 7,306

* 気仙沼市 5,316 4,225 6,136 5,234 11,452 9,459

白石市 549 414 - - 549 414

* 名取市 7,986 6,336 1,572 1,244 9,558 7,580

* 多賀城市 4,562 3,895 669 502 5,232 4,398

* 岩沼市 3,104 2,516 17,605 15,075 20,709 17,592

登米市 15 11 631 552 647 564

栗原市 - - 116 101 116 101

* 東松島市 8,474 7,071 15,767 13,287 24,242 20,358

大崎市 1,021 887 3,256 2,830 4,277 3,718

* 亘理町 13,215 11,271 23,365 18,630 36,580 29,901

* 山元町 5,796 4,780 12,223 9,623 18,019 14,404

* 松島町 1,042 863 427 326 1,469 1,189

* 七ヶ浜町 6,743 5,748 1,779 1,337 8,522 7,085

* 利府町 363 271 438 340 801 611

大郷町 - - 71 59 71 59

涌谷町 - - 723 631 723 631

美里町 4 3 - - 4 3

* 女川町 5,169 3,926 7,464 6,341 12,634 10,267

* 南三陸町 7,096 5,380 1,486 1,163 8,582 6,544

福島県

福島市 - - 5 3 5 3

郡山市 87 65 32 24 120 90

* いわき市 15,336 12,159 15,168 12,766 30,505 24,925

白河市 - - 70 52 70 52

須賀川市 33 24 154 116 187 141

* 相馬市 19,686 16,538 4,838 3,785 24,524 20,323

二本松市 30 22 20 13 50 36

田村市 - - 11 7 11 7

* 南相馬市 23,054 20,021 6,079 4,915 29,134 24,936

桑折町 - - 208 156 208 156

国見町 - - 12 9 12 9

鏡石町 20 15 58 44 78 59

西郷村 579 434 - - 579 434

矢吹町 - - 30 22 30 22

矢祭町 - - 349 262 349 262

石川町 - - 55 41 55 41

* 広野町 65 49 1,368 1,117 1,433 1,167

* 楢葉町 - - 204 171 204 171

川内村 - - 330 250 330 250

* 双葉町 68 52 - - 68 52

* 新地町 1,380 1,129 7,955 6,743 9,336 7,872

飯舘村 - - 139 104 139 104

市町村名

第 1回交付可能額 第2回交付可能額 計
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(注) 市町村名の左に｢*｣がある市町村は、津波による被害を受けた沿岸部の市町村である。

b 復興交付金の事業別の交付可能額

前記のとおり、復興交付金事業計画に記載する事業には、基幹事業とされる

5省40事業がある。これらのうち、第1回復興交付金及び第2回復興交付金の交付

対象事業費における交付可能額は、5省35事業に対するものとなっている。

東日本大震災により沿岸の市町村において建物が全壊した戸数は約12万戸、

半壊した戸数は約19万戸であったが、基幹事業のうち、市街地や住宅の再建に

関連する事業としては、表37の5事業（以下「市街地・居住地復興のための5事

業」という。）が挙げられる。

交付対象

事業費

復興交付金

〔国費〕

交付対象

事業費

復興交付金

〔国費〕

交付対象

事業費

復興交付金

〔国費〕

茨城県

* 水戸市 - - 371 325 371 325

* 日立市 - - 201 141 201 141

* 高萩市 38 32 366 284 404 317

* 北茨城市 22 16 2,606 2,280 2,628 2,296

* ひたちなか市 698 544 180 137 878 681

* 鹿嶋市 554 461 29 22 583 483

潮来市 177 125 304 228 482 354

稲敷市 - - 141 105 141 105

* 神栖市 418 314 69 51 487 366

* 大洗町 274 214 190 145 464 360

* 東海村 637 478 - - 637 478

栃木県

矢板市 807 614 - - 807 614

千葉県

千葉市 - - 12 9 12 9

* 旭市 - - 219 165 219 165

我孫子市 - - 239 173 239 173

浦安市 92 69 4,213 3,274 4,306 3,343

香取市 70 52 701 577 771 629

山武市 21 16 - - 21 16

新潟県

十日町市 - - 92 77 92 77

長野県

栄村 - - 988 837 988 837

計 305,488 251,016 316,538 261,192 622,027 512,208

市町村名

第1回交付可能額 第2回交付可能額 計
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表37 市街地・居住地復興のための5事業

事業名 事業の概要

漁業集落防災機能強化事業（漁 被災地の漁業集落において、安全安心な居住環境を確保するた

業集落地盤嵩上げ、生活基盤整 めの地盤嵩上げ、生活基盤や防災安全施設の整備等を実施し、
備等） 災害に強い漁業地域づくりを推進

災害公営住宅整備事業（災害公 東日本大震災による被災者の居住の安定確保を図るため、災害

営住宅整備事業、災害公営住宅 公営住宅の整備等に係る費用を支援

用地取得造成費等補助事業等）

津波復興拠点整備事業 復興の拠点となる市街地（一団地の津波防災拠点市街地形成施
設）を用地買収方式で緊急に整備する事業に対して支援を行う

津波復興拠点整備事業を創設

都市再生区画整理事業（被災市 広範かつ甚大な被災を受けた市街地の復興に対応するため、そ

街地復興土地区画整理事業等） れぞれの地域の復興ニーズに的確に対応し、被災市街地復興土

地区画整理事業等（緊急防災空地整備事業、都市再生事業計画

案作成事業、被災市街地復興土地区画整理事業）により緊急か
つ健全な市街地の復興を推進

防災集団移転促進事業 東日本大震災により被災した地域において、住民の居住に適当

でないと認められる区域内の住居の集団移転を支援

復興交付金の交付可能額に係る交付対象事業費についてみると、上位3事業は、

図12のとおり、24市町に対する防災集団移転促進事業（交付対象事業費2178億

余円（交付対象事業費全体の35.0％））、45市町村に対する災害公営住宅整備

事業（災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事業等）

（同1785億余円（同28.7％））及び18市町に対する都市再生区画整理事業（被

災市街地復興土地区画整理事業等）（同368億余円（同5.9％））である。
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図12 復興交付金の第1回交付可能額及び第2回交付可能額に

係る交付対象事業費の事業別内訳（全市町村分）

また、市街地・居住地復興のための5事業の交付対象事業費は、前記の82市町

村に対する交付対象事業費6220億余円のうち、47市町村に対する4528億余円

（交付対象事業費全体の72.7％）となっており、復興交付金事業においては市

街地・居住地復興のための5事業が占める割合が大きくなっている。

一方、復興交付金の交付可能額に係る交付対象事業費が全くない事業は、医

療施設耐震化事業、公営住宅等ストック総合改善事業（耐震改修、エレベータ

ー改修）、住宅地区改良事業（不良住宅除却、改良住宅の建設等）、住宅市街

地総合整備事業（住宅市街地の再生・整備）及び都市再生区画整理事業（市街

地液状化対策事業）である。

沿岸部の市町村と内陸部等の市町村別に、復興交付金の交付可能額に係る各

事業の交付対象事業費をみると、沿岸部の市町村における交付対象事業費の上

位3事業は、図13のとおり、24市町村に対する防災集団移転促進事業（交付対象

事業費2178億余円（沿岸部の市町村の交付対象事業費全体の35.9％））、37市

町村に対する災害公営住宅整備事業（災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用

地取得造成費等補助事業等）（交付対象事業費1723億余円（同28.4％））及び

防災集団

移転促進

事業

(24市町）

2178億余円

(35.0%)

災害公営

住宅整備

事業

(45市町村）

1785億余円

(28.7%)

都市再生区画整理

事業（被災市街地

復興土地区画整理

事業等）(18市

町）

368億余円

(5.9%)

その他の市街

地・居住地復興の

ための5事業

(24市町村）

194億余円

(3.1%)

その他

1692億余円

(27.2%)
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18市町村に対する都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業

等）（交付対象事業費368億余円（同6.0％））となっている。

一方、内陸部等の市町村における交付対象事業費の上位3事業は、図14のとお

り、8市町に対する災害公営住宅整備事業（災害公営住宅整備事業、災害公営住

宅用地取得造成費等補助事業等）（交付対象事業費61億余円（内陸部等の市町

村の交付対象事業費全体の36.8％））、2市村に対する道路事業（市街地相互の

接続道路等）（交付対象事業費35億余円（同21.3％））及び9市町村に対する造

成宅地滑動崩落緊急対策事業（交付対象事業費23億余円（同13.8％））となっ

ている。

図13 復興交付金の交付可能額（第1回及び 図14 復興交付金の交付可能額（第1回及び
第2回）に係る交付対象事業費の事業 第2回）に係る交付対象事業費の事業
内訳（沿岸部の市町村分） 内訳（内陸部等の市町村分）

さらに、各事業別に、沿岸部の市町村に係る交付対象事業費と内陸部等の市

町村に係る交付対象事業費とを比べると、表38のとおり、ほとんどの事業にお

いて沿岸部の市町村の交付対象事業費が大きくなっている一方で、小規模住宅

地区改良事業（不良住宅除却、小規模改良住宅の建設等）及び都市防災推進事

業（市街地液状化対策事業）については、内陸部等の市町村の交付対象事業費

の方が大きくなっている。このうち、都市防災推進事業（市街地液状化対策事

業）は地盤の液状化により著しい被害を受けた地域において、再度災害の発生

を抑制するため、道路・下水道等の公共施設と隣接宅地等との一体的な液状化

対策を推進するものであり、地盤の液状化による被害を受けた内陸部等の市町

村において多く実施されていると見受けられる。

防災集団移転

促進事業(24

市町村）

2178億余円

(35.9%)

災害公営住宅

整備事業(37

市町村）

1723億余円

(28.4%)

都市再生区画

整理事業（被

災市街地復興

土地区画整理

事業等）(18

市町村）

368億余円

(6.0%)

その他

1781億余円

(29.4%)

災害公営住宅

整備事業（8市

町）

61億余円

(36.8%)

道路事業（市

街地相互の接

続道路等）(2

市村）

35億余円

(21.3%)

造成宅地滑動

崩落緊急対策

事業（9市町

村）

23億余円

(13.8%)

その他

46億余円

(27.9%)
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表38 復興交付金の事業別、沿岸部及び内陸部等の市町村別の交付可能額
（単位：箇所、百万円、％）

上段：市町村数
中段：交付対象

　　　事業費

下段：国費

計に占め

る割合

上段：市町村数
中段：交付対象

　　　事業費

下段：国費

計に占め

る割合

上段：市町村数
中段：交付対象

　　　事業費

下段：国費

計に占め

る割合

4 4.8 4 8.1             -       -
591 0.0 591 0.0             -       -

470 0.0 470 0.0             -       - 
11 13.4 8 16.3 3 9.0

564 0.0 441 0.0 122 0.7

409 0.0 327 0.0 81 0.5
1 1.2 1 2.0             -       -

76 0.0 76 0.0             -       -

57 0.0 57 0.0             -       - 
30 36.5 26 53.0 4 12.1

1,254 0.2 1,221 0.2 32 0.1
946 0.1 922 0.1 24 0.1

            -       -             -       -             -       -

            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -

1 1.2 1 2.0             -       -
30 0.0 30 0.0             -       -

30 0.0 30 0.0             -       - 

1 1.2 1 2.0             -       -
47 0.0 47 0.0             -       -

35 0.0 35 0.0             -       - 

27 32.9 23 46.9 4 12.1
8,008 1.2 7,664 1.2 344 2.0

6,298 1.2 6,035 1.2 263 1.9
8 9.7 8 16.3             -       -

1,872 0.3 1,872 0.3             -       -

1,405 0.2 1,405 0.2             -       - 
1 1.2 1 2.0             -       -

28 0.0 28 0.0             -       -

21 0.0 21 0.0             -       - 
21 25.6 16 32.6 5 15.1

25,595 4.1 23,608 3.9 1,986 11.8

19,292 3.7 17,710 3.5 1,582 11.7
13 15.8 13 26.5             -       -

14,363 2.3 14,363 2.3             -       -
10,910 2.1 10,910 2.1             -       - 

17 20.7 17 34.6             -       -

3,416 0.5 3,416 0.5             -       -
2,571 0.5 2,571 0.5             -       - 

19 23.1 19 38.7             -       -

25,632 4.1 25,632 4.2             -       -
18,059 3.5 18,059 3.6             -       - 

5 6.0 4 8.1 1 3.0

2,743 0.4 2,655 0.4 87 0.5
2,057 0.4 1,991 0.3 65 0.4

8 9.7 5 10.2 3 9.0
604 0.0 465 0.0 139 0.8

440 0.0 335 0.0 105 0.7
38 46.3 36 73.4 2 6.0

34,108 5.4 30,544 5.0 3,563 21.3
26,800 5.2 24,011 4.8 2,789 20.6

2 2.4 2 4.0             -       -
3,221 0.5 3,221 0.5             -       -
2,507 0.4 2,507 0.5             -       - 

9 10.9 9 18.3             -       -
397 0.0 397 0.0             -       -
315 0.0 315 0.0             -       - 

医療施設耐震化事業

介護基盤復興まちづくり整備事業
(「定期巡回・随時対応サービス」や「訪問看護ステー

ション」の整備等)

保育所等の複合化・多機能化推進事
業

農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（集落排水等の集落基盤、農地等の

生産基盤整備等）

農山漁村活性化プロジェクト支援(復

興対策)事業 （被災した生産施設、生活環境施

設、地域間交流拠点整備等）

復興交付金交付可能額の

通知を受けた市町村 うち沿岸部の市町村 うち内陸部等の市町村

文
部

科

学
省

公立学校施設整備費国庫負担事業
（公立小中学校等の新増築・統合）

学校施設環境改善事業(公立学校の耐

震化等)

幼稚園等の複合化・多機能化推進事

業

埋蔵文化財発掘調査事業

農林水産関係試験研究機関緊急整備

事業

木質バイオマス施設等緊急整備事業

道路事業（市街地相互の接続道路
等）

道路事業（高台移転等に伴う道路整

備(区画整理））

道路事業（道路の防災・震災対策
等）

震災対策・戦略作物生産基盤整備事

業 （麦・大豆等の生産に必要となる

水利施設整備等）

被災地域農業復興総合支援事業（農

業用施設整備等）

漁業集落防災機能強化事業（漁業

集落地盤嵩上げ、生活基盤整備
等）

漁港施設機能強化事業（漁港施設用

地嵩上げ、排水対策等）

水産業共同利用施設復興整備事業

（水産業共同利用施設、漁港施設、
放流用種苗生産施設整備等）

所

管

省
庁

事業名

国

土
交

通
省

農

林
水

産

省

厚
生

労
働

省



- 86 -

（注）網掛けしてある事業は、市街地・居住地復興のための5事業に係るものである。

上段：市町村数
中段：交付対象

　　　事業費
下段：国費

計に占め

る割合

上段：市町村数
中段：交付対象

　　　事業費
下段：国費

計に占め

る割合

上段：市町村数
中段：交付対象

　　　事業費
下段：国費

計に占め

る割合

45 54.8 37 75.5 8 24.2
178,561 28.7 172,399 28.4 6,161 36.8
155,578 30.3 150,198 30.1 5,379 39.8

10 12.1 10 20.4             -       -
172 0.0 172 0.0             -       -
150 0.0 150 0.0             -       - 
10 12.1 10 20.4             -       -
43 0.0 43 0.0             -       -
32 0.0 32 0.0             -       - 

            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -

2 2.4 1 2.0 1 3.0
222 0.0 25 0.0 197 1.1
160 0.0 18 0.0 141 1.0

            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -

1 1.2 1 2.0             -       -
74 0.0 74 0.0             -       -
44 0.0 44 0.0             -       - 
3 3.6 3 6.1             -       -
62 0.0 62 0.0             -       -
40 0.0 40 0.0             -       - 
12 14.6 12 24.4             -       -

8,667 1.3 8,667 1.4             -       -
6,500 1.2 6,500 1.3             -       - 

17 20.7 8 16.3 9 27.2
33,201 5.3 30,886 5.1 2,314 13.8
25,113 4.9 23,367 4.6 1,745 12.9

11 13.4 11 22.4             -       -
5,127 0.8 5,127 0.8             -       -
3,890 0.7 3,890 0.7             -       - 

4 4.8 3 6.1 1 3.0
672 0.1 518 0.0 154 0.9
481 0.0 365 0.0 116 0.8
18 21.9 18 36.7             -       -

36,869 5.9 36,869 6.0             -       -
28,015 5.4 28,015 5.6             -       - 

            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -
            -       -             -       -             -       -

10 12.1 4 8.1 6 18.1
1,621 0.2 644 0.1 976 5.8
1,216 0.2 483 0.0 733 5.4

52 63.4 45 91.8 7 21.2
7,316 1.1 7,144 1.1 171 1.0
5,544 1.0 5,417 1.0 127 0.9

20 24.3 19 38.7 1 3.0
5,113 0.8 4,663 0.7 450 2.6
3,894 0.7 3,556 0.7 337 2.4

14 17.0 14 28.5             -       -
3,668 0.5 3,668 0.6             -       -
2,622 0.5 2,622 0.5             -       - 

24 29.2 24 48.9             -       -
217,880 35.0 217,880 35.9             -       -
186,146 36.3 186,146 37.3             -       - 

9 10.9 8 16.3 1 3.0
197 0.0 186 0.0 11 0.0
147 0.0 139 0.0 8 0.0
82 100.0 49 100.0 33 100.0

622,027 100.0 605,312 100.0 16,714 100.0
512,208 100.0 498,707 100.0 13,501 100.0

47 57.3 39 79.5 8 24.2
452,802 72.7 446,640 73.7 6,161 36.8
384,540 75.0 379,160 76.0 5,379 39.8

うち内陸部等の市町村

災害公営住宅整備事業 (災害公営住宅

整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事

業等)

住宅・建築物安全ストック形成事業

（がけ地近接等危険住宅移転事業）

造成宅地滑動崩落緊急対策事業

災害公営住宅家賃低廉化事業

東日本大震災特別家賃低減事業

公営住宅等ストック総合改善事業
（耐震改修、エレベーター改修）

住宅地区改良事業（不良住宅除却、
改良住宅の建設等）

小規模住宅地区改良事業（不良住宅

除却、小規模改良住宅の建設等）

復興交付金交付可能額の
通知を受けた市町村 うち沿岸部の市町村

計

　　うち市街地・居住地復興

　　　　のための5事業

国
土

交
通
省

所
管
省

庁

事業名

都市防災総合推進事業（津波シミュ

レーション等の計画策定等）

下水道事業

都市公園事業

防災集団移転促進事業

環

境

省

低炭素社会対応型浄化槽等集中導入
事業

津波復興拠点整備事業

市街地再開発事業

都市再生区画整理事業（被災市街
地復興土地区画整理事業等）

都市再生区画整理事業（市街地液状

化対策事業）

都市防災推進事業（市街地液状化対
策事業）

住宅市街地総合整備事業（住宅市街
地の再生・整備)

優良建築物等整備事業（市街地住宅

の供給、任意の再開発等）

住宅・建築物安全ストック形成事業
（住宅・建築物耐震改修事業）
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(ｴ) 復興交付金事業計画の当面の要望事業費と交付可能額

復興庁は、第1回復興交付金事業計画及び第2回復興交付金事業計画の提出を受

けて、それぞれに対する復興交付金の交付可能額を各市町村に通知している。

復興交付金事業計画の当面の要望事業費と交付可能額に係る交付対象事業費を

年度別（基幹事業に関連する効果促進事業を含む。）に比較すると以下のとおり

となる。

ａ 第1回復興交付金事業計画の当面の要望事業費と交付可能額

第1回復興交付金事業計画の当面の要望事業費（23、24両年度の事業費）と交

付可能額に係る交付対象事業費とを比較すると、表39のとおり、当面の要望事

業費4939億余円に対して、交付可能額に係る交付対象事業費は3054億余円とな

っている。これを年度別にみると、23、24両年度は、それぞれ当面の要望事業

費が825億余円、4113億余円に対して、交付可能額の交付対象事業費が254億余

円、2241億余円となっている一方、25年度は、当面の要望事業費には含められ

ていないが、交付可能額の交付対象事業費は559億余円となっている。

表39 第1回復興交付金事業計画の当面の要望事業費と第1回交付可能額の年度別

内訳
（単位：百万円）

(注) 復興交付金事業計画（提出期限時点のもの）及び交付可能額通知の計数は、会計実地検査にお

いて復興庁から提出された復興交付金事業計画を基に会計検査院が集計したものである。このう

ち復興交付金事業計画は修正されることがあるため、当面の要望事業費は集計時点により変動す

る。

ｂ 第2回復興交付金事業計画の当面の要望事業費と交付可能額

第2回の復興交付金事業計画の当面の要望事業費（24年度の事業費）と交付可

交付対象
事業費（Ｂ）

復興交付金
〔国費〕

平成23 82,545 25,439 20,368 △ 57,105

24 411,398 224,109 181,745 △ 187,288

25             - 55,939 48,901 55,939

計 493,943 305,488 251,016 △ 188,454

第1回交付可能額通知
要望事業費と交
付可能額との差

（Ｂ－Ａ）
年度

第1回復興交付
金事業計画の
当面の要望事
業費（Ａ）
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能額に係る交付対象事業費とを比較すると、表40のとおり、当面の要望事業費

2139億余円に対して、交付可能額に係る交付対象事業費は1025億余円上回る31

65億余円となっている。これを年度別にみると、24年度は、当面の要望事業費

2139億余円に対して、交付可能額に係る交付対象事業費が2084億余円となって

いる一方、25年度、26年度及び27年度は、当面の要望事業費には含められてい

ないが、交付可能額に係る交付対象事業費はそれぞれ1067億余円、7億余円、5

億余円となっている。

表40 第2回復興交付金事業計画の当面の要望事業費と第2回交付可能額の年度別

内訳

(単位：百万円）

(注) 復興交付金事業計画（提出期限時点のもの）及び交付可能額通知の計数は、会計実地検査にお

いて復興庁から提出された復興交付金事業計画を基に会計検査院が集計したものである。このう

ち復興交付金事業計画は修正されることがあるため、当面の要望事業費は集計時点により変動す

る。

以上のように、23、24両年度は、当面の要望事業費に対して交付可能額が大

幅に下回っている一方で、25年度以降は、当面の要望事業費に含められていな

いが交付可能額に含まれているものがある。これらの理由について、復興庁は、

復興交付金の配分の考え方として、まずは著しい被害を受けた地域の復興地域

づくりのための事業に対応し、これとは関係のない事業については別途の制度

による対応とすることとし、また、著しい被害を受けた地域の復興地域づくり

のための事業であっても、事業実施のめどが明確でないものなどは地方自治体

と一体となって計画策定を進めながら、その進展等に応じて適切に対応すると

交付対象
事業費（Ｂ）

復興交付金
〔国費〕

平成24 213,957 208,407 166,894 △ 5,550

25             - 106,789 93,264 106,789

26             - 790 607 790

27             - 551 426 551

計 213,957 316,538 261,192 102,580

年度

第2回復興交付
金事業計画の
当面の要望事
業費（Ａ）

第2回交付可能額通知
要望事業費と交
付可能額との差

（Ｂ－Ａ）
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ともに、市街地・居住地の復興関連の防災集団移転促進事業、災害公営住宅整

備事業（災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事業等）、

都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）及び漁業集落防

災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備等）のうち早期実施が見

込まれるものについては、実施のめどが立った事業費に係る復興交付金を追加

で配分したと説明している。

特に、第1回復興交付金は交付可能額が事業計画の当面の要望事業費に対して

大幅に少なくなっていた。これは、特定被災区域の市町村が交付金事業計画を

作成するに当たっては、各市町村の復興計画を具体的に事業化するための調整

や地元住民との合意形成に一定の時間を要する事情がある中で、事業計画の提

出手続を定めた東日本大震災復興交付金制度要綱が24年1月6日に制定され、第

1回復興交付金事業計画の提出期限が同年1月末となったことから、各市町村に

おいて交付金事業計画を短期間に作成せざるを得ず、交付金事業計画の内容が

十分でないものがあったことも影響していると考えられる。

(ｵ) 復興交付金に係る交付決定、基金の造成状況等

ａ 第1回交付可能額の市町村分、道県分、間接補助分別内訳

各市町村に通知された復興交付金の交付可能額については、その復興交付金

（国費）の内訳が市町村交付分と道県交付分とに分けられ、さらに、道県交付

分が道県分と市町村に対する間接補助分とに分けられている。そして、各市町

村は交付可能額について、道県は間接補助分も含めた道県分について、前記の

とおり、関係5省に対し、交付要綱等に基づき、交付申請を行うこととなってい

る。交付申請を受けた関係5省は、これについて審査し、交付決定した上で、市

町村交付分を市町村へ、間接補助分も含めた道県分を道県へ交付することとさ

れている。

また、復興交付金事業等の実施に当たり、市町村又は道県は、基金を造成し

て、復興交付金事業計画の計画期間内にこれを取り崩して復興交付金事業等を

実施することができることとされており、市町村又は道県は、単年度で復興交

付金事業等を実施する（以下「単年度型」という。）か、基金を造成しこれを

取り崩して復興交付金事業等を実施する（以下「基金型」という。）かを選択

することができることとされている。
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23年度に通知された第1回交付可能額について、市町村ごとに、市町村分、道

県分及び間接補助分の内訳並びに単年度型又は基金型の種別を示すと表41のと

おりとなる。
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表41 第1回交付可能額の市町村交付分、道県交付分、間接補助分別の内訳
（単位：百万円）

注(1）県が選択した単年度型又は基金型の種別は、青森県が単年度型、岩手県、宮城県、福島県及び茨城

県が基金型となっている。

注(2) 福島県郡山市には市町村交付分がないため、単年度型、基金型の種別を記載していない。

第1回復興交付金交付可能額

八戸市 ○ 1,411 1,394 (98.8) 16 (1.1) － ( －)
三沢市 ○ 22 22 (100.0) － ( －) － ( －)
おいらせ町 ○ 22 22 (100.0) － ( －) － ( －)
階上町 ○ 109 109 (100.0) － ( －) － ( －)
宮古市 ○ 11,013 3,635 (33.0) 7,378 (66.9) 323 (2.9)
大船渡市 ○ 8,485 3,117 (36.7) 5,368 (63.2) － ( －)
久慈市 ○ 995 960 (96.5) 34 (3.4) 9 (0.9)
一関市 ○ 182 182 (100.0) － ( －) － ( －)
陸前高田市 ○ 11,520 4,736 (41.1) 6,784 (58.8) － ( －)
釜石市 ○ 14,853 7,334 (49.3) 7,519 (50.6) 562 (3.7)
大槌町 ○ 10,800 3,466 (32.0) 7,333 (67.9) 18 (0.1)
山田町 ○ 6,816 254 (3.7) 6,561 (96.2) 36 (0.5)
岩泉町 ○ 2,342 1,250 (53.3) 1,091 (46.6) 1,082 (46.2)
田野畑村 ○ 7,539 4,235 (56.1) 3,304 (43.8) 3,150 (41.7)
普代村 ○ 924 720 (77.8) 204 (22.1) 91 (9.9)
野田村 ○ 3,340 2,263 (67.7) 1,077 (32.2) 350 (10.4)
洋野町 ○ 948 791 (83.4) 156 (16.5) 96 (10.1)
仙台市 ○ 40,753 40,742 (99.9) 11 (0.0) － ( －)
石巻市 ○ 12,329 11,676 (94.7) 653 (5.2) － ( －)
塩竈市 ○ 5,543 5,134 (92.6) 409 (7.3) 385 (6.9)
気仙沼市 ○ 4,225 2,893 (68.4) 1,332 (31.5) － ( －)
白石市 ○ 414 25 (6.1) 388 (93.8) 388 (93.8)
名取市 ○ 6,336 6,076 (95.8) 259 (4.1) 75 (1.1)
多賀城市 ○ 3,895 3,893 (99.9) 1 (0.0) － ( －)
岩沼市 ○ 2,516 2,267 (90.1) 249 (9.8) － ( －)

登米市 ○ 11 11 (100.0) － ( －) － ( －)
東松島市 ○ 7,071 6,438 (91.0) 633 (8.9) － ( －)
大崎市 ○ 887 887 (100.0) － ( －) － ( －)
亘理町 ○ 11,271 9,519 (84.4) 1,751 (15.5) 876 (7.7)

山元町 ○ 4,780 4,529 (94.7) 250 (5.2) 49 (1.0)
松島町 ○ 863 860 (99.6) 2 (0.3) － ( －)
七ヶ浜町 ○ 5,748 5,622 (97.8) 126 (2.1) 48 (0.8)
利府町 ○ 271 152 (56.3) 118 (43.6) 118 (43.6)
美里町 ○ 3 3 (100.0) － ( －) － ( －)
女川町 ○ 3,926 2,383 (60.6) 1,543 (39.3) 779 (19.8)
南三陸町 ○ 5,380 3,706 (68.8) 1,674 (31.1) － ( －)

郡山市(注 (2)) 65 － ( －) 65 (100.0) － ( －)

いわき市 ○ 12,159 11,847 (97.4) 312 (2.5) 44 (0.3)
須賀川市 ○ 24 24 (100.0) － ( －) － ( －)
相馬市 ○ 16,538 15,627 (94.4) 911 (5.5) 819 (4.9)
二本松市 ○ 22 22 (100.0) － ( －) － ( －)
南相馬市 ○ 20,021 19,611 (97.9) 409 (2.0) 305 (1.5)
鏡石町 ○ 15 15 (100.0) － ( －) － ( －)
西郷村 ○ 434 434 (100.0) － ( －) － ( －)
広野町 ○ 49 33 (67.8) 16 (32.1) － ( －)
双葉町 ○ 52 52 (100.0) － ( －) － ( －)
新地町 ○ 1,129 849 (75.2) 280 (24.7) － ( －)
高萩市 ○ 32 32 (100.0) － ( －) － ( －)
北茨城市 ○ 16 16 (100.0) － ( －) － ( －)
ひたちなか市 ○ 544 407 (74.9) 136 (25.0) 11 (2.0)
鹿嶋市 ○ 461 461 (100.0) － ( －) － ( －)

潮来市 ○ 125 125 (100.0) － ( －) － ( －)
神栖市 ○ 314 314 (100.0) － ( －) － ( －)
大洗町 ○ 214 214 (100.0) － ( －) － ( －)

東海村 ○ 478 478 (100.0) － ( －) － ( －)
栃木県 矢板市 ○ 614 614 (100.0) － ( －) － ( －)

浦安市 ○ 69 69 (100.0) － ( －) － ( －)
香取市 ○ 52 52 (100.0) － ( －) － ( －)

山武市 ○ 16 16 (100.0) － ( －) － ( －)

3 55 251,016 192,646 (76.7) 58,370 (23.2) 9,624 (3.8)

茨城県

千葉県

計

福島県

県名

青森県

岩手県

宮城県

うち間接補助分（％）

市町村名

単

年
度

型

基
金

型

うち市町村交付分（％） うち道県交付分（％）
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ｂ 第1回復興交付金の道県、市町村別の交付決定、基金造成状況等

国から道県又は市町村に交付された復興交付金について、単年度型、基金型

の別にみた23年度の道県、市町村ごとの交付決定額は、次のとおりとなってい

る。

復興交付金について単年度型を選択したのは、表42のとおり、1県3市町であ

り、これらに係る復興交付金の交付可能額2億余円に対し、23年度の交付決定額

も同額となっている。

表42 県・市町村別の復興交付金（単年度型）の
交付決定の状況（平成23年度）

（単位：百万円）

注(1）県・市町村名の左に｢*｣がある市町村は、津波による被害

を受けた沿岸部の市町村である。

注(2）交付可能額（国費）については、各市町村に通知された交

付可能額のうちの市町村交付分を各市町村の欄に、道県交

付分（間接補助分を含む。）の合計額を道県の欄にそれぞ

れ記載している。

また、基金型を選択したのは、表43のとおり、4県55市町村である。これらに

係る復興交付金の交付可能額2507億余円に対し、23年度の交付決定額は2506億

余円、23年度中に同額が基金として造成されている。交付可能額と交付決定額

の差額1億余円は、環境省の事業に係るものであり、同省が24年度に交付決定を

行ったことによるものである。

県 ・ 市 町 村 名
交 付 可 能 額

（ 国 費 ）
交 付 決 定 額

青 森 県 16 1 6

* 三 沢 市 22 2 2

* お い ら せ 町 22 2 2

一 関 市 18 2 1 8 2

計 2 4 3 2 4 3
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表43 県・市町村別の復興交付金（基金型）の基金造成状況（平成23年度）
（単位：百万円）

注(1）市町村名の左に｢*｣がある市町村は、津波による被害を受けた沿岸部の市町村である。

注(2）交付可能額（国費）については、各市町村に通知された交付可能額のうちの市町村交付分

を各市町村の欄に、道県交付分（間接補助分を含む。）の合計額を道県の欄にそれぞれ記

載している。

県 ・ 市 町 村 名
交 付 可 能 額

（ 国 費 ）
交 付 決 定 額 基 金 造 成 額

岩 手 県 4 6 , 8 1 5 4 6 , 8 1 5 4 6 , 8 1 5

宮 城 県 9 , 4 0 6 9 , 4 0 6 9 , 4 0 6

福 島 県 1 , 9 9 5 1 , 9 9 5 1 , 9 9 5

茨 城 県 1 3 6 1 3 6 1 3 6

* 八 戸 市 1 , 3 9 4 1 , 3 9 4 1 , 3 9 4

* 階 上 町 1 0 9 1 0 9 1 0 9

* 宮 古 市 3 , 6 3 5 3 , 6 2 7 3 , 6 2 7

* 大 船 渡 市 3 , 1 1 7 3 , 0 7 8 3 , 0 7 8

* 久 慈 市 9 6 0 9 6 0 9 6 0

* 陸 前 高 田 市 4 , 7 3 6 4 , 7 0 9 4 , 7 0 9

* 釜 石 市 7 , 3 3 4 7 , 3 2 6 7 , 3 2 6

* 大 槌 町 3 , 4 6 6 3 , 4 4 1 3 , 4 4 1

* 山 田 町 2 5 4 2 5 4 2 5 4

* 岩 泉 町 1 , 2 5 0 1 , 2 2 8 1 , 2 2 8

* 田 野 畑 村 4 , 2 3 5 4 , 2 3 5 4 , 2 3 5

* 普 代 村 7 2 0 7 2 0 7 2 0

* 野 田 村 2 , 2 6 3 2 , 2 6 3 2 , 2 6 3

* 洋 野 町 7 9 1 7 9 1 7 9 1

* 仙 台 市 4 0 , 7 4 2 4 0 , 7 4 2 4 0 , 7 4 2

* 石 巻 市 1 1 , 6 7 6 1 1 , 6 7 6 1 1 , 6 7 6

* 塩 竈 市 5 , 1 3 4 5 , 1 3 4 5 , 1 3 4

* 気 仙 沼 市 2 , 8 9 3 2 , 8 9 3 2 , 8 9 3

白 石 市 2 5 2 5 2 5

* 名 取 市 6 , 0 7 6 6 , 0 7 2 6 , 0 7 2

* 多 賀 城 市 3 , 8 9 3 3 , 8 9 3 3 , 8 9 3

* 岩 沼 市 2 , 2 6 7 2 , 2 6 7 2 , 2 6 7

登 米 市 1 1 1 1 1 1

* 東 松 島 市 6 , 4 3 8 6 , 4 3 8 6 , 4 3 8

大 崎 市 8 8 7 8 8 7 8 8 7

* 亘 理 町 9 , 5 1 9 9 , 5 1 9 9 , 5 1 9

* 山 元 町 4 , 5 2 9 4 , 5 2 9 4 , 5 2 9

* 松 島 町 8 6 0 8 6 0 8 6 0

* 七 ヶ 浜 町 5 , 6 2 2 5 , 6 2 2 5 , 6 2 2

* 利 府 町 1 5 2 1 5 2 1 5 2

美 里 町 3 3 3

* 女 川 町 2 , 3 8 3 2 , 3 8 3 2 , 3 8 3

* 南 三 陸 町 3 , 7 0 6 3 , 7 0 6 3 , 7 0 6

* い わ き 市 1 1 , 8 4 7 1 1 , 8 4 7 1 1 , 8 4 7

須 賀 川 市 2 4 2 4 2 4

* 相 馬 市 1 5 , 6 2 7 1 5 , 6 2 7 1 5 , 6 2 7

二 本 松 市 2 2 2 2 2 2

* 南 相 馬 市 1 9 , 6 1 1 1 9 , 6 1 1 1 9 , 6 1 1

鏡 石 町 1 5 1 5 1 5
西 郷 村 4 3 4 4 3 4 4 3 4

* 広 野 町 3 3 3 3 3 3

* 双 葉 町 5 2 5 2 5 2

* 新 地 町 8 4 9 8 4 9 8 4 9

* 高 萩 市 3 2 3 2 3 2

* 北 茨 城 市 1 6 1 6 1 6

* ひ た ち な か 市 4 0 7 4 0 7 4 0 7

* 鹿 嶋 市 4 6 1 4 6 1 4 6 1

潮 来 市 1 2 5 1 2 5 1 2 5

* 神 栖 市 3 1 4 3 1 4 3 1 4

* 大 洗 町 2 1 4 2 1 4 2 1 4

* 東 海 村 4 7 8 4 7 8 4 7 8

矢 板 市 6 1 4 6 1 4 6 1 4

浦 安 市 6 9 6 9 6 9

香 取 市 5 2 5 2 5 2

* 山 武 市 1 6 1 6 1 6

計 2 5 0 , 7 7 2 2 5 0 , 6 4 0 2 5 0 , 6 4 0
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復興計画の策定状況については、特定被災区域である227市町村のうち、84市町村に

おいて復興計画が作成されており、その内容をみると、多くの市町村の復興計画に記

述された施策がある一方で、沿岸部の市町村と内陸部等の市町村の復興計画に記述さ

れた施策には、被災地域の被害状況を反映した違いも見受けられた。

そして、復興推進計画については、認定された20の復興推進計画における28分類の

特例についてみると、多くの地方公共団体の区域で認定されている特例がある一方、

これまでに認定の実績がない特例もある。復興整備計画の作成状況については、復興

整備協議会を組織しているのは全て沿岸部の市町村であり、また、公表されている21

市町村の復興整備計画についてみると、復興整備計画に記述する事業には13の事業が

あるが、多くの市町村の復興整備計画に記述されている事業がある一方、全く記載さ

れていない事業も8事業ある。復興交付金事業計画については、第1回復興交付金及び

第2回復興交付金の交付対象事業費6220億余円に対して交付可能額の合計は5122億余円

となっており、これを県別、沿岸部・内陸部等の市町村別にみると、そのほとんどが

東北3県、沿岸部の市町村に配分されているが、第2回交付可能額では、第1回交付可能

額より、東北3県以外の市町村、内陸部等の市町村に対する交付可能額の割合も上昇し

ている。

また、上記の第1回復興交付金及び第2回復興交付金の交付対象事業費6220億余円を

基幹事業別にみると、市街地・居住地復興のための5事業が4528億余円と多くを占めて

いる一方、交付可能額に含まれていない事業も5事業あった。さらに、これを沿岸部・

内陸部等の市町村別にみると、交付対象事業費の大きい上位3事業には違いが見受けら

れた。

このように、復興推進計画、復興整備計画及び復興交付金事業計画に記載する事業

については、沿岸部、内陸部等の市町村によって違いが見受けられた。これは、被害

の実情や復興の実情が、各市町村により、大きく異なることが影響していると考えら

れる。

特定被災区域の市町村においては、今後、復興推進計画、復興整備計画及び復興交

付金事業計画に係る事業が実施され、本格的な復興に向かうことが見込まれる。

したがって、国においては、復興特別区域制度が、各被災地域の被害や復興の実情

を踏まえ、今後もより一層、地域が主体となった復興を強力に支援するものとして活

用されるよう、制度の運用に当たっては、各被災地域の被害及び復興の実情に応じて
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柔軟に対応するとともに、地方公共団体と十分な意見交換を行いつつ、復興推進計画

の特例や復興交付金事業を活用した取組等について把握した上で、情報提供、助言そ

の他必要な協力を行い、地方公共団体の迅速かつ着実な復興の支援に努めることが期

待される。
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(4) 被災市町村における復興事業等の実施状況

復興基本方針では、東日本大震災からの復興を担う行政主体は市町村が基本となる

としている。そこで、特定被災区域の227市町村のうち、特に著しい被害を受けるなど

して、第1回復興交付金事業計画に基づく復興交付金交付可能額の通知を受けた前記5

9市町村のうち、道県分のみが交付され、当該市町村交付分の該当がない1市を除く58

市町村について、23年度の各種復旧・復興事業に対する国庫補助金や復興交付金等の

交付状況及びその実施状況を検査した。

ア 市町村に対する東日本大震災関係経費の交付決定等の状況

23年度における国及び地方公共団体が実施する復旧・復興事業の経費についてみ

ると、前記の表14に示したとおり、①災害廃棄物処理事業費（7378億余円）、②災

害対応公共事業関係費（3兆0914億余円）、③震災復興特別交付税（1兆6635億余

円）を含む地方交付税交付金(2兆2408億余円)、④復興交付金(1兆5611億余円)等、

計14兆9354億余円が1次補正から3次補正までにより予算措置されている。

しかし、上記の補正予算には、国が自ら実施する道路、港湾等の復旧事業、仮設

住宅の建設、除染の実施等のほか、全国の都道府県や市町村を対象とする全国防災

対策費等が含まれており、被災市町村ごとの復旧・復興事業に係る補助金及び交付

金の交付状況や事業の実施状況等を把握することは、事業主体に直接確認するなど

しない限り極めて困難である。

そこで、会計検査院は、被災市町村の負担を考慮して、58市町村に調査票を送付

し、その回答を求めるなどして各市町村の復旧・復興事業に係る補助金及び交付金

の交付状況や事業の実施状況を検査するとともに、併せて各市町村の実施体制に係

る現状や要望等について、率直な意見を求めることとした。

検査の対象は、23年度の1次補正から3次補正までに計上された復旧・復興に係る

予算のうち、国から58市町村に直接交付された国庫補助金及び復興交付金並びにこ

れらにより実施された復旧・復興事業に係る市町村負担分をゼロとすることなどの

ために交付された震災復興特別交付税とした。そして、震災復興特別交付税の対象

となった国庫補助金の交付決定額及び交付額や復興交付金により造成された基金の

取崩し状況等について、調査票により把握し、その内容を聴取して確認するなどの

方法により検査した。

調査票に基づき、58市町村に対する国庫補助金の交付決定額や復興交付金の交付
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可能額等の内訳を示すと表44のとおりである。なお、これらの計数には、市町村に

おいて23年度決算が確定していないなどの理由から交付決定額等が概算額となって

いるものや、震災復興特別交付税のように市町村等から提出された23年度の復旧・

復興事業の実施見込みなどの調査等に基づき決定して交付し、事業実施後の実績等

により過大又は過小に算定されていた額を減額又は加算するものなどが含まれてい

る。

表44によると、国庫補助金交付決定額計5778億余円、復興交付金交付可能額計19

26億余円及び震災復興特別交付税交付額計2119億余円が58市町村に対して交付決定

又は交付可能額として通知され、復興交付金の大半及び震災復興特別交付税の全額

が23年度中に各市町村に交付されている。また、国庫補助金は、23年度の事業実績

に基づいて交付されることから、上記の交付決定額から翌年度に繰り越された事業

費等を除く計2862億余円が交付されていて、これら国庫補助金等の23年度交付額の

合計は6904億余円となっており、1市町村当たりの交付額の平均は119億余円となる。

上記のとおり、国庫補助金は、交付決定額と交付額ともに最も多くなっているが、

復興交付金は、国庫補助金と異なり、これを元に基金を設置造成し、事業の進捗に

合わせてこの基金を取り崩して事業費に充てられるなど市町村が復興事業の実施に

当たり柔軟に活用できること、また、震災復興特別交付税は、復旧・復興事業に係

る市町村負担分をゼロとすることなどを目的として各年度ごとに市町村に対する調

査に基づき交付され、復旧・復興事業実施後の実績等に基づき過大又は過小に算定

された額を減額又は加算されるため、市町村にとって財源の裏付けとなることから、

会計検査院が調査票の徴取と併せて実施したアンケートにおいても、復興交付金及

び震災復興特別交付税に対する期待と要望が高くなっている。

地域別の交付状況の特徴についてみると、津波により甚大な被害を受けた岩手県

及び宮城県内では、復興交付金交付額が国庫補助金交付額を上回っている市町村が

あり、青森県、福島県、茨城県及び千葉県内の市町村では、震災復興特別交付税交

付額が最も大きな割合を占めていた。
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表44 国庫補助金等の交付状況と交付額全体に占める割合（平成23年度）
　

震災復興特別
交付税

交付決定額 交　付　額 交付可能額 交　付　額 交　付　額

（Ａ） （ａ） （Ｂ） （ｂ） （ｃ）
(D)
=(a)+(b)+(c)

八戸市 4,071 3,377 1,394 1,394 3,838 8,610 39.2 16.2 44.5

三沢市 272 235 22 0 286 521 45.0 0.0 54.9

おいらせ町 689 330 22 0 282 613 53.9 0.0 46.0

階上町 167 159 109 109 178 448 35.6 24.4 39.8

宮古市 28,025 8,493 3,635 3,627 4,357 16,478 51.5 22.0 26.4

大船渡市 40,737 22,029 3,117 3,078 5,781 30,888 71.3 9.9 18.7

久慈市 3,374 1,105 960 960 2,129 4,195 26.3 22.8 50.7

一関市 4,328 1,818 182 0 2,893 4,712 38.5 0.0 61.4

陸前高田市 26,510 1,036 4,736 4,709 3,954 9,700 10.6 48.5 40.7

釜石市 24,742 8,630 7,334 7,326 4,893 20,849 41.3 35.1 23.4

大槌町 7,483 5,267 3,466 3,441 2,414 11,123 47.3 30.9 21.7

山田町 9,016 5,012 254 254 2,065 7,332 68.3 3.4 28.1

岩泉町 1,737 315 1,250 1,228 512 2,057 15.3 59.7 24.9

田野畑村 3,314 993 4,235 4,235 665 5,893 16.8 71.8 11.2

普代村 1,833 1,512 720 720 500 2,732 55.3 26.3 18.3

野田村 2,793 593 2,263 2,263 894 3,751 15.8 60.3 23.8

洋野町 2,603 300 791 791 521 1,613 18.6 49.0 32.3

仙台市 53,014 32,292 40,742 40,742 49,479 122,514 26.3 33.2 40.3

石巻市 127,880 60,005 11,676 11,676 19,080 90,762 66.1 12.8 21.0

塩竈市 5,663 475 5,134 5,134 2,548 8,158 5.8 62.9 31.2

気仙沼市 26,074 15,328 2,893 2,893 6,150 24,371 62.8 11.8 25.2

白石市 2,398 1,279 25 25 1,218 2,523 50.7 1.0 48.2

名取市 18,251 13,384 6,076 6,072 3,919 23,376 57.2 25.9 16.7

多賀城市 7,646 6,777 3,893 3,893 3,497 14,167 47.8 27.4 24.6

岩沼市 12,058 7,933 2,267 2,267 3,027 13,228 59.9 17.1 22.8

登米市 4,446 2,298 11 11 3,145 5,455 42.1 0.2 57.6

東松島市 23,568 23,367 6,438 6,438 4,722 34,527 67.6 18.6 13.6

大崎市 6,391 2,879 887 887 4,488 8,256 34.8 10.7 54.3

亘理町 3,520 1,105 9,519 9,519 2,186 12,812 8.6 74.3 17.0

山元町 16,233 6,992 4,529 4,529 2,095 13,618 51.3 33.2 15.3

松島町 2,289 526 860 860 515 1,902 27.6 45.2 27.0

七ヶ浜町 6,149 2,683 5,622 5,622 1,688 9,993 26.8 56.2 16.8

利府町 1,078 478 152 152 832 1,463 32.6 10.4 56.8

美里町 2,780 1,245 3 3 1,207 2,455 50.7 0.1 49.1

女川町 13,272 5,873 2,383 2,383 1,569 9,827 59.7 24.2 15.9

南三陸町 10,800 3,917 3,706 3,706 1,681 9,305 42.1 39.8 18.0

いわき市 15,011 9,292 11,847 11,847 12,026 33,166 28.0 35.7 36.2

須賀川市 4,622 3,527 24 24 2,988 6,540 53.9 0.3 45.6

相馬市 8,215 4,581 15,627 15,627 1,598 21,807 21.0 71.6 7.3

二本松市 1,439 634 22 22 1,424 2,081 30.4 1.0 68.4

南相馬市 8,622 4,422 19,611 19,611 8,881 32,915 13.4 59.5 26.9

鏡石町 1,998 1,053 15 15 780 1,849 56.9 0.8 42.2

西郷村 1,291 616 434 434 1,114 2,166 28.4 20.0 51.4

広野町 1,559 493 33 33 1,152 1,679 29.3 2.0 68.6

双葉町 57 3 52 52 750 806 0.4 6.4 93.0

新地町 4,135 1,166 849 849 996 3,012 38.7 28.1 33.0

高萩市 1,327 562 32 32 1,306 1,902 29.5 1.7 68.7

北茨城市 2,470 2,249 16 16 1,353 3,619 62.1 0.4 37.3

ひたちなか市 2,708 988 407 407 4,730 6,126 16.1 6.6 77.2

鹿嶋市 3,222 1,553 461 461 3,206 5,221 29.7 8.8 61.4

潮来市 4,049 1,597 125 125 3,016 4,740 33.7 2.6 63.6

神栖市 2,549 864 314 314 4,500 5,679 15.2 5.5 79.2

大洗町 461 392 214 214 425 1,032 37.9 20.7 41.2

東海村 850 521 478 478 1,534 2,534 20.5 18.8 60.5

栃木県 矢板市 188 151 614 614 346 1,112 13.6 55.2 31.1

浦安市 3,386 535 69 69 7,123 7,729 6.9 0.8 92.1

香取市 4,354 913 52 52 3,008 3,974 22.9 1.3 75.7

山武市 103 102 16 16 425 544 18.9 3.0 78.0

577,849 286,283 192,646 192,287 211,919 690,490 41.4 27.8 30.6

注(1) 震災復興特別交付税の交付額は、交付決定額と同額となっている。
注(2) 震災復興特別交付税は、地方税法の特例措置による減収額に対する措置等を含んでいることから、震災復興特別交付税の交付額に占める
　　　割合（表のｃ／D）が、復旧・復興事業に係る地方負担割合を示すものではない。

国庫補助金
平成23年度に
各市町村に交
付された国庫
補助金等の合
計

千葉県

第1回復興交付金

（単位:百万円、％）

市町村名

青森県

岩手県

計58市町村

　交付額全体に占める国庫補助金等の
　各割合

(ａ／Ｄ) (ｂ／Ｄ) (ｃ／Ｄ)

宮城県

福島県

茨城県

県名
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58市町村ごとの国庫補助金交付決定額では、宮城県石巻市の1278億余円が最も多

く、次いで仙台市の530億余円となっている。その内訳についてみると、両市とも環

境省所管の災害等廃棄物処理事業費補助金がそれぞれ1139億余円、420億余円と、が

れきの処理費用や仮設焼却施設の建設費等がその大半を占めている。

市町村別の国庫補助金等の合計額では、上記の国庫補助金交付決定額が多額とな

っている仙台市の1225億余円が最も多く、次いで石巻市の907億余円等となっていて、

58市町村のうち16市町が100億円以上の交付額となっている。一方、国庫補助金等の

合計額が10億円に満たない市町村は5市町あり、災害等廃棄物処理事業費や単独災害

復旧事業費等として、青森県三沢市5億余円、同県三戸郡階上町4億余円等となって

いる。5市町のうち、全町民が避難し、埼玉県内に仮庁舎を設置している福島県双葉

郡双葉町は8億余円となっており、同町では、地方税法の特例措置による減収額や地

方税等の減免額等に対する震災復興特別交付税が交付額全体の93.0％を占めている。

イ 市町村における東日本大震災関係経費の執行状況

国から市町村に交付される国庫補助金は、年度内に事業が完了しなかったものに

ついては明許繰越等の手続により翌年度に繰り越され、年度内に完了したものにつ

いては実績報告に基づいて交付される。また、復興交付金は、前記のとおり、市町

村が実施する復興事業に柔軟に対処するための資金として一括して交付され、市町

村は、これを元に復興基金を設置造成し、事業の進捗に合わせてこの基金を取り崩

して事業費に充てることとなる。

58市町村の23年度の復旧・復興事業の執行状況については、国庫補助金の交付決

定額に対する交付額及び復興基金の取崩し額により把握できることから、調査票に

より58市町村の上記の交付額及び取崩し額を検査した。なお、震災復興特別交付税

は、補助事業等の地方負担額に加えて、地方税法の特例措置による減収額に対する

措置や単独災害復旧事業費、中長期職員派遣、職員採用等を対象とした経費も含ま

れていることから、執行状況を示す率の算定からは除外した。

その結果、表45のとおり、出納整理期間を考慮した24年5月末現在の国庫補助金交

付決定額に対する交付額の割合（以下「国庫補助金執行率」という。）は、58市町

村平均で49.5％となっており、復興交付金交付額のうち23年度対象事業費に対する

基金からの取崩し額の割合（以下「復興交付金執行率」という。）は、復興交付金

事業を実施した25市町村平均で22.1％となっている。そして、国庫補助金執行率と
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復興交付金執行率とを合わせた市町村が実施する復旧・復興事業の執行率（以下

「市町村事業執行率」という。）は48.8％となっている。

市町村ごとの執行状況についてみると、国庫補助金執行率が3.9％から99.1％、復

興交付金執行率が0％から100％、市町村事業執行率が5.6％から99.1％となっており、

いずれも市町村によって大きな差が見受けられた。

市町村事業執行率別の市町村数では、図15のとおり、58市町村のうち8市町村が8

0％以上となっている一方、6市町が20％未満となっているなど、市町村によって大

きな差が見受けられた。8市町村のうち宮城県東松島市の市町村事業執行率が94.9％

と高くなっているのは、国庫補助事業である環境省所管の災害等廃棄物処理事業費

の執行に当たり、過去の地震災害の際の経験を基に、災害廃棄物等を迅速に処理し

たり同事業に係る経費の積算を実施したりしたこと、また、補助金の交付申請に当

たり、各種補助事業の執行状況等に基づき申請額の見直しを行ったことなどにより、

国庫補助金執行率が99.1％に達していることによるものである。なお、58市町村の

うち30市町村は、復興交付金の23年度対象事業がなかったり、基金からの取崩し額

がゼロであったりしていて、このうち東北3県に所在する市町村が23市町村を占めて

いる。
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表45 58市町村別にみた国庫補助事業及び復興交付金事業の執行状況（平成23年度）
　

交付決定額 交　付　額
国庫補助金執
行率

交 付 額
平成23年度対象
事業費

基金からの取
り崩し額

復興交付金執
行率

    （Ａ）    （ａ）  （ａ／Ａ）      （Ｂ）     （ｂ）   （ｂ／Ｂ）

八戸市 4,071 3,377 82.9 1,394 115 115 100.0 83.4

三沢市 272 235 86.3 0 22 単年度型 0.0 79.7

おいらせ町 689 330 47.9 0 22 単年度型 0.0 46.4

階上町 167 159 95.2 109 11 7 70.2 93.6

宮古市 28,025 8,493 30.3 3,627 9 2 24.2 30.3

大船渡市 40,737 22,029 54.0 3,078 43 43 100.0 54.1

久慈市 3,374 1,105 32.7 960 23年度事業なし － － 32.7

一関市 4,328 1,818 42.0 0 168 単年度型 0.0 40.4

陸前高田市 26,510 1,036 3.9 4,709 495 495 100.0 5.6

釜石市 24,742 8,630 34.8 7,326 14 － － 34.8

大槌町 7,483 5,267 70.3 3,441 173 173 100.0 71.0

山田町 9,016 5,012 55.5 254 4 4 89.8 55.6

岩泉町 1,737 315 18.1 1,228 110 － － 17.0

田野畑村 3,314 993 29.9 4,235 76 － － 29.2

普代村 1,833 1,512 82.4 720 23年度事業なし － － 82.4

野田村 2,793 593 21.2 2,263 175 175 100.0 25.8

洋野町 2,603 300 11.5 791 23年度事業なし － － 11.5

仙台市 53,014 32,292 60.9 40,742 3,196 0 0.0 57.4

石巻市 127,880 60,005 46.9 11,676 842 5 0.6 46.6

塩竈市 5,663 475 8.3 5,134 181 － － 8.1

気仙沼市 26,074 15,328 58.7 2,893 1,032 － － 56.5

白石市 2,398 1,279 53.3 25 23年度事業なし － － 53.3

名取市 18,251 13,384 73.3 6,072 174 174 100.0 73.5

多賀城市 7,646 6,777 88.6 3,893 160 2 1.5 86.8

岩沼市 12,058 7,933 65.7 2,267 1,006 － － 60.7

登米市 4,446 2,298 51.6 11 3 0 15.7 51.6

東松島市 23,568 23,367 99.1 6,438 1,047 － － 94.9

大崎市 6,391 2,879 45.0 887 23年度事業なし － － 45.0

亘理町 3,520 1,105 31.4 9,519 154 2 1.8 30.1

山元町 16,233 6,992 43.0 4,529 559 475 84.9 44.4

松島町 2,289 526 22.9 860 9 － － 22.8

七ヶ浜町 6,149 2,683 43.6 5,622 683 － － 39.2

利府町 1,078 478 44.3 152 54 － － 42.2

美里町 2,780 1,245 44.7 3 1 － － 44.7

女川町 13,272 5,873 44.2 2,383 680 － － 42.1

南三陸町 10,800 3,917 36.2 3,706 1 1 99.3 36.2

いわき市 15,011 9,292 61.9 11,847 722 － － 59.0

須賀川市 4,622 3,527 76.3 24 24 24 100.0 76.4

相馬市 8,215 4,581 55.7 15,627 1,039 95 9.2 50.5

二本松市 1,439 634 44.0 22 22 － － 43.3

南相馬市 8,622 4,422 51.2 19,611 958 958 100.0 56.1

鏡石町 1,998 1,053 52.7 15 15 15 100.0 53.0

西郷村 1,291 616 47.7 434 23年度事業なし － － 47.7

広野町 1,559 493 31.6 33 33 － － 30.9

双葉町 57 3 6.6 52 23年度事業なし － － 6.6

新地町 4,135 1,166 28.2 849 148 － － 27.2

高萩市 1,327 562 42.3 32 23年度事業なし － － 42.3

北茨城市 2,470 2,249 91.0 16 23年度事業なし － － 91.0

ひたちなか市 2,708 988 36.4 407 22 － － 36.1

鹿嶋市 3,222 1,553 48.2 461 173 107 62.1 48.9

潮来市 4,049 1,597 39.4 125 68 68 99.9 40.4

神栖市 2,549 864 33.8 314 296 296 100.0 40.7

大洗町 461 392 84.9 214 13 13 100.0 85.4

東海村 850 521 61.3 478 23年度事業なし － － 61.3

栃木県 矢板市 188 151 80.6 614 22 － － 72.0

浦安市 3,386 535 15.8 69 22 22 100.0 16.3

香取市 4,354 913 20.9 52 23年度事業なし － － 20.9

山武市 103 102 99.1 16 23年度事業なし － － 99.1

577,849 286,283 49.5 192,287 14,815 3,282 22.1 48.8

（単位:百万円、％）
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図15 市町村事業執行率等別の市町村数の状況（平成23年度）

市町村ごとの執行状況については、各市町村の被害の状況や、2(4)ウにおいて後

述するように、財政規模に対する復旧・復興事業の規模等により差異が生じている

と認められ、特に、多額の国庫補助金が交付されている岩手県及び宮城県では、被

害の甚大さなどから災害復旧事業等の国庫補助事業を優先的に実施している状況が

うかがわれ、復興交付金事業の着手は今後本格化するものと考えられる。

また、国庫補助金執行率に比べて、復興交付金執行率が低くなっているのは、①

市町村からの復興交付金事業計画の提出等に基づき復興庁から復興交付金の第1回配

布可能額が通知されたのが24年3月2日であり、市町村は、これを受けて復興交付金

の交付申請手続及び関係各省庁との調整を実施するなどしたため、同交付金が交付

されたのが同年3月下旬となったこと、②復興交付金事業の実施に当たり住民の合意

形成や用地の確保等に一定の時間を要していること、③これらの業務に従事する職

員が不足していることなどが原因と考えられる。

58市町村が23年度に実施した復旧・復興事業についてみると、国庫補助金では、

主として道路、河川、港湾、農地、学校、消防等の各種施設等に対する災害復旧事

業のほか、被災を受けた建物等の解体・撤去や仮設焼却施設の建設等を含む災害等

廃棄物の処理事業等が実施されている。

また、復興交付金では、183件の事業に対して23年度の対象事業費は計148億余円

となっている。復興交付金による復興事業は、前記のとおり5省40事業を対象として

6

27

6

13

1

14

24

21

7

2

7

8

16

10

0 10 20 30 40 50 60

市町村事業執行率

復興交付金執行率

国庫補助金執行率

市町村数

20％未満 20％超40％未満 40％超60％未満 60％超80％未満 80％超



- 103 -

いることから、183件の事業を所管省別にみると、厚生労働省と環境省は23年度には

該当がなく、文部科学省は9件、復興交付金交付額2891万余円、農林水産省は6件、

同1億余円となっており、国土交通省の168件、同146億余円が大多数を占めている。

また、各省別の主な事業についてみると、文部科学省の埋蔵文化財発掘調査事業

（8事業、復興交付金交付額2537万余円）、農林水産省の木質バイオマス施設等緊急

整備事業（2事業、同1億余円）、国土交通省の災害公営住宅整備事業（46事業、同

53億余円）、都市再生区画整理事業（28事業、同32億余円）、防災集団移転促進事

業（33事業、同16億余円）等となっている。

ウ 市町村の財政規模に対する復旧・復興事業の規模

58市町村は、東北地方太平洋沖地震により発生した強い揺れや津波により甚大な

被害を受け、その復旧・復興事業は多岐にわたり、事業費も多額に上っていること、

また、被害の状況が津波や原子力災害等で異なっていることから、復旧・復興事業

の規模等に着目して58市町村の震災前の5か年度(18年度から22年度まで)の一般会計

における平均歳出決算額と、調査票により把握した23年度の国庫補助金交付決定額、

23年度の事業に係る復興交付金の交付額及び震災復興特別交付税の交付額の合計額

（以下「復興交付金等合計額」という。）とを比較した。

その結果、図16のとおり、復興交付金等合計額が、平均歳出決算額の100％を超え

る規模となっている計17市町村は全て東北3県に所在しており、このうち200％を超

えている市町村は、宮城県亘理郡山元町等5市町見受けられ、岩手県及び宮城県に集

中している。
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図16 歳出決算額に対する復興交付金等合計額の割合別市町村数

また、一般に復旧・復興事業は公共事業に分類され、各市町村の予算においても

普通建設事業費及び災害復旧事業費に区分されていることから、58市町村の普通建

設事業費及び災害復旧事業費の合計額（以下「市町村公共事業費」という。）の震

災前の5か年度の平均額と、23年度の事業に係る国庫補助金交付決定額及び復興交付

金交付額の合計額（以下「公共事業関係交付金等合計額」という。）とを比較した

ところ、図17のとおり、100％を超える市町村が37市町村あり、このうち東北3県に

所在する市町村が33市町村と大半を占めており、1000％を超えている計10市町村は

全て東北3県となっており、甚大な被害を受けた多くの市町村が震災前と比較して多

額の復旧・復興事業を執行している状況となっている。
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図17 市町村公共事業費に対する公共事業関係交付金等合計額の割合別市町村数

歳出決算額等を大きく超える復旧・復興事業を実施することとなった市町村の執

行状況についてみると、市町村公共事業費に対する公共事業関係交付金等合計額の

割合が200％を超えている26市町村の平均市町村事業執行率は47.6％となっていて、

200％未満となっている32市町村の平均市町村事業執行率52.5％に比べて低くなって

いるものの著しい差は見受けられない。

しかし、各市町村についてみると、表46のとおり、津波により甚大な被害を受け

た岩手県及び宮城県では、岩手県陸前高田市（市町村公共事業費に対する公共事業

関係交付金等合計額の割合1320.6％）の市町村事業執行率5.6％、宮城県塩竈市（同

302.4％）の同8.1％など、通常の公共事業費を大幅に上回る多額の復旧・復興事業

の執行を余儀なくされている市町村の状況がうかがわれる。
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表46 震災前の歳出決算額等と58市町村に対する平成23年度復旧・復興事業との比較
 

歳出決算額

市町村公共事業費
(普通建設事業費及
び災害復旧事業費の
合計）

（Ａ） （Ｂ） （ａ） （ｂ） （ａ／Ａ） （ｂ／Ｂ）

八戸市 87,459 9,524 8,025 4,187 9.1 43.9 83.4

三沢市 20,092 4,343 581 294 2.8 6.7 79.7

おいらせ町 9,786 1,664 994 712 10.1 42.7 46.4

階上町 5,325 735 357 179 6.7 24.3 93.6

宮古市 29,080 5,079 32,393 28,035 111.3 551.9 30.3

大船渡市 18,009 3,357 46,561 40,780 258.5 1,214.6 54.1

久慈市 19,474 3,443 5,503 3,374 28.2 97.9 32.7

一関市 62,563 11,251 7,390 4,496 11.8 39.9 40.4

陸前高田市 10,938 2,044 30,960 27,005 283.0 1,320.6 5.6

釜石市 17,664 1,922 29,651 24,757 167.8 1,287.9 34.8

大槌町 5,621 656 10,071 7,657 179.1 1,166.8 71.0

山田町 6,971 862 11,085 9,020 159.0 1,046.1 55.6

岩泉町 8,492 1,792 2,360 1,848 27.8 103.0 17.0

田野畑村 3,797 954 4,056 3,390 106.8 355.4 29.2

普代村 2,650 553 2,334 1,833 88.0 331.3 82.4

野田村 3,013 643 3,863 2,968 128.2 461.0 25.8

洋野町 10,382 1,833 3,124 2,603 30.0 141.9 11.5

仙台市 403,856 57,106 105,691 56,211 26.1 98.4 57.4

石巻市 60,360 5,512 147,803 128,723 244.8 2,335.3 46.6

塩竈市 20,092 1,932 8,393 5,845 41.7 302.4 8.1

気仙沼市 26,821 2,865 33,256 27,106 123.9 946.1 56.5

白石市 14,320 1,418 3,617 2,398 25.2 169.1 53.3

名取市 23,249 3,385 22,345 18,426 96.1 544.2 73.5

多賀城市 18,485 2,497 11,303 7,806 61.1 312.6 86.8

岩沼市 13,540 1,789 16,093 13,065 118.8 730.2 60.7

登米市 41,689 6,752 7,595 4,449 18.2 65.8 51.6

東松島市 15,302 2,418 29,338 24,616 191.7 1,017.7 94.9

大崎市 52,680 5,472 10,879 6,391 20.6 116.7 45.0

亘理町 9,236 1,057 5,862 3,675 63.4 347.3 30.1

山元町 5,281 591 18,888 16,792 357.6 2,837.3 44.4

松島町 5,479 497 2,814 2,298 51.3 462.2 22.8

七ヶ浜町 5,371 379 8,521 6,833 158.6 1,798.6 39.2

利府町 8,640 1,264 1,964 1,132 22.7 89.5 42.2

美里町 10,001 1,456 3,988 2,781 39.8 190.9 44.7

女川町 6,520 1,131 15,521 13,952 238.0 1,233.5 42.1

南三陸町 8,159 1,362 12,483 10,801 152.9 792.8 36.2

いわき市 122,843 16,336 27,760 15,734 22.5 96.3 59.0

須賀川市 26,589 3,685 7,635 4,647 28.7 126.0 76.4

相馬市 14,014 1,938 10,853 9,254 77.4 477.4 50.5

二本松市 25,516 4,506 2,887 1,462 11.3 32.4 43.3

南相馬市 29,702 5,086 18,462 9,580 62.1 188.3 56.1

鏡石町 4,304 616 2,794 2,013 64.9 326.7 53.0

西郷村 8,038 1,686 2,405 1,291 29.9 76.5 47.7

広野町 3,815 1,008 2,746 1,593 71.9 158.0 30.9

双葉町 5,469 820 807 57 14.7 6.9 6.6

新地町 4,037 515 5,280 4,283 130.8 830.3 27.2

高萩市 13,516 1,519 2,634 1,327 19.4 87.3 42.3

北茨城市 15,014 1,299 3,823 2,470 25.4 190.0 91.0

ひたちなか市 44,613 6,209 7,461 2,731 16.7 43.9 36.1

鹿嶋市 21,854 3,065 6,601 3,395 30.2 110.7 48.9

潮来市 10,988 1,250 7,134 4,117 64.9 329.2 40.4

神栖市 35,020 4,115 7,346 2,845 20.9 69.1 40.7

大洗町 7,419 924 900 474 12.1 51.3 85.4

東海村 17,690 2,698 2,384 850 13.4 31.5 61.3

栃木県 矢板市 12,201 1,921 557 210 4.5 10.9 72.0

浦安市 56,421 8,811 10,532 3,408 18.6 38.6 16.3

香取市 27,727 3,093 7,363 4,354 26.5 140.7 20.9

山武市 20,695 2,484 529 103 2.5 4.1 99.1

1,597,908 223,151 804,584 592,664 50.3 265.5 48.8

(注) 歳出決算額及び市町村公共事業費は、総務省「市町村別決算状況調」より算出した。   
計58市町村

（単位:百万円、％）
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エ 市町村における復旧・復興事業の実施体制

58市町村の復旧・復興事業の実施体制について、震災前の22年度と震災後の24年

度の一般行政職員及び土木部門職員の職員数を比較すると、一般行政職員は58市町

村のうち28市町村で増加し、土木部門職員は36市町村で増加している。また、職員

数の合計では、一般行政職員は、22,099人から135人減少して21,964人となっている

が、土木部門職員は、2,968人から208人増加して3,176人となっている。

そして、前記のとおり、復興交付金等合計額が、歳出決算額や市町村公共事業費

を上回っている市町村があることから、一般行政職員については、震災前の22年度

の歳出決算額と23年度の復興交付金等合計額を、土木部門職員について、22年度の

市町村公共事業費と23年度の公共事業関係交付金等合計額を、それぞれ職員1人当た

りの金額を求めて比較することにより、予算執行に係る事務負担の変化をみること

とした。

その結果、一般行政職員1人当たりの歳出決算額に対する復興交付金等合計額の割

合別の市町村数についてみると、図18及び表47のとおり、宮城県牡鹿郡女川町の42

5.8％など100％を超える規模となっている計17市町村は全て東北3県に所在している。

また、土木部門職員1人当たりの市町村公共事業費に対する公共事業関係交付金等合

計額の割合別の市町村数についてみると、図19及び表47のとおり、100％を超えてい

る市町村が38市町村あり、このうち200％を超える規模となっている計27市町のうち、

東北3県に所在する市町が25市町と大半を占めており、岩手県釜石市の1980.5％など

1000％を超えている市町村も6市町見受けられた。
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図18 一般行政職員1人当たりの歳出決算額に対する復興交付金等合計額の

割合別市町村数

図19 土木部門職員1人当たりの市町村公共事業費に対する公共事業関係交付金

等合計額の割合別市町村数

そして、公共事業関係交付金等合計額が多額に上っている市町村では、事業の実

施に当たり大きな負担が生じていることなどから、土木部門職員1人当たりの公共事

業関係交付金等合計額と市町村事業執行率との関係についてみると、土木部門職員

1人当たりの市町村公共事業費に対する公共事業関係交付金等合計額の割合が1980.

5％となっている岩手県釜石市が市町村事業執行率34.8％、同1562.2％となっている

宮城県石巻市が同46.6％、同966.1％となっている福島県相馬郡新地町が同27.2％な
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どと、市町村事業執行率が低くなっている市町村が多く見受けられた。

このように、職員1人当たりの復興交付金等合計額等の規模は、市町村によっては

通常の職員1人当たりの歳出規模を大幅に上回っており、特に、社会基盤施設の整備

等に充てられる公共事業関係交付金等合計額の規模が、市町村が通常執行する公共

事業費に対して、集中復興期間に相当する5か年度分を上回っているような市町村に

ついては、当該市町村において復旧・復興事業の実施に当たる土木部門職員に大き

な事務負担が生じていると考えられる。
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表47 58市町村の職員数と職員1人当たりの復興交付金等合計額及び公共事業関係交付金等
合計額

　
22年度一般行
政職員1人当た
り歳出決算額

　

24年度一般行
政職員1人当た
りの23年度復
興交付金等合
計額

震災前の一般
行政職員1人当
たりの歳出額
に対する左の
割合

22年度土木部
門職員1人当た
り市町村公共
事業費

24年度土木部
門職員1人当た
りの23年度公
共事業関係交
付金等合計額

震災前の土木
部門職員1人当
たりの市町村
公共事業費に
対する左の割
合

平成22年4
月1日現在

24年4月1
日現在

（Ａ） （ａ） （ａ／Ａ）
22年4月1
日現在

24年4月1
日現在

（Ｂ） （ｂ） （ｂ／Ｂ）

八戸市 972 968 94,751 8,291 8.7 190 193 66,086 21,697 32.8

三沢市 266 266 73,727 2,184 2.9 40 36 66,324 8,188 12.3

おいらせ町 120 117 86,310 8,502 9.8 10 10 210,542 71,223 33.8

階上町 68 70 79,874 5,110 6.3 6 7 91,039 25,572 28.0

宮古市 481 466 61,357 69,512 113.2 58 63 85,151 445,010 522.6

大船渡市 269 259 67,386 179,775 266.7 43 55 60,954 741,466 1,216.4

久慈市 271 271 71,905 20,308 28.2 35 37 80,125 91,189 113.8

一関市 845 789 77,920 9,366 12.0 99 104 116,974 43,233 36.9

陸前高田市 185 162 62,910 191,114 303.7 21 24 120,836 1,125,231 931.2

釜石市 298 302 56,972 98,182 172.3 43 39 32,052 634,806 1,980.5

大槌町 85 90 68,144 111,901 164.2 7 8 126,010 957,130 759.5

山田町 129 135 55,175 82,116 148.8 15 13 56,390 693,888 1,230.5

岩泉町 132 135 76,772 17,488 22.7 11 13 297,436 142,161 47.7

田野畑村 48 49 84,322 82,781 98.1 3 5 399,180 678,181 169.8

普代村 44 45 73,236 51,867 70.8 3 4 333,585 458,376 137.4

野田村 40 43 88,707 89,854 101.2 2 6 521,607 494,801 94.8

洋野町 175 183 65,065 17,074 26.2 14 16 171,320 162,709 94.9

仙台市 4,141 4,319 96,447 24,471 25.3 756 825 57,132 68,135 119.2

石巻市 1,033 1,133 64,537 130,453 202.1 108 116 71,030 1,109,683 1,562.2

塩竈市 303 313 71,259 26,816 37.6 43 56 49,808 104,376 209.5

気仙沼市 548 515 51,256 64,576 125.9 66 75 51,321 361,422 704.2

白石市 264 270 54,718 13,396 24.4 22 23 44,778 104,282 232.8

名取市 318 341 73,361 65,530 89.3 44 44 69,190 418,775 605.2

多賀城市 317 312 61,288 36,230 59.1 42 49 62,620 159,325 254.4

岩沼市 217 216 69,651 74,505 106.9 30 34 114,413 384,286 335.8

登米市 705 636 59,907 11,942 19.9 71 65 65,107 68,457 105.1

東松島市 260 264 58,959 111,132 188.4 21 34 96,245 724,017 752.2

大崎市 765 707 72,043 15,388 21.3 91 90 47,776 71,012 148.6

亘理町 197 214 49,962 27,392 54.8 18 28 53,851 131,258 243.7

山元町 118 125 46,489 151,110 325.0 12 21 53,117 799,666 1,505.4

松島町 106 110 53,392 25,585 47.9 8 10 48,810 229,892 470.9

七ヶ浜町 115 116 47,546 73,462 154.5 8 17 35,978 401,954 1,117.2

利府町 164 168 57,112 11,692 20.4 21 24 69,846 47,170 67.5

美里町 137 143 82,672 27,893 33.7 10 9 151,072 309,072 204.5

女川町 116 72 50,629 215,583 425.8 7 19 100,254 734,324 732.4

南三陸町 177 153 46,195 81,590 176.6 10 20 135,042 540,069 399.9

いわき市 1,695 1,640 72,169 16,927 23.4 192 183 45,983 85,978 186.9

須賀川市 399 395 72,392 19,330 26.7 51 52 73,905 89,365 120.9

相馬市 200 201 74,606 53,999 72.3 27 33 101,241 280,454 277.0

二本松市 387 375 69,012 7,698 11.1 61 58 78,642 25,214 32.0

南相馬市 418 399 66,372 46,271 69.7 62 69 51,678 138,851 268.6

鏡石町 67 70 68,340 39,922 58.4 9 9 63,651 223,745 351.5

西郷村 105 109 72,519 22,067 30.4 12 12 146,515 107,585 73.4

広野町 61 42 57,886 65,386 112.9 7 8 128,556 199,203 154.9

双葉町 70 64 79,132 12,616 15.9 6 3 135,114 19,105 14.1

新地町 97 109 46,095 48,448 105.1 12 6 73,899 713,995 966.1

高萩市 167 172 105,549 15,317 14.5 23 24 92,576 55,316 59.7

北茨城市 233 221 67,529 17,301 25.6 27 23 47,333 107,397 226.8

ひたちなか市 579 572 85,887 13,044 15.1 118 118 78,298 23,144 29.5

鹿嶋市 300 300 76,161 22,006 28.8 38 32 94,750 106,115 111.9

潮来市 188 170 63,238 41,968 66.3 24 23 66,957 179,043 267.4

神栖市 466 436 76,916 16,849 21.9 57 60 76,091 47,427 62.3

大洗町 122 118 67,629 7,629 11.2 10 10 138,158 47,485 34.3

東海村 255 269 67,134 8,864 13.2 29 29 73,822 29,321 39.7

栃木県矢板市 179 178 67,519 3,130 4.6 21 21 78,550 10,043 12.7

浦安市 791 798 77,810 13,198 16.9 103 119 105,312 28,645 27.2

香取市 549 508 52,814 14,495 27.4 62 62 68,921 70,236 101.9

山武市 342 341 65,971 1,551 2.3 29 30 129,763 3,460 2.6

22,099 21,964 74,519 36,631 49.1 2,968 3,176 71,987 186,607 259.2

(注) 各職員数は総務省「地方公共団体定員管理調査」により、一般行政職員1人当たり歳出決算額及び土木部門職員1人当たり公共
　　 事業関係交付金等合計額は同調査及び総務省「市町村別決算状況調」により、それぞれ算出した。

千葉県

計58市町村

県名

青森県

岩手県

宮城県

茨城県

市町村名

福島県

（単位:人、千円、％）

一般行政職員数 土木部門職員数
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人的支援については、復興基本方針では、被災した市町村の復興計画の円滑な策

定を支援するため、被災市町村の要請に応じて、関係府省が連携して現地の状況を

把握して復興手法等の整理を行い被災市町村に提供することとされており、職員の

派遣についても支援することとされている。このため、総務省は、被災直後から都

道府県知事等に対して被災市町村への人的支援に関する通知を発出したり、国土交

通省は、被災市町村が実施する土地区画整理事業、防災集団移転促進事業等に係る

職員を派遣したりなどする体制を整備している。

58市町村に対する人的支援の状況は、表48のとおり、24年4月2日現在において58

市町村のうち40市町村が、国の機関、都道府県、市区町村等から799人の職員の派遣

（短期間の派遣を除く。）による人的支援を受けている。

市町村別の支援の受入れ状況についてみると、宮城県内の19市町村のうち17市町

村では、計430人の派遣職員を受け入れているほか、岩手県内及び福島県内の23市町

村のうち11市町村では、派遣職員の受入れが10人以上となっている。58市町村に職

員等を派遣している派遣元団体は、派遣元団体延べ365か所のうち市又は東京都特別

区の延べ271か所が最も多く、次いで町村の延べ43か所、都道府県の延べ31か所とな

っている。これらの派遣元団体の中には、自らが被災市町村であるにもかかわらず、

職員を派遣している団体も見受けられた。

また、58市町村のうち42市町村では、復興事業に要する人員の不足を補うなどの

ために計2,088人の職員を臨時に任用している。
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表48 58市町村に対する人的支援の状況（平成24年4月2日現在）

国の機関 都道府県 市区 町村
独立行政法
人等その他
団体

八戸市 0 0 0 0 0 0 0
三沢市 0 0 0 0 0 0 0
おいらせ町 0 0 0 0 0 0 1
階上町 0 0 0 0 0 0 0
宮古市 23 0 1 12 1 0 10
大船渡市 38 0 2 15 1 2 88
久慈市 1 0 0 1 0 0 87
一関市 3 0 0 2 0 0 0
陸前高田市 58 0 3 11 1 0 0
釜石市 39 2 0 13 3 2 80
大槌町 43 0 2 22 4 0 3
山田町 24 1 1 1 0 0 6
岩泉町 2 0 0 1 0 0 －
田野畑村 3 0 0 1 1 0 12
普代村 0 0 0 0 0 0 1
野田村 12 0 0 3 0 0 1
洋野町 0 0 0 0 0 0 0
仙台市 74 1 1 25 1 0 241
石巻市 58 － － － － － 3
塩竈市 12 0 0 10 1 0 91
気仙沼市 47 0 1 4 0 0 34
白石市 0 0 0 0 0 0 135
名取市 19 0 1 11 1 0 74
多賀城市 28 0 2 19 2 0 48
岩沼市 14 － － － － － 19
登米市 2 1 1 0 0 0 30
東松島市 41 0 5 20 2 0 83
大崎市 3 0 0 2 0 0 18
亘理町 19 0 2 6 1 0 65
山元町 44 0 2 14 12 0 13
松島町 6 0 0 4 2 0 9
七ヶ浜町 5 0 0 4 0 0 24
利府町 2 0 0 1 1 0 29
美里町 0 0 0 0 0 0 6
女川町 14 0 1 6 1 0 32
南三陸町 42 0 2 17 6 0 49
いわき市 33 0 0 21 0 0 139
須賀川市 0 0 0 0 0 0 0
相馬市 14 0 0 11 0 0 43
二本松市 2 0 0 0 0 1 87
南相馬市 36 － － － － － 431
鏡石町 1 0 0 1 0 0 1
西郷村 0 0 0 0 0 0 6
広野町 14 4 1 4 0 1 －
双葉町 7 2 0 2 1 0 42
新地町 9 1 2 3 1 1 10
高萩市 0 0 0 0 0 0 4
北茨城市 1 0 1 0 0 0 7
ひたちなか市 1 0 0 1 0 0 0
鹿嶋市 0 0 0 0 0 0 19
潮来市 0 0 0 0 0 0 0
神栖市 0 0 0 0 0 0 1
大洗町 1 1 0 0 0 0 0
東海村 0 0 0 0 0 0 6

栃木県 矢板市 0 0 0 0 0 0 0
浦安市 － － － － － － －
香取市 4 0 0 3 0 0 0
山武市 0 0 0 0 0 0 0

799 13 31 271 43 7 2,088

（注）各欄の「－」は、アンケートにおいて当該項目の回答がなかったものである。

岩手県

宮城県

福島県

茨城県

千葉県

　計

派遣職員数
（人）

派遣元団体の内訳（箇所）
臨時採用等

（人）
市町村名県名

青森県
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会計検査院は、各市町村の復旧・復興事業の実施体制に係る現状や要望等につい

て、率直な意見を求めるため、記述する事項を限定しないアンケートを実施した。

その結果、58市町村からは、職員の不足やその方策等に関する様々な意見や要望が

あった。

アンケートによれば、被災市町村が懸念する主な事項や課題として、今後も引き

続き復興事業の増加が見込まれ、これらの事業の中にはノウハウがないものや専門

性が高く、臨時職員等には任せられないものがあるため、経験豊富な建築技師、土

木技師等の専門職員が必要になっていること、震災以降の時間の経過とともに復旧

・復興事業に加えて住民等から通常業務の円滑化を求められるようになっており、

業務量の増加への対応が必要になっていることなどが意見として出されている。

また、他団体からの派遣については、今回の震災が、全国の地方公共団体におい

て職員を削減してきた中で生じたものであるため、他団体からの職員の派遣を過度

に期待することができないこと、派遣職員が短期間で入れ替わるため復興事業の実

施においては非効率な状況にあること、復興計画期間に応じて長期間にわたって職

員を派遣するのは派遣元団体の負担が大きく、後年度になるほど人員の確保が難し

くなることなどの課題があるとする意見もあった。

これらの課題に対処する方策については、中長期的な職員の派遣が持続可能とな

るよう被災団体と全国の自治体を結ぶネットワークの構築を図ること、国が職員の

派遣に係る主導的な役割を担いその費用に関する財政措置を行うこと、多大な時間

を要する各種事務・事業の手続等が復興事業の実施の妨げとなっていることから国

や都道府県等による事務の改善や簡素化に向けた取組を行うことなどを望む意見が

あった。

また、人的支援の方法として、派遣元団体が当該支援に係る事務局を設置して、

被災地の状況を把握し、復興事業の進捗に合わせて必要な職員を適切な時期に派遣

する方法を検討している例もあり、国に対してこのような支援に関する体制整備を

望む意見もあった。

このように、第1回復興交付金事業計画に基づく復興交付金交付可能額の通知を受け

た58市町村の23年度の復旧・復興事業に係る国庫補助金や復興交付金等の実施状況に

ついて検査したところ、交付状況については、国庫補助金、復興交付金及び震災復興

特別交付税の合計9824億余円が、58市町村に対して交付決定又は交付可能額として通
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知されており、このうち23年度に計6904億余円が交付されている。国庫補助金、復興

交付金及び震災復興特別交付税のうち、国庫補助金が最も多く交付されているが、地

域により、復興交付金交付可能額が国庫補助金交付額を上回っていたり、震災復興特

別交付税が大きな割合を占めていたりなどしている特徴が見受けられた。

執行状況については、58市町村平均の国庫補助金執行率は49.5％、復興交付金執行

率は22.1％、市町村事業執行率は48.8％となっている。また、市町村事業執行率は最

小で5.6％、最大で99.1％と大きな差があり、比較的低調な市町村の数が多くなってい

る状況や被害状況に応じた地域性が見受けられた。

58市町村に対する復興交付金等合計額等を復旧・復興事業の規模として、震災前の

歳出決算額等と比較してみると、復興交付金等合計額等が震災前の歳出決算額等の複

数年分に相当している市町村も見受けられ、また、職員1人当たりの復興交付金等合計

額等からみて、これらの市町村における復旧・復興事業の実施に当たる職員の事務負

担が増加している。現に、一部の市町村は、復興事業の増加に伴う各種業務に対応す

るための人的支援や体制整備等を要望している。

このような状況から、国は、市町村における復旧・復興事業の実施状況や実施体制

を適切に把握するとともに、事業の進捗が遅れているものについては、その原因を検

証して、必要な支援に努めることが望まれる。
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(5) 原子力災害からの復興再生

ア 原子力災害からの復興再生に向けた国の取組

東日本大震災は、被害が甚大で、被災地域が広範にわたるなど極めて大規模なも

のであるとともに、地震、津波及び原子力発電所の事故による複合的な災害である。

このうち原子力災害は、福島県内の被害が特に大きく、地震や津波による災害に加

えて、福島県の復興を困難にしている。

前記のとおり、福島復興再生特別措置法に基づく福島復興再生基本方針は、原子

力災害からの福島復興再生協議会における協議等を経て、24年7月13日に閣議決定さ

れた。福島復興再生基本方針は、原子力災害からの福島の復興及び再生を国政の最

重要課題と位置付け、原子力災害からの福島の復興及び再生の目標として、「自主

避難者を含む避難を余儀なくされた者の支援やふるさとへの帰還に向けた条件整備

はもとより、原子力災害からの福島の復興及び再生のための本方針に定める各種の

取組を総合的・計画的に、かつ、責任を持って継続的に講ずる。」としている。そ

して、「その際、福島の地方公共団体の自主性及び自立性を尊重しつつ、福島県の

復興ビジョン・復興計画や県内市町村の各種の復興計画等を十分踏まえ、それらに

盛り込まれた取組と的確に連携」することとしている。

そこで、福島県の復興計画である「福島県復興計画（第1次）」の主要施策の一つ

である「原子力災害の克服」における具体的な取組は、国が決定した福島復興再生

基本方針においてどのように記述されているか、国の関与はどのようなものとされ

ているかについてみると、表49のとおり、福島復興再生基本方針の記述は、福島県

復興計画の主要施策である「原子力災害の克服」に記述されている具体的な取組に

対応した記述となっている。今後、国、福島県及び関係市町村等は、福島復興再生

基本方針及び福島県復興計画に掲げられた施策に沿って具体化された各種の事業を

進めていくことにより、福島の復興再生の実現を推進することになっている。

表49 福島県復興計画（第1次）の主要施策である「原子力災害の克服」の具体的な取組別
に分類した福島復興再生基本方針の主な記述内容

福島県復興計画（第1次） 福島復興再生基本方針

①全県におけるモニタリングの充実・ ・原子力発電所の事故に伴う放射線の影響の現状把握及び原子力発電所周

強化 辺の詳細な放射性物質の分布状況についての調査研究

◇モニタリングの強化 ・市町村が実施する個人線量計の配付・貸出及びサーベイメーターの整備

◇モニタリング結果の一元的解析・ ・モニタリングポスト等の整備による空間線量測定体制の構築、空間線量

評価と県民への分かりやすい情報 測定や生活環境の様々な分野（大気、河川、地下水、海域、土壌、森林な

発信 ど）の放射性物質濃度測定の継続的な実施、公表

・飲料水の放射能濃度測定
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②身近な生活空間における徹底した除 ・福島の住民の雇用や資機材の福島における調達に配慮しつつ、除染等を

染の実施 迅速かつ確実に実施

◇身近な生活空間における放射線量 ・除染技術の開発、新しい除染関連技術が評価され実際に活用されやすい

低減対策 仕組みづくり

◇放射性物質に汚染された災害廃棄 ・学校、児童施設、児童福祉施設、通学路及びその側溝、公園等の除染、

物や下水汚泥等の早急な処理、処 ガイドラインの周知

分先の確保 ・除染特別地域にある学校等の除染及び除染特別地域以外の地域にある学

校等の除染の促進

・子どもの心身の健康確保のための屋外体験活動や子ども達の交流の推進

・学校や児童福祉施設等における空調・エアコン等の設備の設置等

・国が前面に立ったリスクコミュニケーションの推進及び必要な普及啓発

活動の実施

・自治会等が行う簡易な除染を支援

・災害廃棄物や放射性物質に汚染された下水汚泥、農業集落排水汚泥、復

興・復旧工事等の廃棄物の適正な処理等について福島県及び県内市町村と

連携

・除染の際に生じた廃棄物の循環的な利用及び適正な処分

・仮置場の確保や中間貯蔵施設の在り方について福島県及び県内市町村と

協議

③全県における環境の回復 ・福島県が設置する福島県環境創造センター（仮称）の運営等のサポート

◇環境浄化のための、国内外の英知 及び福島県農林水産再生研究センター（仮称）の整備に向けた構想の策定

を結集した調査研究・技術開発・ と具体化、その推進をサポート

実証実験、国際的な研究拠点の整 ・林業機械を活用した安全で効率的な除染手法等の技術開発

備

◇研究成果や実証事例などの情報の

国内外への発信

◇農地等における除染の推進

◇森林等の除染の推進

◇その他の大気、水、土壌の環境浄

化

④全ての県民の健康の保持・増進 ・福島県が実施する県民健康管理調査への支援

◇長期間にわたる県民健康管理調査 ・市町村が実施する住民の被ばく放射線量の検査に必要な検査機器の整備

を通した健康の保持・増進 や専門家の確保

◇食品の安全確保 ・放射線の健康に与える影響に関する住民説明会等の実施

◇疾病予防・早期発見・早期治療に ・放射線に対し住民が抱えている不安の解消に向けた取組を行う拠点の整

よる保健医療先進県の創造 備等

◇県立医科大学での放射線医学に関 ・農林水産物・食品の放射性物質の測定の体制整備、検査及び安全管理の

する研究や診療機能の強化、放射 ガイドラインの策定、検査結果の公表及び新たな安全管理システムの導入

線健康障害の早期診断・最先端治 ・放射線の基準や健康影響等に関する正しい知識の普及・啓発等

療拠点の創設 ・学校や保育所等の給食における提供前の検査体制の整備

◇国際的な保健医療機関の誘致 ・住民が持ち込んだ食品等の放射性物質検査体制の整備（検査機器の貸与

等）

・子ども医療体制の充実（小児医療体制）

・福島県立医科大学を中核的実施機関として、県民健康管理調査本部・デ

ータセンター等を整備

・県外流出等により不足している医療従事者の県内外からの派遣及び確保

・福島県立医科大学が行う放射線の人体への影響等に関する調査研究の技

術的支援等の放射線安全研究や緊急被ばく医療体制の強化

・国際研究機関とも連携した疫学的な研究及び最先端の調査研究結果の提

供等

⑤原子力災害を克服する産業づくり ・農林水産物の放射性物質の検査結果の情報開示、工業製品の残留放射線

◇農林水産物、工業製品等の放射能 量の測定の推進、福島ブランドの再生等の施策の総合的な実施

・放射線量測定及び情報の迅速・ ・放射線医学・最先端診断や医薬品等の開発拠点整備、ＢＮＣＴ（ホウ素

的確な公表 中性子捕捉療法）の開発実証事業、医療機器・ロボット等の開発実証事業

◇放射能や食の安全に関する知識の 等の医療関係産業の集積・振興

普及

◇放射性物質の農産物への吸収抑制
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のための研究等

◇放射性物質の除去や処理技術に関

する技術開発及び産業化の推進

◇放射線医学推進と関連させた医療

機器の開発及び産業化

⑥原子力に係る機関の誘致及び整備 ・国際会議の誘致や国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等の関連国際機関の機能

◇原子力に関する国際的研究機関や の誘致

監視機関の誘致、廃炉基準などの

安全管理や放射線に関する高度技

術の開発促進

⑦原子力発電所事故に関連する情報開 ・｢東京電力（株）福島第一原子力発電所1～4号機の廃止措置等に向けた中

示 長期ロードマップ」に基づき、国及び東京電力株式会社が密接に連携し

◇国及び原子力発電事業者に対する て、廃止措置等に向けた中長期の取組を引き続き着実に推進、取組状況に

事故に関連する即時的で透明性の ついて迅速かつ分かりやすく公表

高い情報開示の要求、市町村、県 ・事故を起こした原子炉及び長期間停止する原子炉の事故想定等の明確化

の間での災害時における迅速な情 及び緊急時の適切な防護措置、資機材の整備方針等に関し、福島県の実情

報伝達等の対策 を踏まえ、防災指針を策定

◇国及び原子力発電事業者が示した

工程の実施状況に対する監視

⑧原子力発電事業者及び国の責任によ ・原子力災害の被害者に対する東京電力株式会社による迅速、公平かつ適

る、原子力災害の全損害に対する賠 正な賠償の促進、賠償問題の一刻も早い解決

償・補償に向けた取組

◇県民、事業者への原子力損害賠償

の円滑な推進

イ 福島県内の市町村の復興施策

2(3)ア(ｲ)（64ページ）における市町村の復興計画の分析について、福島県内の市

町村の復興計画の特徴を分析するため、福島県内の市町村及び原子力災害の影響が

特に大きい福島県浜通り地域と、福島県以外の県の市町村の記述内容を比較すると、

表50のとおり、福島県内の市町村では、福島県以外の県の市町村と大きく異なり、

「6 原子力災害からの復興」に関する各種の施策を掲げた市町村が多く、とりわけ、

放射線のモニタリング及び住民等への情報提供等の施策について記述した「6 ①応

急対策、各種支援、情報提供等」、放射線の影響に係る安全対策・健康管理対策等

の施策について記述した「6 ②安全対策・健康管理対策等」及び除染、健康への影

響等に関する情報提供、住民とのコミュニケーション活動等の施策について記述し

た「6 ④放射性物質の除去等」については、復興計画を策定した福島県内の全ての

市町村が盛り込んでいた。このように、これらの施策は福島県内の市町村にとって

必須のものとなっている。

また、医療関連産業の集積及び先進的な医療機関の整備等の施策について記述し

た「6 ⑤医療産業の拠点整備」、再生可能エネルギーの研究拠点の整備及び関連産
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業の集積等の施策について記述した「6 ⑥再生可能エネルギーの拠点整備」及び

「6 ⑦政府系研究機関の関連部門等の福島県への設置等の促進」に関連する施策を

予定している市町村も福島県浜通り地域で見受けられた。

さらに、「5 (3)地域経済活動の再生」についても、福島県内の全ての市町村が、

産業の振興や企業の支援等の施策について記述した「①企業、産業・技術等」に関

連した施策を記述していて、新たな産業の創出や地域経済活動の再生が大きな課題

となっている。
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表50 福島県内の市町村の復興計画に掲げられている施策の復興課題別分類

(注) 割合は、80％以上を太字、20％未満を斜体で記載した。

①高齢化や人口減少に対応した新しい地域づくり 11 (39.3%) 6 (75.0%) 21 (37.5%)

②「減災」の考え方に基づくソフト・ハードの施策の総動員 27 (96.4%) 7 (87.5%) 56 (100.0%)

③土地利用の再編等を速やかに実現できる仕組み等 8 (28.6%) 5 (62.5%) 24 (42.9%)

④被災者の居住の安定確保 22 (78.6%) 8 (100.0%) 53 (94.6%)

⑤市町村の計画策定に対する人的支援、復興事業の担い手等 13 (46.4%) 7 (87.5%) 22 (39.3%)

①地域の支え合い 28 (100.0%) 8 (100.0%) 55 (98.2%)

②雇用対策 25 (89.3%) 8 (100.0%) 41 (73.2%)

③教育の振興 25 (89.3%) 8 (100.0%) 54 (96.4%)

④復興を支える人材の育成 6 (21.4%) 4 (50.0%) 14 (25.0%)

⑤文化・スポーツの振興 23 (82.1%) 8 (100.0%) 46 (82.1%)

①企業、産業・技術等 28 (100.0%) 8 (100.0%) 43 (76.8%)

②中小企業 15 (53.6%) 3 (37.5%) 40 (71.4%)

③農業 26 (92.9%) 8 (100.0%) 48 (85.7%)

④林業 15 (53.6%) 4 (50.0%) 19 (33.9%)

⑤水産業 5 (17.9%) 5 (62.5%) 36 (64.3%)

⑥観光 22 (78.6%) 5 (62.5%) 48 (85.7%)

⑦コミュニティを支える生業支援 18 (64.3%) 7 (87.5%) 30 (53.6%)

⑧二重債務問題等 7 (25.0%) 5 (62.5%) 9 (16.1%)

⑨交通・物流、情報通信 23 (82.1%) 8 (100.0%) 53 (94.6%)

⑩再生可能エネルギーの利用促進とエネルギー効率の向上 27 (96.4%) 8 (100.0%) 40 (71.4%)

⑪環境先進地域の実現 9 (32.1%) 2 (25.0%) 17 (30.4%)

⑫膨大な災害廃棄物の処理の促進 11 (39.3%) 4 (50.0%) 41 (73.2%)

①震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 9 (32.1%) 5 (62.5%) 43 (76.8%)

①応急対策、各種支援、情報提供等 28 (100.0%) 8 (100.0%) 35 (62.5%)

②安全対策・健康管理対策等 28 (100.0%) 8 (100.0%) 17 (30.4%)

③賠償・行政サービスの維持等 23 (82.1%) 6 (75.0%) 9 (16.1%)

④放射性物質の除去等 28 (100.0%) 8 (100.0%) 6 (10.7%)

⑤医療産業の拠点整備 4 (14.3%) 2 (25.0%) 0 (0.0%)

⑥再生可能エネルギーの拠点整備 8 (28.6%) 5 (62.5%) 4 (7.1%)

⑦政府系研究機関の関連部門等の福島県への設置等の促進 5 (17.9%) 4 (50.0%) 0 (0.0%)

5　復興施策

うち、福島県浜通り地
域の市町村数（割合）

　(2)地域における暮らしの再生

　(3)地域経済活動の再生

　(1)災害に強い地域づくり

「東日本大震災からの復興の基本方針」の分類

市町村が決定した復興計画

左の分類に相当する内容を復興計画に掲げた市町村数（割合）

福島県内の市町村数（割合）

福島県以外の県の市
町村数（割合）

　(4)大震災の教訓を踏まえた国づくり

国が決定した基本方針

6　原子力災害からの復興
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上記で分析した福島県内の市町村の復興計画について、原子力災害からの復興に

関する記述内容の具体例を示すと、表51のとおりであり、国が決定した復興基本方

針及び福島復興再生基本方針の記述に対応する記述が多くみられる。

表51 福島県内の市町村の復興計画における原子力災害からの復興に関する記述例

①応急対策、各種支援、情報提供等

（南相馬市）定点モニタリング等の測定結果を市ホームページ等により随時公表

（伊達市）伊達市一斉放射線量測定マップの作成、配布

②安全対策・健康管理対策等

（福島市）学校等給食で実際に使用する食材の放射能測定を実施

（白河市）市道の被ばく線量の低減を図るため、道路の洗浄及び除草等を実施

③賠償・行政サービスの維持等

（田村市）住民の帰還に向けての意向や要望の把握

（本宮市）市民の損害賠償請求手続の支援、損害賠償に関する公的機関の情報提供

④放射性物質の除去等

（楢葉町）町が独自に除染計画を策定し、国の除染計画に反映するよう要請

（飯舘村）村内操業事業所及び休業事業所の除染の実施

⑤医療産業の拠点整備

（須賀川市）最先端の医療関係施設や医療産業などの誘致
（広野町）放射線被害を防ぐ医療研究等と連携した新規医療機関の誘致

⑥再生可能エネルギーの拠点整備

（相馬市）壊滅的な被害を受けた地域をメガソーラー等の事業用地として利用
（矢吹町）新たな再生可能エネルギーを活用した発電施設等の税制面での優遇措置の検討

⑦政府系研究機関の関連部門等の福島県への設置等の促進

（郡山市）放射性物質の除去や健康管理等の先進的対応を図るため、政府系研究機関の誘致に向け

た環境を整備

（いわき市）復興や原子力災害の収束に係る国・県等の関係機関の誘致

ウ 福島の復興再生に関連した主な事業と平成23年度予算額

福島復興再生基本方針等で掲げられた施策の中には、既に平成23年度補正予算に

おいて事業実施のための予算が措置されているものがある。福島の復興再生に関連

した主な事業と平成23年度予算額は、表52のとおり、東北地方太平洋沖地震に伴う

原子力発電所の事故により放出された放射性物質の除染事業等に必要な経費（放射

線量低減対策特別緊急事業費補助金）（2021億余円）、重点分野雇用創造事業の拡

充（震災対応事業の延長）（2000億円）、がんばろうふくしま産業復興企業立地支

援事業（地域経済産業復興立地推進事業費補助金）（1700億円）等となっている。
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表52 福島の復興再生に関連した主な事業と平成23年度予算額

主な事業 平成23年度予算額
（単位：億円）

○内閣府

◎東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質の除染事業等に (予備費) 2021

必要な経費（放射線量低減対策特別緊急事業費補助金）

・東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故による被害に係る応急の対策に関する事業に (予備費) 403

必要な経費（放射線量低減対策特別緊急事業費補助金）

○文部科学省

・放射性薬剤の研究開発・製造拠点の整備（福島県民健康管理基金) (3次補正) 113

○厚生労働省

◎被災地における医療提供体制の再構築（既存の地域医療再生基金に積み増し） (3次補正) 720

◎重点分野雇用創造事業の拡充（震災対応事業の延長） (3次補正) 2000

◎重点分野雇用創造事業の拡充（雇用復興推進事業の創設） (3次補正) 1510

○経済産業省

◎中小企業組合等共同施設等災害復旧費補助金 (1次補正) 189

(2次補正) 99

(予備費) 1248

・原子力被災者の健康確保・管理関連交付金 (2次補正) 781

・医療福祉機器・創薬産業拠点整備事業 (3次補正) 394

・がんばろうふくしま産業復興企業立地支援事業（地域経済産業復興立地推進事業費補助金） (3次補正) 1700

◎再生可能エネルギー発電設備等導入支援復興対策事業費補助金 (3次補正) 325

○環境省

◎放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施 (3次補正) 1996

◎グリーンニューディール基金の拡充（再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業） (3次補正) 840

（注） ◎についての事業費は、その一定部分が福島県の区域で実施される。

このように、国は、原子力災害からの福島の復興及び再生の目標を早期に実現する

ために、各種の取組を総合的・計画的、かつ、責任を持って継続的に講ずることとし

ている。そして、福島復興再生基本方針で掲げられた各種の施策は、福島県及び県内

市町村の復興計画に掲げられている施策と対応していて、これらの中には既に平成23

年度補正予算において予算が措置されているものもある。

福島の復興については、今後、国、福島県及び福島県内の市町村が福島復興再生基

本方針及び福島県復興計画に沿って取り組む各種の事業が、迅速かつ着実に実施され

ることが期待される。
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第3 検査の結果に対する所見

1 検査の結果の概要

会計検査院は、東日本大震災からの復興等に対する事業に関する各事項について、効

率性、有効性等の観点から、①被災の状況はどのようなものとなっているか、また、被

災に対して国はどのような施策等の対応を執っているか、②復旧・復興に係る予算はど

のような経費に配分されているか、また、復興基本方針における復興施策等はどのよう

な事業により実施されているか、③復旧・復興予算に係る復旧・復興事業は、支出、繰

越しなどの執行状況からみて、円滑かつ迅速に実施されているか、④被災した地方公共

団体において復興特別区域制度の復興推進計画、復興整備計画及び復興交付金事業計画

の作成等の状況はどのようになっているか、また、これらの計画に基づく特例等はどの

ように適用されているか、⑤被災した地方公共団体において復旧・復興事業の実施状況

及び実施体制はどのようになっているかなどに着眼して、23年度に東日本大震災復興関

係経費の予算が措置されている国会等16府省庁を対象として検査した。

検査に当たっては、上記の16府省庁から調書を徴するほか、公表されている資料等を

基に在庁して調査分析を行うとともに、16府省庁の内部部局等に対する会計実地検査を

実施した。また、被災した地方公共団体のうち58市町村に対して調査票を送付して、そ

の回答を徴するなどして調査分析を行った。

検査結果の概要は、次のとおりである。

(1) 東日本大震災に伴う被災等の状況

ア 被害の概要

23年3月11日、東北地方太平洋沖地震が発生し、宮城県北部で震度7を観測したほ

か東日本を中心に広い範囲で揺れを観測し、また、東北地方から関東地方北部まで

を中心に太平洋沿岸の広い範囲で津波を観測した。さらに、同日、福島第一原発に

おいては、大量の放射性物質が放出されるという重大な事故が発生した。

東日本大震災による被害は、以下のとおりである。

(ｱ) 人的被害

死者、行方不明者等の人的被害は、いまだ全容の把握に至っていないが、死者

15,868人、行方不明者2,848人（24年8月15日現在）等となっている（4～5ページ

参照）。

(ｲ) 建物への被害
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建物への被害については、津波により水没し壊滅した地域があり、全壊129,31

9戸、半壊263,925戸、一部破損725,935戸（24年8月15日現在）等となっている

（5～6ページ参照）。

(ｳ) その他の被害状況

海岸や河川の堤防等への被害については、海岸堤防護岸で全壊・半壊、国の直

轄管理河川や県・市町村管理河川における堤防決壊や大規模崩落等の被害が確認

されている。

また、交通への被害については、高速道路や国の直轄国道等が被災により通行

止めとなったのを始め、新幹線や在来線等の運転が休止となり、空港や港湾の使

用が不可能になるなどした。

さらに、農地、農業用施設、農作物等や林野及び水産関係についても、甚大な

被害が発生するとともに、東北の太平洋沿岸における広範囲な地盤沈下による深

刻な影響も見受けられた（6～9ページ参照）。

(ｴ) 被害額の推計

内閣府によれば、東日本大震災における建築物、ライフライン施設、社会基盤

施設、農林水産関係等への被害額は、約16兆9000億円と推計されている（9ページ

参照）。

イ 国の被害応急対応

(ｱ) 緊急災害対策本部の設置及び被災者の救援・救助

国は、23年3月11日、災害対策基本法に基づく緊急災害対策本部と原子力災害対

策特別措置法に基づく原子力災害対策本部を、いずれも内閣総理大臣を本部長と

して設置して、翌12日には、今回の震災について激甚災害の指定を行う政令を閣

議決定した。

そして、被災者の救援・救助活動等のため、都道府県警察の広域緊急援助隊等、

消防本部の緊急消防援助隊、国土交通省の緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲ

ＣＥ）、海上保安庁の特殊救難隊等、防衛省の自衛隊、厚生労働省の派遣要請に

よる災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等が、被災地に派遣された（10～11ページ

参照）。

(ｲ) 避難の状況

東日本大震災の発生により、多くの被災者は自宅等を離れ、避難所、親族・知
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人宅等へ避難することとなった。復興庁等によれば、避難者数は震災発生直後の

ピーク時において約47万人とされ、震災から1週間を経過した時点では、約38万人

が避難所2,182か所に避難していたとされている。

そして、24年7月末においても避難者は全国に約34万3000人いることが把握され

ている。このうち、原子力発電所の事故等により、長期避難を余儀なくされた福

島県から県外への避難者は、約6万人と多数に上っている（11～12ページ参照）。

(ｳ) 仮設住宅等の状況

国は、被災者に対する当面の住宅を提供するため、応急仮設住宅の設置を推進

した。応急仮設住宅は、東北3県において53,951戸、その他4県を含めて計54,266

戸の設置が必要とされ、24年8月1日時点で必要戸数の97.8％が完成している（12

～13ページ参照）。

(ｴ) 災害廃棄物等の処理

大規模な地震及び津波により、大量の災害廃棄物等（がれき）が発生した。そ

の量は、災害廃棄物として2162万ｔ、津波堆積物として959万ｔ、計3121万ｔに上

ると推計されている。

このうち処理・処分が行われたものは、災害廃棄物に係るものが598万ｔ、津波

堆積物に係るものが43万ｔ、計641万ｔとなっている。なお、災害廃棄物等の推計

量については、処分が進むにつれて、より正確な数値へと見直しが行われている

（13ページ参照）。

(ｵ) 原子力発電所の事故発生に伴う警戒区域等の設定

国は、23年4月21日、福島第一原発から半径20㎞圏内を警戒区域に設定するとと

もに、同月22日、計画的避難区域、緊急時避難準備区域を設定した。

また、国は、24年3月末まで警戒区域等としていた地域について、避難指示解除

準備区域、居住制限区域、帰還困難区域として、2市1町2村、1市2村、1市1村にそ

れぞれ見直し、4町1村を警戒区域として、2町1村を計画的避難区域として引き続

き設定している（14～15ページ参照）。

ウ 国の復旧・復興への取組

(ｱ) 東日本大震災復興構想会議

国は、甚大な被害を受けた被災地の復旧・復興のため、東日本大震災復興構想

会議を開催し、同会議により「復興への提言～悲惨のなかの希望～」が取りまと
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められた。

この中で、必要な各種の支援措置を具体的に検討し、区域・期間を限定した上

で、これらの措置を一元的かつ迅速に行える「特区」手法を活用することが有効

であること、復興の主体である地方公共団体が、自ら策定する復興プランの下、

効率性や透明性を確保しながら真に復興に役立つ事業を進めることが求められる

ことから、使い勝手のよい自由度の高い交付金の仕組みが必要であること、現行

制度の隙間を埋めて必要な事業の柔軟な実施を可能とする基金の設立を検討すべ

きことなどが提言された（15～16ページ参照）。

(ｲ) 復興基本法

復興基本法は、23年6月24日に施行され、東日本大震災からの復興の基本理念、

復興のための資金の確保、復興特別区域制度の整備等に併せて、東日本大震災復

興対策本部の設置及び復興庁の設置に関する基本方針が定められた（16ページ参

照）。

(ｳ) 復興基本方針

東日本大震災復興対策本部は、復興基本法に基づく国による復興のための取組

の基本方針として、復興基本方針を決定した。

復興基本方針においては、復興期間は10年間とし、当初の5年間を「集中復興期

間」と位置付けている。また、国は被災者及び被災した地方公共団体の意向等を

踏まえつつ、各府省一体となって、被災地域の復旧・復興及び被災者の暮らしの

再生のための施策等を実施したり、復興特区制度を創設したりして、必要な支援

を実施するとされている。

そして、これらの施策を実施するため、国は、「集中復興期間」に実施する施

策・事業の事業規模については、国と地方（公費分）とを合わせて、少なくとも

19兆円程度と見込んでおり、10年間の復旧・復興対策の規模については、少なく

とも23兆円程度を見込んでいる（16～20ページ参照）。

(ｴ) 復興庁の設置

復興庁は、復興庁設置法に基づき、内閣に設置され、24年2月10日に開庁した。

同庁は、復興基本法の基本理念にのっとり、復興に関する内閣の事務を内閣官房

と共に助けること及び主体的かつ一体的に行うべき東日本大震災からの復興に関

する行政事務の円滑かつ迅速な遂行を図ることを任務としている。
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復興庁は、その任務を達成するため、関係地方公共団体が行う復興事業への国

の支援その他関係行政機関が講ずる復興のための施策の実施の推進及び総合調整

に係る事務を行うこととされている。また、復興に関する行政各部の事業を統括

して監理することとし、関係地方公共団体の要望を一元的に受理するとともに、

対応方針を定め、これに基づき事業の改善又は推進等の措置を講ずることとされ

ている。そして、復興に関する事業に必要な予算を一括して要求し確保するとと

もに、実施計画を定めた上で、当該事業を自ら執行するか、又は関係行政機関に

予算を配分して、対応方針及び実施計画等を通知することにより、支出負担行為

の実施計画に関する書類の作製を含め、当該事業を執行させることとされている。

さらに、関係地方公共団体の求めに応じて、政府全体の見地から、情報提供、助

言その他必要な協力を行うこととされている（22～25ページ参照）。

(ｵ) 福島復興再生特別措置法

原子力災害からの福島の復興及び再生の推進を図り、東日本大震災からの復興

の円滑かつ迅速な推進と活力ある日本の再生に資することを目的として、福島復

興再生特別措置法が24年3月30日に成立した。この法律では、原子力災害からの福

島の復興及び再生の基本となる福島復興再生基本方針の策定、避難解除等区域の

復興及び再生のための特別の措置、原子力災害からの産業の復興及び再生のため

の特別の措置、原子力災害からの福島復興再生協議会等について定めている。

国は、同年7月13日に、福島復興再生基本方針を閣議決定し、今後、同方針に即

して、避難解除等区域復興再生計画、産業復興再生計画等の作成・認定等が実

施され、復興再生のための措置が実行されるとともに、放射線による健康上の不

安の解消その他の安心して暮らすことのできる生活環境の実現のための措置が実

行されることとなっている（25ページ参照）。

(2) 復興等の各種施策及び支援事業の実施状況

ア 東日本大震災の復旧・復興に係る予算及びその財源の状況

当面の復旧事業を中心に、がれき処理、仮設住宅の建設、道路・港湾の復旧等に

係る経費として財政措置された4兆0153億余円を計上した1次補正が23年5月2日に、

原子力損害賠償、被災者支援等に係る経費として財政措置された1兆9106億余円を計

上した2次補正が7月25日に、東日本大震災からの復旧・復興に係る経費9兆2438億余

円（年金臨時財源の補塡分2兆4896億余円を除く。）を計上した3次補正が11月21日



- 127 -

にそれぞれ成立した。

財源についてみると、1次補正は既定経費の減額等として4兆0153億余円、2次補正

は前年度剰余金受入として1兆9106億余円、3次補正は復興債等として9兆2438億余円

が充てられている（26～30ページ参照）。

イ 東日本大震災復旧・復興事業の実施状況

(ｱ) 経費項目別の執行状況

各府省庁所管の復旧・復興事業の実施状況について、23年度の予備費及び1次補

正から3次補正までの経費項目別に、予算現額、支出済額、繰越額及び不用額を調

査するとともに、執行状況について分析した。

a 一般会計における執行状況

一般会計における23年度の執行状況についてみると、予算現額14兆9243億余

円、支出済額9兆0513億余円、繰越額4兆7694億余円、不用額1兆1035億余円とな

っている。

そして、各補正予算の一般会計における執行率についてみると、予備費100％、

1次補正61.8％、2次補正75.1％、3次補正57.3％、計60.6％となっている。これ

らを経費項目別にみると全て執行されている経費項目が多くある一方で、年度

内に全く執行されないままその大半が翌年度に繰り越されている経費や執行率

が20％程度と低くなっている経費項目も見受けられ、経費項目別の執行率が区

々となっている（31～35ページ参照）。

b 一般会計及び特別会計における執行状況

補正予算に計上した経費は、一般会計から特別会計に繰り入れて、復旧・復

興事業を行っているものが含まれていることから、特別会計における執行状況

を反映した支出率をみると、予備費100％、1次補正61.6％、2次補正69.0％、3

次補正48.1％、計54.2％と、一般会計における執行率の計60.6％と比較して低

くなっている（36ページ参照）。

(ｲ) 事業別の執行状況（1次補正から3次補正まで）

ａ 支出率の状況

各府省庁において実施されている921件の復旧・復興事業の執行状況について

みると、支出率が80％以上となっている事業は、1次補正108件（45.5％）、2次

補正30件（53.5％）、3次補正209件（33.2％）、計347件（37.6％）となってお
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り、いずれも高い割合となっている。また、支出率が20％未満となっている事

業は、1次補正33件（13.9％）、2次補正7件（12.5％）、3次補正297件（47.2

％）、計337件（36.5％）となっており、3次補正が1次補正及び2次補正に比べ

て高い割合となっている。これは、3次補正が23年11月に成立したことから、事

業執行期間が約5か月となっていることなどによる。さらに、1次補正の事業で

あるにもかかわらず支出率が0％となっている事業がある一方で、3次補正の事

業でも支出率が100％となっている事業も見受けられる（37～43ページ参照）。

ｂ 繰越しの状況

繰越額についてみると、1次補正8142億余円、2次補正4222億余円、3次補正4

兆4838億余円、計5兆7203億余円となっていて、全体の38.3％が翌年度に繰り越

されている。

そして、繰越率が100％となっている事業は、1次補正2件（0.8％）、2次補正

1件（1.7％）、3次補正83件（13.2％）となっていて、3次補正が件数、割合と

もに高く、628件の事業のうち240件（38.2％）が予算現額の80％以上を翌年度

に繰り越している。一方、繰越率が0％となっている事業についてみると、1次

補正145件（61.1％）、2次補正43件（76.7％）、3次補正279件（44.4％）とな

っていて、1次補正、2次補正ともに割合が高くなっているが、3次補正は他の補

正予算と比べて低い割合となっている。

繰越事由のうち、最も多くなっているのは、1次補正、2次補正、3次補正とも

に「計画に関する諸条件」で全体で350件（繰越しがある事業計454件の77.0

％）となっている。

そして、「計画に関する諸条件」のうち、1次補正、2次補正及び3次補正の合

計で、最も事業数が多い繰越事由は「基本計画の策定・変更」の127件（27.9

％）であり、その具体的な内容は、実施事業を精査したところ、事業実施期間

を十分に確保する必要があったこと、基本計画の策定に当たり、所有者同士の

合意形成に時間を要したことなどのためであるとしている。また、繰越事由の

「その他」の具体的な内容は、復興計画等との調整を要したこと、外部有識者

からの指摘に基づき事業期間を見直したことなどのためであるとしている（43

～45ページ参照）。

ｃ 不用の状況
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不用額についてみると、1次補正7038億余円、2次補正972億余円、3次補正31

22億余円、計1兆1132億余円となっていて、全体の7.4％が不用となっている。

そして、不用率が100％となっている事業は、1次補正0件（0％）、2次補正1

件（1.7％）、3次補正4件（0.6％）となっている。一方、不用率が0％となって

いる事業についてみると、1次補正57件（24.0％）、2次補正22件（39.2％）、

3次補正261件（41.5％）となっていて、補正予算別の顕著な差異は見受けられ

ない。

不用額及び不用が生じた事業数を不用事由別及び補正予算別に区分してみる

と、不用額は、予定より実績が下回ったものが最も多くなっていて、1次補正4

099億余円、2次補正154億余円、3次補正1841億余円、計6095億余円となってい

る。また、事業数は、契約価格が予定を下回ったものが最も多くなっていて、

1次補正67件、2次補正11件、3次補正200件、計278件となっている。

復旧・復興事業に係る予算に不用額が生じていたのは、東日本大震災は過去

の災害等と比べて、規模、範囲ともに被害が甚大で、被害状況等の現況把握や

復旧対象工事の数量や単価の算出が困難であったこと、早期の復旧や被災者支

援の観点から、予算が不足することがないよう積算していたことなどによると

認められる（45～49ページ参照）。

(ｳ) 所管別の執行状況（1次補正から3次補正まで）

所管別の1次補正から3次補正までの計で予算現額が1兆円以上となっている府省

庁は、国土交通省2兆4186億余円、総務省2兆3747億余円、経済産業省1兆7352億余

円、農林水産省1兆5217億余円、厚生労働省1兆4211億余円、復興庁1兆3141億余円

及び環境省1兆1766億余円である。そして、支出率が90％以上となっている府省庁

が見受けられる一方、10％以下と著しく低くなっている府省庁も見受けられた。

また、所管別の事業数は、農林水産省177件、国土交通省169件、経済産業省147件、

文部科学省125件等となっている（49～50ページ参照）。

(ｴ) 実施方法別の執行状況（1次補正から3次補正まで）

実施方法別の支出率についてみると、直轄は、1次補正62.0％、2次補正81.2％、

3次補正33.5％、計50.5％、補助は、1次補正49.9％、2次補正45.4％、3次補正8.

4％、計29.2％となっていて、3次補正に比べ1次補正の支出率が高くなっている。

また、補助に比べて直轄の支出率が高い傾向が見受けられた。
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1次補正から3次補正までの計の支出済額及び支出率についてみると、直轄が71

78億余円、50.5％、補助が1兆7488億余円、29.2％、直轄、補助等が2126億余円、

20.0％、基金等が5兆3610億余円、83.6％となっていて、基金等が支出済額及び支

出率ともに突出している（50～55ページ参照）。

(ｵ) 復興施策等別の執行状況（3次補正）

国は、復興基本方針に基づき、「災害に強い地域づくり」、「地域における暮

らしの再生」、「地域経済活動の再生」及び「大震災の教訓を踏まえた国づく

り」の4項目の復興施策を総合的かつ計画的に実施するとともに、原子力災害から

の復興として、「応急対策、復旧対策」、「復興対策」及び「政府系研究機関の

関連部門等の福島県への設置等の促進」の3項目について迅速な対応を図るとされ、

府省庁では各種事業を実施している。

そこで、3次補正で実施している628事業のうち、復興基本方針における復興施

策等との関連が明確である562事業に着目して、上記7項目の復興施策等がどのよ

うに実施されているかについて検査したところ、復興基本方針の「5 復興施策」

に関連する事業は延べ633件、「6 原子力災害からの復興」に関連する事業は延べ

60件、合計693件であった。

各府省庁が復興事業を実施する際に掲げた復興施策についてみると、「大震災

の教訓を踏まえた国づくり」の252件と「地域経済活動の再生」の217件が多く、

次いで「地域における暮らしの再生」の101件などとなっている。また、「6 原子

力災害からの復興」の60件のうち、「応急対策、復旧対策」の58件が大半を占め

ている。復興施策等の項目別の内訳項目についてみると、「今後の災害への備

え」の169件、次いで「企業、産業・技術等」の67件が多くなっている。

復興施策等の執行状況については、「5 復興施策」は、予算現額6兆2672億余円、

支出済額3兆7045億余円、支出率59.1％となっている。また、「6 原子力災害から

の復興」は、予算現額3994億余円、支出済額1881億余円、支出率47.0％となって

いる。

復興施策等項目の内訳別の支出率についてみると、「5 復興施策」は、「地域

における暮らしの再生」の75.0％、「地域経済活動の再生」の70.4％の順となっ

ている。また、「6 原子力災害からの復興」は、「復興対策」の99.9％、「応急

対策、復旧対策」の41.2％の順となっている。
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基金等を除いた復興施策等の執行状況についてみると、「5 復興施策」は、予

算現額3兆2547億余円、支出済額7142億余円、支出率21.9％となっている。「6 原

子力災害からの復興」では、予算現額2957億余円、支出済額844億余円、支出率2

8.5％となっており、基金を含めた場合と比べて大きな差異が見受けられた。

基金等を除いた支出率の高い項目についてみると、「5 復興施策」は、「地域

における暮らしの再生」の42.2％、「大震災の教訓を踏まえた国づくり」の26.7

％、また、「6 原子力災害からの復興」では、「復興対策」の71.6％、「応急対

策、復旧対策」の28.5％の順となっている（55～59ページ参照）。

ウ 復興特別区域制度における各種計画の実施状況等

(ｱ) 特定被災区域の市町村における復興計画の策定状況等

復興計画は、特定被災区域に指定されている227市町村のうち、24年7月末現在

で37.0％に当たる84市町村において策定されていた。これを沿岸部の59市町村と

内陸部等の168市町村別にみると、沿岸部の市町村では46市町村（77.9％）、内陸

部等の市町村では38市町村（22.6％）が策定していた。

また、84市町村が復興計画において掲げている施策を復興基本方針が示した施

策の項目別に分類したところ、多くの市町村が取り組むこととしている施策は、

「災害に強い地域づくり」については、「「減災」の考え方に基づくソフト・ハ

ード施策の総動員」（83市町村）、「地域における暮らしの再生」については、

保健、医療、介護、福祉、住まい等の住民の暮らしに関する多様な支援に係る

「地域の支え合い」（83市町村）、「地域経済活動の再生」については、産業の

振興、企業の支援等に係る「企業、産業・技術等」（71市町村）を記述する市町

村が多く見受けられた。

さらに、沿岸部の市町村では、内陸部等の市町村と比べて、「土地利用の再編

等を速やかに実現できる仕組み等」、「水産業」、「震災に関する学術調査、災

害の記録と伝承」に関する施策を掲げている割合が相対的に高くなっている（61

～67ページ参照）。

(ｲ) 復興推進計画の認定状況

復興推進計画は、20の復興推進計画における28分類の特例が認定されている

（24年8月3日現在）。また、多くの地方公共団体の区域で認定されている特例が

ある一方、これまでに認定の実績がない特例もある（67～69ページ参照）。
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(ｳ) 復興整備計画の作成状況

復興整備協議会は、28市町村において組織され、そのうち21市町村が復興整備

計画を公表している（24年8月10日現在）。28市町村は全て沿岸部の市町村であり、

内陸部等の市町村において復興整備協議会が組織されている市町村はない。

また、復興整備計画に記載された復興整備事業についてみると、計13事業のう

ち、集団移転促進事業、市街地開発事業、都市施設の整備に関する事業が多くの

市町村で計画されていた。一方、復興整備計画に全く記載されていない復興整備

事業は、復興一体事業ほか7事業であった（69～73ページ参照）。

(ｴ) 復興交付金事業計画の申請、交付状況等

復興庁は、市町村より24年7月までに計3回の復興交付金事業計画の提出を受け、

第1回復興交付金については市町村からの当面の要望事業費計4939億余円に対して

3054億余円を対象事業費として計2510億余円、第2回復興交付金については同213

9億余円に対して、これを上回る3165億余円を対象事業費として計2611億余円、そ

れぞれ交付可能額として通知している。

ａ 復興交付金の市町村別及び事業別の交付可能額

復興交付金が配分されている市町村を県別、沿岸部・内陸部等の市町村別に

みると、第1回交付可能額及び第2回交付可能額は、そのほとんどが東北3県の市

町村、沿岸部の市町村に配分されている。しかし、第2回交付可能額では第1回

交付可能額に比べて、東北3県以外の市町村、内陸部等の市町村に対する交付可

能額の割合が増えている。

また、復興交付金の交付可能額に係る交付対象事業費6220億余円を基幹事業

別にみると、交付対象事業費の上位3事業は、防災集団移転促進事業、災害公営

住宅整備事業（災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事

業等）、都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）であり、

これに漁業集落防災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備等）及

び津波復興拠点整備事業を加えた5事業の交付対象事業費は、交付対象事業費6

220億余円のうち4528億余円となっていた。一方、復興交付金の交付可能額に係

る交付対象事業費が全くない事業は、医療施設耐震化事業ほか4事業であった。

さらに、沿岸部の市町村では、防災集団移転促進事業、災害公営住宅整備事

業（災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事業等）、都
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市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）が、内陸部等の市

町村では、災害公営住宅整備事業（災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地

取得造成費等補助事業等）、道路事業（市街地相互の接続道路等）、造成宅地

滑動崩落緊急対策事業が、それぞれ交付対象事業費の上位を占めていた（77～

86ページ参照）。

ｂ 復興交付金事業計画の当面の要望事業費と交付可能額

復興交付金事業計画の当面の要望事業費と交付可能額に係る交付対象事業費

を、年度別に比較したところ、23、24両年度は、当面の要望事業費に対して交

付可能額が大幅に下回っている一方で、25年度以降は、当面の要望事業費に含

められていないが交付可能額に含まれているものがある（87～89ページ参照）。

ｃ 復興交付金に係る交付決定、基金の造成状況等

第1回交付可能額について、市町村ごとに、市町村分、道県分及び間接補助分

の内訳並びに単年度型又は基金型の種別についてみると、単年度型を選択した

のは1県3市町であり、これらに係る復興交付金計2億余円が交付決定されている。

また、基金型を選択したのは4県55市町村であり、これらに係る復興交付金計2

506億余円が交付決定され、23年度中に同額が基金として造成されている（89～

93ページ参照）。

エ 被災市町村における復興事業等の実施状況

第1回復興交付金事業計画に基づく復興交付金交付可能額の通知を受けた58市町村

の23年度の各種復旧・復興事業に対する国庫補助金や復興交付金等の交付状況及び

その実施状況について検査した結果、58市町村平均の国庫補助金執行率は49.5％、

復興交付金執行率は22.1％、市町村事業執行率は48.8％となっていて、このうち市

町村事業執行率は最小で5.6％、最大で99.1％と市町村によって大きな差が見受けら

れた。

58市町村に対する復興交付金等合計額等を復旧・復興事業の規模として、震災前

の歳出決算額等と比較してみると、復興交付金等合計額等が震災前の歳出決算額等

の複数年分に相当している市町村も見受けられ、また、職員1人当たりの復興交付金

等合計額等からみて、これらの市町村における復旧・復興事業の実施に当たる職員

に大きな事務負担が生じている。現に、会計検査院が実施したアンケートにおいて、

一部の市町村は、復興事業の増加に伴う各種業務に対応するための人的支援やその
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ための体制整備等を要望している（96～114ページ参照）。

オ 原子力災害からの復興再生

(ｱ) 原子力災害からの復興再生に向けた国の取組

福島復興再生基本方針の記述は、福島県復興計画の主要施策である「原子力災

害の克服」に記述されている具体的な取組に対応した記述となっていて、国、福

島県及び関係市町村等は、今後、福島復興再生基本方針及び福島県復興計画に掲

げられた施策に沿って具体化された各種事業を進めていくことにより、福島の復

興再生の実現を推進することになっている（115～117ページ参照）。

(ｲ) 福島県内の市町村の復興施策

福島県内の市町村では、福島県以外の県の市町村と大きく異なり、復興計画に

「原子力災害からの復興」に関する各種施策を掲げた市町村が多く、これが必須

の施策となっている（117～120ページ参照）。

(ｳ) 福島の復興再生に関連した主な事業と平成23年度予算額

福島復興再生基本方針等で掲げられた施策の中には、既に平成23年度補正予算

において事業実施のための予算が措置されているものがある。その主な事業には、

「東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質

の除染事業等に必要な経費」、「重点分野雇用創造事業の拡充」、「がんばろう

ふくしま産業復興企業立地支援事業」等がある（120～121ページ参照）。

2 所見

国は、復旧・復興に当たり、被災地の地方公共団体に対して、既存の制度にとらわれ

ない行政手続の簡素化や財政面及び人材面からの支援を実施し、被災地の地方公共団体

が行う復興の取組を総力を挙げて支援することとしている。そして、この復旧・復興は、

被災地の単なる災害復旧にとどまらない活力ある日本の再生を視野に入れた抜本的な対

策及び一人一人の人間が災害を乗り越えて豊かな人生を送ることができるようにするこ

とを旨として行われる施策の推進により実施されるべきとされていることから、復興の

成果は、国民全体が感じ取れるものとするとともに、将来の世代にわたって誇ることが

できるものにする必要がある。

会計検査院は、今回、東日本大震災からの復旧・復興に対する事業について検査を実

施した。国及び地方公共団体は、現在全力を挙げて復旧・復興に取り組んでいるところ
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であるが、復旧・復興のための施策は、総合的かつ中長期的な視点を有し、被災地に暮

らす国民の声やその迅速性にも配慮して実施することが不可欠であり、復興庁及び関係

府省等は連携して、国及び地方公共団体が行う施策が基本理念に即したものとなるよう、

今後、以下の点に留意して、復興施策の推進及び支援に適切に取り組む必要がある。

(1) 被災した地方公共団体の意向や要望、取り組んでいる復興施策等を踏まえた経費の

配分や事業費の積算を行うこと

(2) 東日本大震災復旧・復興関係経費の執行に当たっては、計画に基づき円滑かつ迅速

に事業が実施されるよう、関係行政機関等が実施する事業の進捗状況を的確に把握す

るとともに、施策の実施の推進及び総合調整を行いつつ、関係行政機関等との連絡調

整を速やかに行うなどして、適切、有効かつ効率的な執行に努めること

(3) 復興特別区域制度の運用に当たっては、各被災地域の被害及び復興の実情に応じて

柔軟に対応するとともに、地方公共団体と十分な意見交換を行いつつ、復興推進計画

の特例や復興交付金事業を活用した取組等について把握した上で、情報提供、助言そ

の他必要な協力を行い、地方公共団体の迅速かつ着実な復興の支援に努めること

(4) 被災地の地方公共団体等は、限られた人員で震災前と比較して膨大な事業を実施し

て復旧・復興に取り組んでいることから、その復旧・復興事業の人的な実施体制及び

制度の運用状況について現状を把握して、必要な支援に努めること

会計検査院としては、東日本大震災の被害が甚大で、大規模なものであるとともに、

地震、津波及び原子力発電所の事故による複合的なものであることなどに鑑み、要請後、

できる限り速やかに、まず、被害の状況について整理した後、各府省庁や地方公共団体

等が被災地を始め全国において、長期にわたり継続して実施する東日本大震災からの復

旧・復興事業の実施状況等について、特に、平成23年度予算を中心に、その経費項目別、

事業別等の執行状況や復興を担う市町村の復旧・復興事業の執行状況等を分析して報告

することとした。そして、今後、効率性、有効性等の観点から、各種事業が、円滑かつ

迅速に実施されているか、復興基本方針や復興計画に掲げられた施策に沿ったものとな

っているか引き続き検査を実施するとともに、原子力災害からの復興再生についても着

目して検査を実施することとし、検査の結果については、取りまとめが出来次第報告す

ることとする。


